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  概要 

 本報告書集は、平成28年度に国立研究開発法人土木研究所において実施された下水道に

関係する調査研究の成果を集約して資料としてとりまとめたものである。 

  キーワード：下水道、下水処理、高度処理、汚泥、水質浄化、リサイクル 
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水質リスクの低減効果に関する調査 

 

研究予算：受託研究費（下水道事業調査費） 

研究期間：平 28 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 

研究担当者：植松龍二、諏訪守、安井宣仁 

  

【要旨】 

 冬季における感染性胃腸炎の大流行に際し、感染者から排出されるノロウイルス（NV）による水系感染症拡大が

懸念されるなか、病原微生物のリスク低減の観点から下水処理場で適切に消毒等を行い、水質を管理していくことが

重要である。しかしながら、消毒プロセスでのNV感染価（不活化効果）の低減効果を評価できないことから、目標

とすべき消毒レベルの設定が困難である課題が生じている。一方、目標水質としての二次処理水のNV 濃度を考慮す

るにあたり、ゼロとするには現実的には困難であり、当面の目標値としては、夏季における感染性胃腸炎の非流行期

での濃度が 1 つの案として考えられる。冬季の感染性胃腸炎の流行期においては、下水試料中の NV 濃度は夏季の

非流行期と比較して 2～3 オーダー上昇することから、目標水質を非流行期における処理水の濃度レベルとすれば、

3 log 以上の低減効果が得られる消毒条件を明らかにする必要がある。 

 本調査は上記の課題を踏まえ、二次処理水から単離した野生株大腸菌ファージ（Phage）をNV代替指標として利

用し、塩素、紫外線の消毒実験により標的遺伝子と感染価の減少割合を評価し、NVの感染価を 3 log 以上低減させ

られる消毒条件を明らかにすることを目的に実施した。具体には、塩素、紫外線消毒による Phage の消毒感受性か

らNV 感染価の低減割合を類推した。 

その結果、二次処理水から単離した宿主菌E.coli K12 (A/λ)株由来のPhage は、その構成の大半がF特異性RNA

大腸菌ファージのグループ I およびグループ IIであると考えられた。塩素、紫外線消毒によるNVとPhage の標的

遺伝子の減少傾向はともに同様であり、Phageの消毒感受性からNVの感染価を 3 log 以上低減させるための消毒条

件を類推すると、塩素消毒ではCt値が 20mg･min/L以上、紫外線消毒では 40mJ/cm２以上の照射線量が必要である

と考えられた。塩素、紫外線消毒は、処理水の水質性状により消毒効果が左右されるため、水質変動を考慮したデー

タの蓄積が今後必要であると考えられる。 

  キーワード：ノロウイルス、塩素消毒、紫外線消毒、野生株大腸菌ファージ、感染価 

 

１.はじめに 

冬季における感染性胃腸炎の大流行に際し、感染者から排出されるNVによる水系感染症拡大が懸念されることか

ら、下水道管理者に対し国土交通省は、処理水の消毒を適正に行うなど、終末処理場における水質管理の徹底を図る

よう通達を行っている。しかしながら、消毒プロセスでのNV 感染価の低減効果を評価できないことから、目標とす

べき消毒レベルの設定が困難である課題が生じている。消毒による感染価の低減効果を評価することが困難な状況に

あるが、NV や大腸菌ファージ MS2（MS2）の標的遺伝子の増幅域を拡張した遺伝子定量法を適用することで、実

際の感染価に近似できる可能性を示した報告１）がある。その結果によれば、3 log 程度の感染価を低減させるために

は、塩素消毒のCt値で 40mg･min/L、紫外線照射量で 40mJ/cm２が必要であった。実際には、代替指標としたMS2

の存在濃度が低かったため、それ以上の効果が得られていたと推定され、MS2 の検出濃度が高い状態で評価ができ

れば、より実態に近いNV感染価の低減効果を評価できる可能性があるとしている。 

現在、次亜塩素酸ナトリウムにより塩素消毒を実施している下水処理場は約 1,000箇所ある。その平均添加濃度に

ついて、下水道統計２）をもとに計算すると、2.2mgCl/L、平均接触時間は19 分間であるが、水質性状の影響により

塩素の消費量等が変動するため、実際に 40mg・min/L の Ct 値を確保するには、添加濃度を現状よりも増加させる

か、接触時間を長時間とする必要があると考えられる。 

一方、目標水質としての二次処理水のNV 濃度を考慮するにあたり、ゼロとするには現実的には困難であり、当面
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の目標値としては、夏季における感染性胃腸炎の非流行期での濃度が 1つの案として考えられる。冬季の感染性胃腸

炎の流行期においては、下水試料中のNV濃度は夏季の非流行期と比較して 2～3オーダー上昇することから、目標

水質を非流行期における処理水の濃度レベルとすれば、3 log 以上の低減効果が得られる消毒条件を明らかにする必

要がある。 

本調査は上記の課題を踏まえ、二次処理水から単離した Phage をNV 代替指標として利用し、塩素、紫外線の消

毒実験により標的遺伝子と感染価の減少割合を評価し、NV の感染価を 3 log 以上低減させられる消毒条件を明らか

にすることを目的に実施した。具体には、塩素、紫外線消毒による Phage の消毒感受性から NV 感染価の低減割合

を類推した。 

 

２．Phageの消毒実験 

 既往の調査例では１）、塩素消毒や紫外線消毒によるNVの感染価を推定するために、二次処理水に予め存在してい

る野性株のMS2を代替指標とし、標的遺伝子の増幅域を拡張した遺伝子定量法を用い評価を行っている。 

その結果、3 log 程度の感染価を低減させるためには、塩素消毒の Ct 値で 40mg･min/L、紫外線照射線量では

40mJ/cm2が必要であった。実際には、代替指標とした MS2 の存在濃度が低かったため、それ以上の効果が得られ

ていたと推定された。このため、本調査では、Phage を単層寒天培地法にて二次処理水より検出して再増殖させ高

濃度のファージ液を作成し、試験水中に添加することで存在濃度を高め、塩素、紫外線消毒実験による3 log 以上の

低減効果が得られる消毒条件を評価した。以下に塩素、紫外線消毒実験の評価手順を示す。 

2.1試験水 

 実験に供した試験水には、A下水処理場に設置された標準活性汚泥法のパイロットプラントの二次処理水を用いた。

試験水の主な水質分析法は下水試験方法に準拠し、その水質性状を表-1 に示す。また、処理水中に予め存在してい

るPhage は宿主菌としてE.coli K12 (A/λ)株（NBRC:106373）を用いた単層寒天培地法により定量した。 

2.2高濃度Phage液の調整 

  上記試験水 1000mL に、文献３)を参照とした 2倍濃度の塩化カルシウム含有培地 1000mLと 37℃で 3～4時間培

養した宿主菌E.coli K12(A/λ)株の培養液 15mL を添加、混合させ滅菌シャーレ中に撒き寒天が固化した後、37℃で

18～24時間培養した。培養後に培地上に発現した大小異なる溶菌斑(plaque)をランダムに1シャーレあたり10個、

計 500 個程度を切り取り、液体培地に添加した後、ボルテックスにより撹拌した。次いで、寒天および宿主菌を除

くため、12000rpm、4℃で 20分間遠心分離し、その上澄液を 0.45µmのメンブレンフィルターでろ過した。さらに、

ファージの高濃度化を図るため上記手順により得られた溶液に E.coli K12(A/λ)株を添加し 37℃で 24 時間培養し、

Phage を再増殖させた。培養後は宿主菌を除くため、12000rpm、4℃で 20 分間遠心分離し、その上澄液を 0.45µm

のメンブレンフィルターでろ過した。なお、高濃度のファージ液を消毒実験用試験水に直接添加すると、培地成分に

より試験水の水質性状が大きく変化するため、ファージ液を試験水に添加する際には限外ろ過膜（分画分子量 30KDa, 

Merck社製）を用い培地成分を除いた。 

表-1 試験水の水質性状 

 塩素消毒実験用 紫外線消毒実験用 

懸濁物質(SS) (mg/L) 4.3 4.8 

化学的酸素要求量CODcr (mg/L) 18 11 

全窒素 (T-N) (mg/L) 19.9 15.8 

全リン（T-P）(mg/L) 5.4 3.8 

アンモニア性窒素(NH3-N) (mg/L) 0.04 0.13 

濁度 (NTU) 1.71 0.37 

吸光度（λ=254nm）(cm-1) 0.10 0.12 

大腸菌群 (CFU/mL) 350 1332 

大腸菌 (CFU/mL) 37 76 

野生株大腸菌ファージ (K12株由来) (PFU/L) 5300 800 
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2.3塩素消毒実験 

  塩素消毒実験は、図-1に示す回分式にて行った。試験水 1000mLに対して、2.2で作成した高濃度ファージ液を初

期濃度で約 108 PFU/mLとなるように添加し、初期投入塩素濃度を 1, 2, 4, 5.5mg-Cl/Lとし、接触時間を 20分間と

することで、設定Ct(残留塩素濃度×接触時間)値で 0～80mg・min/Lに調整した。塩素の添加直後から 5 分間隔で

遊離塩素濃度および全塩素濃度を適宜モニタリングした。接触時間が 20分間に達した試料は、残留塩素を中和する

ためチオ硫酸ナトリウム溶液を添加した。塩素消毒後のPhageの感染価は、宿主菌をE.coli K12(A/λ)株とした重層

寒天培地法４)により評価した。なお、E.coli K12 (A/λ)株は RNA ファージ全般の測定が可能であるため、得られた

感染価のデータは、全RNAファージの評価であることに留意が必要である。 

 
図-1 回分式塩素消毒実験 

2.4紫外線消毒実験 

塩素消毒実験と同様に試験水に高濃度ファージ液を添加し、図-2に示す光化学反応用実験装置(ウシオ電機社製)

を用い紫外線消毒実験を行った。紫外線ランプは6Wの低圧紫外線ランプ(ULO-6DQ、ウシオ電機社製)を使用した。

設定紫外線量が 0, 10, 20, 30, 40, 60mJ/cm2となるように照射時間を設定した。紫外線量はヨウ素/ヨウ素酸イオン５)

による指標化学物質を用いた化学線量計により算定した。線量の算定方法は参考文献５)に準拠し、式(1)にて各照射

時間での紫外線量を求め、実照射時間と紫外線量の回帰直線より反応装置内の紫外線照度を算定した（図-3 参照）。

すなわち図-3の傾きが装置内の紫外線照度(mW/cm2)となり、その値に照射時間を乗じた値が紫外線量(mW/cm2・

s=mJ/cm2)となる。

 

図-2 紫外線照射装置 
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 既往の調査例では１）、NV の代替指標として予め二次処理水中に存在している MS2 を利用し、その感染価ならび

に遺伝子減少割合からNVの感染価の低減効果を類推している。その結果、塩素、紫外線消毒ともにMS2の遺伝子

減少割合とNV 遺伝子の減少割合が同様である傾向が示されているが、二次処理水中に存在したMS2が低濃度であ

ったため、明確な評価には至っていない。 

このため本項では、二次処理水中から単離、再増殖させた Phage を試験水に添加し、塩素、紫外線消毒を試みる

ことで、的確に消毒効果を評価できると考えた。上記 2.3、2.4 における試験に基づき、塩素、紫外線消毒を行った

サンプルについて、NVGIIおよびF特異性RNA大腸菌ファージ(GI～GIV)の遺伝子減少割合を qPCR 法（遺伝子

定量法）にて定量するとともに、Phage の感染価との関連性を評価することで、NVGII の感染価の低減割合を類推

した。以下に評価手順を示す。 

2.3、2.4 において塩素および紫外線消毒を行ったサンプル 200mL に、ポリエチレングリコール（PEG＃6000：

終濃度 8％）とNaCl（終濃度 0.4M）を添加･撹拌し完全に溶解させた。4℃で 1夜静置の後、10,000×G で30 分間

遠心分離し沈渣を回収した。この沈渣をRNase-free 水（遺伝子分解酵素を除去した水）に再浮遊させてウイルス濃

縮液とした。ウイルス濃縮液からの核酸抽出は、QIAamp Viral RNA Mini Kit（QIAGEN社）の抽出カラムを用い

たグアニジン法とした。なお、ウイルス濃縮液をウイルス遺伝子抽出カラムに通水しNV遺伝子を捕捉させる際、検

出感度にバラツキが生じないよう抽出カラム 1本あたりの濃縮試料の通水量は、SS 負荷量を基準とし全ての測定試

料で抽出カラム 1 本あたり 0.05mg-SS となるように統一した７）。抽出した RNA に微量に含まれている DNA を除

去するためDNaseI処理した後、RNeasy MinElute Clean up Kit（QIAGEN社）を用いウイルスRNAを精製した。

精製したRNA試料 0.1µg をランダムプライマ－、Omniscript RT Kit（QIAGEN社）を用い全量 40µL系で逆転写

を行い、cDNA を得た。RT 反応はサーマルサイクラー（T-100,Biorad 社製）を用い、37℃60 分間で反応させた後

95℃5分間反応させた。得られた cDNAはQuantStudio™ 12K Flex Real-Time PCR System（Thermo社製）を用

い、PCR 反応を実施した。PCR反応条件として 95℃15分、1サイクル⇒95℃30秒、56℃90秒を 50サイクル実施

した。NVGIIおよびF特異性RNA大腸菌ファージの検出用のプライマー、プローブは文献８）を参照した。 

本調査にて対象としたF特異性RNA大腸菌ファージは遺伝子型でグループ I～IVに分類され、グループ IはMS2

ファージ、f2ファージ、グループ IVは SPファージ等が含まれ主に動物糞便に由来するものである。グループ IIは

GAファージ、GIIIはQβ ファージ等が含まれ主にヒト糞便由来による大腸菌ファージである４),８)。 

3.4評価結果 

1) 試験水中のNVGII濃度およびF特異性RNA 大腸菌ファージ濃度 

  試験水として用いた二次処理水中のNVGII濃度は、1.6×104～5.8×105（copies/L）であった。また、高濃度Phage

液を添加後の F 特異性 RNA 大腸菌ファージ濃度は、グループ I が 4.9×1011～2.0×1012 (copies/L)、グループ II が

5.7×106～2.3×107（copies/L）、グループ III およびグループ IV については不検出（検出限界値以下）であった。こ

のため、本調査に用いた二次処理水から単離した宿主菌 E.coli K12 (A/λ)株由来の Phage は、その構成の大半が F

特異性RNA大腸菌ファージのグループ Iとグループ IIであると考えられた。 

2) 塩素消毒によるF特異性RNA大腸菌ファージとNVGIIの遺伝子減少割合の比較 

 塩素消毒による F 特異性 RNA 大腸菌ファージと NVGII の遺伝子減少割合を図-6 に示す。横軸は Ct 値とし、C

は全塩素の残留塩素濃度とした。縦軸は、標的遺伝子の減少割合ならびに上記 3.1 で得られた Phage の感染価減少

割合（不活化）をLog で表記した。NVGIIとF 特異性RNA 大腸菌ファージの標的遺伝子の減少割合は同様であり、

Ct値を20mg･min/L程度とした場合、F特異性RNA大腸菌ファージおよびNVGIIの遺伝子量の減少割合は1.5 log

程度であったが、Phageの感染価の減少割合は 3 log 以上であった。遺伝子定量法では、標的遺伝子に損傷がなけれ

ば定量値が得られるため、感染価の減少割合と遺伝子減少割合で大きな乖離が生じた結果となったが、感染価の減少

割合は遺伝子減少割合を大きく上回っていることに加え、NVとF特異性RNA大腸菌ファージの遺伝子減少割合は

同様の傾向が確認された。また、既往の調査例においても１)、塩素消毒によるNVGⅡ/4-Sydney とMS2の標的遺伝

子の減少速度は同程度であることが確認されている（図-7）。このことから、NVとPhageの塩素消毒に対する消毒

耐性が同等であると考えられることから、NVの感染価を3 log 以上低減させるための消毒条件を類推すると、必要

となるCt値は 20mg･min/L以上となった。 
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下水道資源・エネルギーを最大限に活かした 

希少水草栽培および微細藻類培養・エネルギー生産 

 

研究予算：受託業務費           

研究期間：平 27～平 29           

担当チーム：材料資源研究グループ     

研究担当者：植松龍二、岡安祐司、山﨑廉予 

１．はじめに 

下水処理場が有する豊富な栄養塩を利用した微細藻類培養・燃料化技術の開発が行われている 1)。本研究は、

下水処理水を用いて土着藻類を培養し、エネルギーを生産することを目的としている。昨年度は、室内実験に

より、下水処理場から生産する嫌気性消化ガスの膜分離精製での副産物である膜分離 CO2での土着藻類培養

の有効性を示し、CO2の挙動を表現したモデルの構築を行った 2)。今年度は、屋外での藻類培養における膜分

離 CO2の有用性の検証、藻類培養が困難になる冬季における、下水熱利用による藻類培養の検証を行った。 

 

２．嫌気性消化ガス由来 CO2の藻類培養への有効性検討 

２．１実験方法 

藻類培養実験は、土木研究所が利用している B 処理場内の屋外実験施設にて、連続的に下水処理水を流入さ

せる連続培養により行った（HRT2～4 日）。藻類培養に用いた下水処理水は、B 下水処理場内の実験施設に設

置された標準活性汚泥処理装置 (曝気槽有効容積: 100 L)より供給した。CO2は、pH コントローラ―（日伸理

化、日本)による pH 制御により添加した。pH8 以上になった際にポンプが稼働し、pH7.9 以下になった際、

ポンプが停止するよう設定した 3)。添加した CO2 は、膜分離 CO2、比較対象のための市販 CO2(体積比率: 

99.95%)の 2 種類である。膜分離 CO2は、新潟県 A 下水処理場内の中温嫌気性消化タンクから採取した嫌気性

消化ガスを対象として、膜分離手法により回収した 4）。嫌気性消化ガスの組成は、CH4 58.6%、CO2 39.9%で

あるのに対し、膜分離 CO2の組成は、CO2 95.3%、CH4 0.691 %であり、CO2が高濃度に精製された。また、

H2S は、嫌気性消化ガスでは 3.1 ppm であったのに対して、膜分離ガスでは<0.2 ppm まで低下している。膜

分離 CO2を 47 L 容量のガスボンベに約 1 MPa で充填し、ガスボンベを土木研究所内実験施設に搬送した。

それぞれの CO2を別の反応槽に投入し、藻類培養状況に相違がみられるか否か検証した。実験期間は平成 28

年 10 月 25 日～平成 28 年 11 月 22 日の約一カ月間であり、380L レースウェイ型培養槽（有効水位 25 ㎝）で

培養を行った。下水処理水および各培養装置での培養水を定期的に採取し、浮遊性物質(Suspended solids: SS)、

クロロフィル a、溶存態リン (Dissolved total phosphorus: DTP)、溶存態窒素 (Dissolved total nitrogen: 

DTN)、リン酸態リン（PO4P）を測定した。クロロフィルa測定の際のろ過は、孔径1.2 μｍのGF-C (Whatman、

アメリカ)を用い、それ以外のろ過は孔径 1.0 μｍの GF-B (Whatman、アメリカ)を用いた。SS は Standard 

method5)、クロロフィル a は河川水質試験方法 (案)6)に従い測定を行った。DTN、DTP および PO4-P の測定

は吸光度法により測定した 7)。 
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２．２．実験結果 

380L レースウェイ型培養槽において、膜分離 CO2および市販 CO2で培養した藻類培養水の各水質項目の経

時変化を図－1、その際の気候（平均気温、日照時間、合計全天日射量、水温）の経時変化を図－2 に示す。

藻類培養におけるバイオマス濃度の指標となる SS は、培養初期には膜分離 CO2では約 100 mg/L、市販 CO2

では約 150 mg/L で推移したが、30 日後までには減少し、50mg/L 程度になった。藻類濃度の指標となるクロ

ロフィル a についても、両培養槽とも培養初期には 1.0mg-Chl a/L 以上あったが、徐々に減少していった。リ

ン、窒素の除去率においても、培養初期と 30 日後では、膜分離 CO2ではそれぞれ 21%から 6%、45%から 20%

に減少し、市販 CO2ではそれぞれ 65%から 62%、55%から 35%に減少した。2 種類の CO2で藻類培養水の水

質に差がみられたが、これは初期 SS 量の相違が原因であると考えられる。培養日数 1 日目の SS 量を 1 と仮

定した時の SS 変化量は、同程度の-0.01/日であったため、藻類培養状況は同程度であったと考えられ、藻類

培養に添加する CO2について、膜分離 CO2の利用には問題ないと考えられる。藻類が増殖しなかった理由と

して、培養期間中の水温が低いことが一因として挙げられる。培養期間中、水温は 15℃以下であり、7℃まで

低下することもあった。また、図－2 より、水温は平均気温とほぼ同じであると考えられ、期間中の水温は減

少傾向にあると考えられ、一般的な藻類培養の至適温度は 25℃とされていることを考慮すると 8)、藻類は減少

していくと考えられる。 

 

 
図－1 膜分離 CO2および市販 CO2で培養した藻類反応槽（380L レースウェイ）内の 

各水質項目の経時変化 
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図－2 380L レースウェイ型培養槽で藻類培養実験を実施した期間の気候 

 

３．藻類培養における下水熱利用の検証 

３．１ 実験方法 

２と同様の B 処理場内の屋外実験施設にて、冬季の藻類培養検証を行った。培養槽は、有効容積 20L(直径

0.6m、高さ 0.25m)の円形型を使用した。藻類培養装置を図－3 に示す。下水処理水は、夏は 25℃程度、冬は

10℃程度と、気温よりも温度差が少なく 9）、培養槽の周囲に下水処理水をかけ流すことで、保温効果が得られ

ると考えた。約 200L の恒温槽を用意し、B 処理場の下水処理水を 4L/分でかけ流した。培養期間中の下水処

理水の水温は、17.5℃（±1.3℃）であった。藻類培養方法は、２と同様である。HRT を 1.5～2 日程度での連

続運転を行った。実験期間は平成 28 年 12 月 6 日～平成 29 年 1 月 31 日の約 2 カ月間であり、1 カ月ごとに

区切って 2 回検証（保温実験 I、保温実験 II）を行った。下水熱を利用した藻類培養における膜分離 CO2の有

用性を実証するため、膜分離 CO2と市販 CO2の比較を行った。培養水は、定期的にサンプリングし、SS、ク

ロロフィル a、DTP、DTN、PO4P、無機炭素 （Inorganic Carbon: IC）、溶解性有機炭素（Dissolved organic 

Carbon: DOC）、全有機炭素（Total Organic Carbon, TOC）を測定した。IC、TOC、DOC は、TOC-V CPH 

（島津製作所、日本）で測定した。また、各槽の水温を定期的に自動または手動で測定した。 

 

図－3 下水熱利用による藻類培養装置 

 

３．２ 実験結果 

図－4 に、各ポイントにおける水温の経時変化を示す。保温無培養槽の水温は、外気温とほぼ同じであり、

12 月初めには 15℃の時もあったが、ほぼ 10℃以下で推移しており、1 月には 5℃まで下がった。一方、B 処

理場の下水処理水は、測定した期間においては、15℃～20℃を保っており、この熱を用いて保温した保温有培

養槽の水温は、12 月では 20℃、1 月でも 15～20℃に保たれていた。仮に、電気を利用して保温した際にかか

培養槽 
 20L 
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る電気量を概算した。用いた計算式 10）は、表－1 の通りである。温度差は、実験期間中の保温有培養槽水温

から保温無培養槽水温を差し引いた平均値である 10℃とし、加温にかかる時間は便宜的に 1 時間とした。水

温加温にかかる電力量、培養槽表面から出ていく放熱量を考慮し、培養槽加温に要する電力は、0.3kW と試算

された。24 時間稼働とすると、培養槽加熱にかかる電力量は約 7.2kWh となる。電気代にすると、1 日当たり

およそ 140 円（1kWh：19.52 円 11））と試算された。 

 

 

図－4 各水温の経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水処理水により保温した、各 CO2における培養水の水質の経時変化を図－5 に示す。培養日数約 20 日以

前が保温実験Ⅰ、培養日数約 30 日以降が保温実験Ⅱを示している。図で示した培養日数 0 日より前は、どち

らの系も保温無による培養を行っていたため、SS、クロロフィル a がともに低く、培養開始後に増加がみら

れた。初期 SS 量の値は異なっているが、培養 20 日後には、SS 量、クロロフィル a 量ともに同様の濃度であ

る、350mg/L 程度、5mg-Chl a/L まで増殖した。また、保温実験 II においては、初期増殖後、SS 量、クロロ

フィル a 量は安定しており、約 300mg/L、約 4mg-Chl a/L であった。DTP、DTN、PO4P についても、保温

培養開始後に減少がみられ、それぞれの除去率は、保温実験 II において、約 90％、約 46％、約 95％、約 80％

であり、藻類による栄養塩の利用が確認された。図－6 に、培養最終日におけるそれぞれの CO2での培養藻類

構成種、炭素構成、ガス袋に充填した CO2の減少量から算出した CO2利用速度を示した。どちらの CO2で培

養した場合も、緑藻類、珪藻類でほぼ構成され、構成比も珪藻類が緑藻類の 2 倍程度とほぼ同じであった。藻

類中の炭素は、POC（懸濁性有機炭素）で現される。培養 26 日間で、膜分離 CO2、市販 CO2ともに 0.1mg/L

から 0.43mg/L、0.23mg/L から 0.63mg/L に濃度が上昇しており、同程度の炭素の蓄積がみられた。また、CO2

利用速度についても、4mg/L/d と同様であった。2 種類の CO2での培養において、炭素利用に大きな差は見ら

れないことが示された。以上の結果より、冬季における下水熱を利用した藻類培養において、膜分離 CO2の

有用性を示すことができた。 

表－1 培養槽加熱に要する電力 

項目 計算式 計算値 

水温加温 
P1 = 0.278※1×比熱※2×密度※3×体積×温度差÷加温にかかる

時間 

0.23 kW 

放熱量 P2 = 放熱損失係数※4×表面積 0.008 kW 

合計量 ×安全率 1.25 0.30 kW 
※1 熱量の換算：1 J＝0.278×10-6 kWh ※24.18（20℃における水の比熱）※31 kg/L  
※4100 W/m2：((物体表面の温度-周囲の温度)×外気への対流熱伝導率)+((物体表面の温

度+273.15)4-(周囲の温度+273.15)4)×物体表面の放射率（0.5）×定数（5.6×10-8） 12) 
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図－5 冬季保温による各 CO2での藻類培養における水質の経時変化 

 

 

図－6 膜分離 CO2、市販 CO2での培養藻類構成種、炭素構成、CO2利用速度 

 

なお、本調査研究は、国土交通省下水道技術研究開発(GAIA)からの受託業務費により実施されたものである。 
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下水含有栄養塩を活用したエネルギー生産技術の開発に関する研究 

                      研究予算：運営費交付金 

研究期間：平 28～平 33 

担当チーム：材料資源研究グループ 

研究担当者：植松龍二、岡安祐司、山﨑廉予 

 

【要旨】下水道を核とした資源回収、エネルギー生産およびエネルギー利用技術の開発を目指し、下水道資源を

用いた藻類培養技術の高効率化や、水草と下水汚泥の混合消化特性に関して調査・研究を行った。下水処理水を

用いた藻類培養では、二次処理水よりも前段の処理水を基質とすること、SS 分を含んだ基質を用いること、攪拌

の効率化により、藻類培養量の高効率化が見込まれることが示唆された。下水処理場の放流先水域に発生する水

草について、水草と下水汚泥の混合回分式嫌気性消化実験を行い、メタン転換特性を把握したところ、投入水草

の VS ベースのメタン転換率は、大きな変動があることがわかった。下水処理場における工程水（消化脱離液）

を対象とした藻類培養技術の検討を行い、投入液中の溶解性リン・窒素をほぼ全量、藻類等の懸濁態物質に変換

することが可能となる方法について検討を行った。                                        

キーワード：下水道資源、藻類培養、水草、バイオマス、混合嫌気性消化 

                                                                                           

                                                                       

1．はじめに 

 新下水道ビジョンでは、下水処理場での資源集約・

エネルギー供給拠点化・自立化が中期目標として示さ

れている 1)。下水汚泥中には食品残渣並びにその代謝

物として高濃度の栄養塩が存在しており、これらを回

収して資源利用する手法を検討する必要がある。また、

下水処理水中の低濃度の栄養塩についても、閉鎖性水

域など高濃度の栄養塩が問題となっている地域におい

ては、除去することで放流先の公共用水域の水質改善

につながることから、極力有効利用することが望まし

いと考えられる。これらに対し、下水汚泥と他のバイ

オマスとの混合処理や、下水に含まれる栄養塩類を用

いた有用藻類の培養、培養藻類からのエネルギー抽出

等の新たな技術開発を推進することで、対策が可能で

あると考えられる。 

これらの達成に向け、本研究では、「下水処理水を

利用した藻類培養の高効率化、培養藻類の回収、濃縮、

脱水技術の開発」、「下水処理水放流先に生育する水草

の、下水汚泥と混合処理技術の開発」、「汚泥処理工程

で発生する排水を利用した藻類培養技術の開発」、「培

養藻類・水草と下水汚泥の混合物について、石炭代替

固形燃料化への適用性調査およびメタン発酵（嫌気性

消化）の特性解明調査」を目的とする。 

 

2．下水処理水を利用した藻類培養の高効率化、培養藻

類の回収、濃縮、脱水技術の開発 

 化石燃料の枯渇への懸念、化石燃料利用にともなう

地球温暖化を背景に、再生可能エネルギーの利用が推

進される現代において、藻類を用いたエネルギー生産

に大きな注目が集まっている。近年では、都市下水や

工場排水に豊富に含まれる窒素、リンといった栄養塩

を用いた藻類培養の試みが実施されてきている 2) 3)。日

本のように下水道システムが広く普及している国々で

は、下水処理場内に流入してくる栄養塩や、焼却炉や

消化ガス由来 CO2、下水熱など下水処理場が有する資

源および下水処理場における土地や施設などのストッ

クを活用した藻類培養によるエネルギー生成が期待さ

れる。   

既往研究において 4) 5) 6) ボトリオコッカスやクロレ

ラなどのオイル含量の高い特定藻類や、ユーグレナな

どの高機能物質を生産する特定藻類などを対象に、下

水処理水等を用いた培養が実施されているが、これら

特定の藻類の培養は、実環境下での適用性、大規模化

に課題が残る。これに対し本研究室では、特定藻類の

接種は行わず、下水処理水を直接培養液として用い、

与えられた環境条件で優占する土着藻類 (以下、藻類

と記述)の培養技術の確立および培養藻類のエネル

ギー利用手法の検討を、前中期計画で行ってきた。そ

の結果、下水処理水による藻類培養が可能であること

が示された。本研究では、下水処理水による藻類培養

の高効率化、培養藻類の回収、濃縮、脱水技術の開発

を目的とした。 

2．1．藻類培養基質の検討 

2．1．1．培養基質の種類の検討 
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藻類培養の高効率化において、投入基質の種類を検

討した。本研究室ではこれまで、下水道資源である二

次処理水を用いて、屋外に設置した 380L レースウェ

イ型培養槽において、土着藻類の培養が可能であるこ

とを明らかにしてきた 7)。本研究では、最初沈殿池流

出水(初沈流出水)や活性汚泥装置反応槽前段の処理水

など、二次処理水よりも前段階の下水道資源を用いた、

土着藻類の培養を試みた。二次処理水よりも、前段の

処理工程の水には、窒素やリンなどの栄養塩、金属類

など様々な物質が多く含まれているため、藻類培養の

効率化に何らかの影響を与えると考えたためである。 

(a) 室内実験 

室内実験において、藻類培養の基質の種類検討を

行った。検討したのは 3 種類であり、初沈流出水、活

性汚泥装置内反応槽の前段の上澄み水（以下、反応槽

の上澄み水）、二次処理水である。それぞれの基質を用

いて、1L ビーカーで藻類を培養した。培養には、人工

 

気象器を用い、20℃、光量 130μmol/m2/s に設定した。

培養期間は、28 日間であり、HRT が 4 日になるよう、

定期的に基質の交換を行った。CO2 の供給、攪拌は、

エアレーションポンプにより行った。基質、藻類培養

液の成分分析項目は、溶解性 COD、溶解性リン、溶解

性窒素、溶解性アンモニア性窒素（HACH、東亜ケー

ディーディー社）、SS（ガラス繊維ろ紙法, JIS-K-0102）

とした。また、藻類培養液については、クロロフィル

a（アセトン抽出－吸光光度法）8)も測定した。 

それぞれの基質における水質、SS の測定結果を図-1

に示す。初沈流出水、反応槽の上澄み水、処理水の順

番で、基質の栄養塩濃度が低くなっている。特に窒素

形態が各基質で大きく異なっており、初沈流出水では

ほぼすべてがアンモニアの形態であるが、処理水では、

アンモニア性窒素が 0mg/L であり、硝酸態窒素の状態

になっていると考えられる。SSは、初沈流出水が、処

理水の約 9 倍の 60mg/L であった。 

 それぞれの基質を用いた、藻類培養液の、SS、クロ

ロフィル a、水質の経日変化を、図-2 に示す。SS は、

7 日後まではすべての基質の種類で同様に増加したが、

21 日後では、初沈流出水、反応槽の上澄み水と処理水

で 100mg/L 程度の濃度差が出た。クロロフィル a につ

いては、基質の種類によって濃度の差が大きく現れた。

14 日後、初沈流出水での培養では二次処理水の培養の

2 倍の濃度となった。水質の結果では、21 日後から、

溶解性窒素が 1mg/L 以下、溶解性リンが 0.2mg/L以下

となり、SS、クロロフィル a の減少傾向の要因となっ
図-1 藻類培養基質の水質および SS 

図-2 異なる基質で培養した藻類培養液の SS、クロロフィル a および水質 
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たと考えられる。 

初沈流出水では、SS が高いために光の透過量が少な 

くなるという懸念がある。そこで、次に、光量を落と

した場合の検証も行った。用いた基質は、4 種類であ

り、沈砂池流出水、初沈流出水、反応槽内の上澄み水、

二次処理水である。培養量は 1L、人工気象器内、20℃

で行った。光量は、130μmol/m2/s で初期培養を行った

後、9 日後に半分の 60μmol/m2/sにし、合計 18 日間培

養を行った。60μmol/m2/s2 は、日射量に換算すると、

おおよそ 1.4MJ/m2 9)となり、曇りの日でも日射量が少

ない時に相当する。測定項目は、SS およびクロロフィ

ル a とした。結果を図-3 に示す。SS は、光量が落ちる

と減少傾向を示し、半分程度の濃度まで下がってしま

うが、クロロフィル a は、増加傾向がみられた。また、

基質によって、SS の差はほとんどみられなかったが、

二次処理水よりは、前段の処理水での培養がよいと考

えられる。クロロフィル a は、初沈流出水、沈砂池流

出水が、反応槽の上澄み水の 2 倍、二次処理水の 2.5

倍程度の濃度であった。以上の 2 回の検証の結果、藻

類培養には、二次処理水よりも前段の処理水を使用し

た培養量、特にクロロフィル a 量が多くなることが示

された。また、光量が低くなった場合でも、同様のこ

とが言えると示された。 

(b) 屋外実験 

屋外での基質の違いによる藻類養量の比較実験は、

土木研究所が利用しているA処理場内の屋外実験施設

にて行った。用いた装置は、380L レースウェイ型装置 

であり、HRT4 日になるよう、連続的に基質を流入さ

せる連続培養により行った。藻類培養に用いた基質は、

初沈流出水と二次処理水である。初沈流出水、および

二次処理水は、A 下水処理場内の実験施設に設置され

た標準活性汚泥処理装置 (曝気槽有効容積: 100 L)よ

り供給した。CO2は、市販 CO2(体積比率: 99.95%)を用

い、pHコントローラ― (NPH-660NDE、日伸理化、 

日本)による pH制御を行いながら添加した。pH8 以上    

になった際にポンプが稼働し、pH7.9 以下になった際、

ポンプが停止するよう設定した 10)。培養期間は、2016

年 6 月から 2017 年 2 月である。分析項目は、培養液の

SS、クロロフィル a とした。分析頻度は、基本的に週

1 回とした。また、1 月に 1 回、高位発熱量の測定を行っ

た。1 週間に一度、沈殿池から引き抜きを行っており、

高位発熱量は、そこで引き抜いた濃縮藻類で測定を

行った。なお、高発熱総量を測定するために、濃縮藻

類の TS（全蒸発残留物）も同時に測定を行った(初沈

流出水培養：0.41%、二次処理水培養：0.26%)。各基質

での培養における、SSとクロロフィル a の変化の結果

を図-4 に示す。夏季、秋季、冬季の 3 つの期間に分け

て、8～9 月（期間 A）、10 月（期間 B）、1～2 月(期間

C)それぞれの平均値として示した。また、窒素、リン

では各期間中の平均の除去率も示した。水質の平均値

は全水質データの平均値を示し、平均除去率は測定日

ごとの除去率の平均値を示しているため、図-4 のグラ

フ上の各水質の平均値と平均除去率の値には、ずれが

生じており、留意が必要である。 

結果より、初沈流出水での培養の方が、二次処理水

での培養より、SS、クロロフィル量ともに高くなる結

果であった。また、期間 B、C では藻類培養量(SS)が

夏季の 50％程度落ちてしまうが、初沈流出水での培養

では、夏季の二次処理水培養よりも、培養量が確保で

きる結果が示された。水質の結果では、測定期間中の

活性汚泥の状態が悪く、初沈流出水と二次処理水で水

質の差があまり見られなかったにもかかわらず、藻類

培養量に差があったことから、栄養塩以外の要因も、

藻類培養量に影響を与えていることが示唆された。藻

類培養によって、窒素、リンがある程度除去されてい

るが、期間 C においては、水温の低下により、窒素の

除去率が悪化する傾向がみられた。初沈流出水、二次

処理水それぞれの培養における濃縮藻類の高位発熱量

は、17,000kJ/kg、17,800kJ/kg と同程度であった。濃縮

藻類の TSは、それぞれ 0.41％、0.26％と初沈流出水培

図-3 光量を変化させたときの異なる基質で培養した藻類培養液の SS、クロロフィル a 
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養の方が多く、高位発熱総量は、1.5 倍程度、初沈流出

水での培養で高くなる結果となった。図-5 に、各基質

で培養した藻類中の脂肪酸を示す。ステアリン酸、オ

レイン酸、EPA が初沈流出水培養において、二次処理

水培養の 1.5～2 倍程度多かった。一方、アラキドン酸

は、二次処理水において、12 倍程度多かった。それぞ

れの基質において、抽出できるオイルの種類に相違が

あることが示された。 

以上の結果より、室内培養、屋外培養どちらにおい

ても、二次処理水よりも前段の処理水である、初沈流 

出水を利用することで、藻類培養量を増加させること

ができると示された。この要因としては、栄養塩濃度

の高さの他にも、窒素がアンモニア形態であることや、

その他の微量物質の存在、形態の違いなど様々な要因

が考えられる。これらについては、今後調査していく

予定である。 

2．1．2．培養基質中の SS 成分の存在の影響 

藻類培養の高効率化において、投入基質の SS 量を

検討した。活性汚泥の初期吸着と同様の原理で、藻類 

  

も SS に付着し、藻類が系内に定着する量が増殖する

のではないかと考えたためである。 

藻類の培養は、人工気象器内で行った。培養条件は、

20℃、光量 60µmol/m2/s、培養量は 1L とした。培養方

法は、半連続式とし、HRT4 日になるよう、定期的に

藻類の引き抜き、基質の投入を行い、10～30 日間培養

図-5 各藻類培養液中の脂肪酸構成 

図-4 屋外装置における異なる基質で培養した藻類培養液の SS、クロロフィル a、水質、高位発熱総量 
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を行った。 

基質の SS 濃度は、分析値で 30mg/L～1136mg/Lの範

囲で 8 種類を検証した。基質の種類は、A 下水処理場

内の実験施設に設置した100L活性汚泥装置における、

初沈流出水と余剰汚泥を混合したものを使用した。培

養藻類に対して、SS、クロロフィル a を定期的に測定

し、経時変化を追った。 

 結果を図-6 に示す。SSの結果では、投入 SS濃度が

高い方が、SS 濃度が高くなる傾向を示した。しかし、

2週間程度培養を続けると、SSが減少傾向になったり、

SS 濃度の増加が見られなくなったりと、投入 SS濃度

の相違の影響が見えにくくなった。本条件での培養に

おける溶液の SS 濃度の上限は、800mg/L 程度である

と推定され、それよりも多くなる条件での培養では、

SS 濃度は減少傾向になることが示された。投入 SS 濃 

度 1136mg/Lの条件では、培養初日から SS 濃度が減少

する傾向を示した。検討した条件の中では、100～

200mg/L 程度の投入 SS 濃度であれば、SS を 600mg/L

程度と高く維持できることが示された。クロロフィル

a の変化は、投入 SS濃度 100mg/L以上で、初期の急激

な濃度上昇がみられた。しかし、1 週間以上培養を続

けると、減少傾向を示す条件が多かった。以上より、

投入 SS 濃度 100～200mg/Lで、流入水と余剰汚泥を投 

入することで、SSを投入しないときと比較して、藻類

の増殖量増える可能性が示された。 

 この要因として、汚泥中に吸着している含まれる微

量物質の影響や、汚泥の吸着能の影響など様々な要因

が考えられる。また、SS 濃度の上昇により、光の透過

度や、細菌の増殖の影響なども考えられる。これらに

ついて、今後も調査してく予定である。 

2．2．藻類培養環境の検討 

2．2．1．攪拌の有無が培養に与える影響 

藻類培養においては、活性汚泥と違い、エアレーシ

ョンを基本的には行わないため、槽内の藻類濃度を均

一にするためには、攪拌機での攪拌が必要となる。ま

た、藻類培養濃度が上昇するにつれ、反応槽下部の藻

類ま光が透過しにくくなるため、背面からの光の供給

を期待しない反応槽においては、藻類培養における攪

拌が、藻類への光の供給の意味でも重要である。一方、

屋外装置における夜間では、光の供給がないため、攪

拌の必要性は低い。夜間の攪拌の必要性がなくなれば、

攪拌にかかるコストやエネルギーの消費にもつながる。

そこで本研究では、夜間の攪拌の有無による藻類培養

量の違いを検証した。 

屋外に設置した 20Lタンクにおいて、処理水を基質

とした藻類培養を行った。HRT は 4 日程度で連続運転

を行った。攪拌を 24 時間行う系と、夜間（18 時～6

時の 12 時間）停止させる系の 2 系列を同時に運転し、

SS、クロロフィル a、窒素除去率、リン除去率を比較

した。培養期間は、2016 年 10 月の 1 カ月間とした。   

結果を図-7 に示す。SS、クロロフィル a ともに、攪拌

なしの方が、培養期間中の濃度が高いことが示された。

特にクロロフィル a は、2 倍程度の差となった。これ

は、攪拌を停止することで、藻類が沈殿し、夜間の流

出が防げたからであると考える。一方、水質を見ると、

窒素除去率、リン除去率ともに同程度であり、夜間の

攪拌を停止することで、水質が悪化することはない

図-6 投入 SS 濃度が異なる藻類培養における SS

およびクロロフィル a 

図-7 夜間攪拌の有無による藻類培養の比較 
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示された。以上の結果より、攪拌を必要とする形状の

藻類培養装置においては、光の供給がない夜間の攪拌

を停止することで、反応槽内の藻類培養量を高く維持

できるとともに、攪拌にかかるエネルギーやコスト削

減が見込まれることが示された。 

 

3．下水汚泥と培養藻類・水草の混合物のメタン発酵（嫌

気性消化）特性の解明 

3．1．目的 

本研究では、下水を用いて培養した藻類や、下水処

理場の放流先水域に発生する水草を、下水処理場にて

下水汚泥と混合し、嫌気性消化によりエネルギーを回

収する手法の開発を目的としている。本年度は、下水

処理場の放流先水域に発生する水草について、水草と

下水汚泥の混合嫌気性消化の実験を行い、特性を把握

した。 

3．2．実験方法 

3．2．1． 回分式実験 

嫌気性消化槽での、濃縮汚泥および水草投入による

効果を確認するために、消化汚泥、濃縮汚泥および水

草を用いて、消化汚泥のみを添加する系列、消化汚泥

に濃縮汚泥のみを添加する系列ならびに消化汚泥に濃

縮汚泥と水草の混合比を変化させて添加する系列につ

いて、中温条件（35℃）にて回分式嫌気性消化実験を

行った。実験に使用した消化汚泥は、茨城県霞ケ浦浄

化センターの濃縮汚泥を基質として、中温条件（35℃）、

HRT を 20 日に設定した嫌気性反応器を連続運転し、

そこから得られた余剰消化汚泥とした。実験に使用し

た濃縮汚泥は、A 処理場で採取したものとした。実験

に使用した水草は、2016 年 6 月に、滋賀県琵琶湖にお

いて刈り取られた後、1 か月程度天日乾燥された水草

（主にオニビシの茎部分）を、ペースト状になるまで

粉砕したものを用いた。 

回分式嫌気性消化実験は、ガラス瓶および攪拌機を

組み合わせた反応器を用い、消化汚泥 400mL を投入し、

表-1 に示す所定量の濃縮汚泥、水草を添加し、沸騰後

冷ました水道水を加えて 500ｍL とした。その後、反

応器内を窒素ガスで十分に置換し密栓後、35℃に調整

した恒温水槽内に設置し、経時的にメタンガス発生量

を測定した。 

3．2．2．分析方法 

消化汚泥、濃縮汚泥、投入水草、実験終了後の培養

液の性状分析は、下水試験方法に従って行った。なお、

CODCr の分析は吸光光度計（DR2400、HACH 社）に

より、COD 試薬を用いた。アンモニア性窒素濃度は、

自動比色分析装置（TRAACS2000、BRAN LUEBBE 社） 

を用いた。発生メタンガス量の測定は、水上置換方式

のガス流量計（BioReactor Simulator AMPTS II、

Bioprocess Control）を用いた。 

 

表-1 回分式嫌気性消化実験における基質の組成 

系列名 
投入 

消化汚泥 

投入基質（gVS） 

濃縮汚泥 水草 

1 400mL － － 

2 400mL 0.670 － 

3 400mL 0.670 0.134 
4 400mL 0.670 0.336 
5 400mL 0.670 0.670 

 

3．3．結果および考察 

回分式実験におけるメタン生成量の経時変化を、図

-8 に示す。なお、回分式実験で用いた消化汚泥、濃縮

汚泥、水草の VSは、1.1％、2.7％、9.4％、TS は、2.0%、

3.4％、29.3％であった。濃縮汚泥や水草を投入した系

列では、実験開始後 1 週間程度の間は、メタン発生速

度が大きかったが、その後は、基質を投入しなかった

ブランクの系列と同程度にまで発生速度が低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 回分式嫌気性消化実験におけるメタン生成量の

経時的変化 

 

表-2 回分式嫌気性消化実験におけるメタン発生量 

（単位：NmL） 

系 
列 
名 

累積 
メタン 
発生量 

メタンガスの由来 

消化 
汚泥 

濃縮 
汚泥 

水草 
 

1 125.6 125.6 0 0 
2 296.7 125.6 171.1 0 
3 301.4 125.6 171.1 4.8 
4 309.1 125.6 171.1 12.5 
5 320.7 125.6 171.1 24.1 
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本実験では実験期間を 18 日間に設定し、累積メタ

ン発生量を整理した。表-2 に、各系列における累積メ

タン発生量、他の系列でのメタン発生量を差し引いて

計算される水草由来のメタン発生量を示す。 

また、本実験における、投入基質の VSベースの 

メタン転換率は、消化汚泥の場合 0.028NL/gVS、濃縮

汚泥の場合 0.26NL/gVS、水草の場合、0.035～ 

0.037NL/gVS であった。 

水草に関しては、昨年度も、琵琶湖の水草（主にオ

ニビシ）を対象に同様の実験を実施した 11)が、その際

に得られた投入基質の VS ベースのメタン転換率

0.15NL/gVS と比べて、本年度の結果は 1/4 程度と小さ

かった。天候の状況や採取時期が異なり、また、同じ

オニビシでも採取部位（茎や葉）が異なる可能性もあ

り、一概には比較できないが、水草に関しては、VS

ベースのメタン転換率に、かなり大きな変動幅がある

ことがわかった。なお、昨年度と本年度の水草の性状

の違いとしては、昨年度の水草の TS、VS は 19.3%、

16.9％（VS/TS＝0.88）であったのに対して、本年度の

水草の TS、VS は 29.3％、9.4％（VS/TS＝0.32）であ

り、VS/TS 比が、メタン転換率を推定する指標となり

得る可能性が考えられたが、今後、データを蓄積して、

検証していきたいと考えている。 

                                 

4．汚泥処理工程で発生する排水を利用した藻類培養

技術の開発 

4．1．はじめに 

 2.で述べたように、既往の調査研究の結果、下水処

理水による藻類培養が可能であることが示された。下

水処理場には、下水処理水以外にも、窒素やリンなど

の栄養塩を豊富に含む工程水が存在する。そこで本研

究では、これらを対象とした藻類培養技術について検

討する。まず、手始めとして、汚泥の減容化のために

用いられている消化工程で発生する消化汚泥を脱水し

た際に得られる消化脱離液を対象とした藻類培養技術

の開発について検討することとした。新たに開発する

技術の概略を図-9 に示す。 

消化脱離液は、原液のままでは、藻類培養には高濃

度すぎることから、他の工程水を用いて希釈すること

とし、希釈水には、藻類培養の際に太陽光を遮断する

浮遊物質を含まず、また、藻類の基質となる栄養塩が

可溶化されて含まれている条件を考慮し、最初沈殿池

流出水をさらに嫌気的な条件（部分循環式嫌気性ろ床）

で生物処理された処理水を適用することを検討する。

また、藻類培養後の培養液に対しては、濃縮工程を適

用し、濃縮藻類と上澄水に分離し、濃縮藻類は嫌気性

消化工程へ、上澄水は、希釈水を採取した箇所へ返流

させる方法を検討する。 

図-9 新たに開発する技術の概略 
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本年度は、消化脱離液と嫌気性ろ床流出水を用いた

藻類培養方法について検討を行った。 

4．2．方法 

4．2．1． 藻類培養方法 

消化脱離液は、下水処理方式として標準活性汚泥を、

汚泥処理方式として中温消化を採用しているB下水処

理場の消化汚泥の脱離液を採取し利用した。嫌気性ろ

床流出水は、一部合流式を含む分流式の A下水処理場

へ流入した下水を、最初沈殿池実験装置で処理し、さ

らに、部分循環式嫌気性ろ床実験装置にて処理を行っ

た処理水を利用した。藻類培養は、内径 20cm、厚さ

1cm、長さ 1m の透明アクリル管を鉛直に立て、底面

部分に排出口を設けたカラム型藻類培養装置を用い、

茨城県つくば市の国土技術政策総合研究所温室内にて

実施した。藻類培養装置の上部は、温室内の大気に開

放する型とした。藻類培養方法は回分式とし、培養開

始時に、消化脱離液と嫌気性ろ床流出水の混合液と、

前回の培養終了時の培養液の一部を、カラム型藻類培

養装置に投入し、その後は、一定の培養期間（1 週間

または 2 週間）を設定し放置した。培養液の撹拌は、

常時、小型のエアレーション装置にて行った。消化脱

離液と嫌気性ろ床流出水の混合比は、あらかじめ各溶

液中の溶解性リン濃度を測定し、混合後に溶解性リン

濃度が 4mg-P/Lになるように設定した。前回の培養終

了時の培養液は、消化脱離液と嫌気性ろ床流出水の混

合液に対して、1/5 の容積の溶液を投入し、合計で 30L

になるように調整した。 

実験に先立ち、室温 15～20℃の実験室内に、蛍光灯

により 1日あたり 12 時間、側面から光（光量子密度：

約 165μmol/m2/s）を照射する 5Lのビーカー2系列を

設置し、消化脱離液、嫌気性ろ床流出水および 2.で示

した 380L 屋外レースウェイ培養槽で採取した培養液

を投入し、1 週間の培養後、温室内で実施する実験と

同様の要領で、培養期間 1週間の回分式藻類継代培養

を 3回実施し、得られた培養液を、温室での実験に使

用した。なお、温室での実験は、2017 年 1 月より開

始した。 

4．2．2．分析方法 

 培養開始時および培養終了後の培養液、培養期間を

2 週間に設定した系では、中間時（1 週間後）の培養

液についても、性状分析を行った。分析項目は、

PO43--P 、溶解性各態窒素、SS とした。分析は、下水

試験方法に従って行い、窒素・リンの濃度測定には、

自動比色分析装置（TRAACS2000、BRAN LUEBBE

社）を用いた。 

4．3．結果および考察 

2017 年 1 月～3月の間の実験期間中における、2系

列（培養期間：1 週間、2 週間）の培養装置内培養液

の水質分析結果を図-10に示す。なお、SS の分析につ

いては、実験開始後 14日目以降に行った。 

消化脱離液中の PO43--P 濃度は 50～60mg-P/L、嫌

気性ろ床流出水中の PO43--P 濃度は 1.7～2.5mg-P/L

の範囲であり、結果として、消化脱離液を嫌気性ろ床

流出水で 20～25 倍に希釈する格好となった。培養水

中の PO43--P 濃度は、培養前後を比較すると、藻類に

取り込まれる等の結果、低下した。実験期間中は、日

射量が徐々に大きくなっていく時期であったことから、

低下の幅は、徐々に大きくなり、培養期間 2週間の系

列では、培養終了時に、培養液中の PO43--P 濃度は、

定量下限値程度にまで低下したが、培養期間 1週間の

系列では、0.8mg-P/Lまでにしか低下しない状態で推

移した。溶解性窒素の形態は、消化脱離液中、嫌気性

ろ床流出水中いずれも、大部分がアンモニア性窒素で

あった。培養液中の溶解性窒素濃度は、培養前後を比

較すると、藻類に取り込まれる等の結果、低下した。

実験期間中は、リンと同様に、低下の幅は、徐々に大

きくなり、培養期間 2週間の系列では、培養終了時に、

培養水中の濃度は定量下限値程度にまで低下したが、

培養期間 1週間の系列では、10～20mg-N/L までしか

低下しない状態で推移した。培養終了時の培養液中の

溶解性窒素の形態は、アンモニア性窒素、亜硝酸性窒

素が大部分を占めたが、それらの比率について、明確

な傾向はみられなかった。培養液中の SS 濃度は、培

養前後を比較すると、藻類が増殖した結果、増大した。

増大の幅は、実験期間中、徐々に大きくなり、培養期

間 1 週間の系列では、培養終了時に 300mg/L に程度

まで、培養期間 2 週間の系列では、培養終了時に

480mg/L程度にまで、増加する状況となった。 

今後は、高水温期も含めた年間を通じた検討を行い、

日射量や水温、水質等と藻類増殖速度の関係を整理し、

最適な培養条件について検討する予定である。また、

撹拌方法の改善や、CO2添加等についても検討してい

きたいと考えている。 

 

5．まとめ 

 本年度、下水処理水を利用した藻類培養の高効率化

技術の開発、汚泥処理工程で発生する排水を利用した

藻類培養技術の開発、水草と下水汚泥の混合物のメタ

ン発酵（嫌気性消化）の特性解明調査について調査し

た。以下に、得られた成果を示す。
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1. 下水処理水を用いた藻類培養において、初沈流出

水などの、二次処理水よりも前段の処理水を用い

ることで、培養量の増加が見込まれることが明か

となった。 

2. 藻類培養において、投入基質に 100～200mg/L の

SS 分が存在することで、培養量の増加が見込ま

れることが明らかになった。 

3. 攪拌を必要とする藻類培養において、光の供給が

見込まれない時間帯に、攪拌を停止することで、

藻類回収量の増加が見込まれることが示された。 

4. 下水処理場の放流先水域に発生する水草につい

て、水草と下水汚泥の混合回分式嫌気性消化実験

を行い、メタン転換特性を把握した。 

5. 投入水草の VSベースのメタン転換率は、0.035～

0.037NL/gVS であり、昨年度実施した同様の実験

の結果（0.15NL/gVS）に比べて小さく、大きな変

動幅があることがわかった。 

6. 下水処理場における工程水を対象とした藻類培

養技術の開発を行うことを目的として、消化脱離

液を嫌気性ろ床処理水で希釈した溶液を用いて、

温室内のカラム型藻類培養装置にて回分式藻類

培養を実施した。 

7. 培養期間を 2 週間に設定した場合、投入液中の溶

解性リン・窒素をほぼ全量、藻類等の懸濁態物質

に変換することが可能であった。 

図-10 回分式藻類培養実験における培養液中の水質変化 
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河川事業等に由来するバイオマスの下水処理場内利用に関する研究 
           研究予算：運営費交付金 

研究期間：平 28～平 33 

担当チーム：材料資源研究グループ 

研究担当者：植松龍二、岡安祐司、桜井健介、山﨑廉予 

 

【要旨】下水道施設を活用したバイオマスの資源・エネルギー有効利用方法の開発を目指し、河川・道路等の管

理で生じる草木バイオマスを下水処理場内で利用する方法に関して調査・研究を行った。剪定枝を下水汚泥焼却

炉の補助燃料として活用した時の効果の試算等を行い、従来の化石燃料使用量を削減できる可能性が示唆された。

刈草の汚泥脱水助剤としての活用に関して、実験室レベルでの検証を行った結果、10 ㎜程度に裁断した刈草を汚

泥 TSに対して 10%程度混合することにより、脱水後の汚泥の含水率の低減化が見込まれる可能性が示唆された。

また、公共事業に由来するバイオマス中に混在する種子や堅果（どんぐり）に注目し、堅果と下水汚泥との混合

消化（中温消化）によるメタン転換ポテンシャルを評価したところ、刈草（葉や茎）を投入基質とした場合に比

べて大きく、堅果のポテンシャルについて配慮する必要があると考えられた。  

キーワード：バイオマス、剪定枝、刈草、脱水助剤、混合嫌気性消化、堅果 

 

 

1．はじめに   

下水道整備の進展にともない、平成 25 年度末時

点で下水道人口普及率は約 77.0%、管路延長は約 

46 万 km、処理場数は約 2,200 箇所など下水道ス

トックは増大してきた 1)。循環型社会形成推進基本

計画（平成 25 年 5 月、閣議決定）2)では、「循環

資源・バイオマス資源のエネルギー源への利用」の

ために、下水処理場を地域のバイオマス活用の拠点

としてエネルギー回収等を行う取り組みを推進する

方向性が示されている。また、国土交通省河川砂防

技術基準維持管理編（河川編）3)では、伐木や刈草

について、リサイクル及びコスト縮減の観点から有

効利用に努めることとされるなど、河川事業等で発

生するバイオマスも有効利用が求められている。下

水処理場は、全国に点在し、かつ、エネルギーを比

較的多く消費する施設であり、また、河川事業等に

由来するバイオマス（剪定枝や刈草）の発生源に近

接している場合もあり、効率的なバイオマス利用が

期待できる。このような背景を踏まえて、本研究で

は、河川事業等に由来するバイオマスの下水処理場

内利用を促進することを目的とする。 

 

2．木質バイオマスを下水汚泥焼却炉で活用する技術 

2．1 河川・道路等管理に由来する伐木・流木・剪

定枝の現状 

河川、道路、公園、ダムなどの管理のため、毎年

定期的に樹木の伐採、流木の回収等が行われている。

例えば、全国の道路緑化樹木の本数は、2011年度末

時点で、高木 675 万本、中低木 14,016 万本が存在

し 4)、定期的に剪定が行われている。国土交通省の

109 国道事務所、102 河川事務所、17 公園事務所、

25 ダム事務所に対して実施したアンケート結果に

よれば、これらの事務所から、剪定枝葉は 170TJ/

年相当が発生していると推算されている 5)。また、

国内の 199 ダムからは、概算で 230TJ/年相当の流

木が発生している 6)。一般に、バイオマスは「広く、

薄く」存在している上、水分含有量が多い、かさば

る等の扱いづらいという特性のために収集が困難で

あることが、バイオマスが十分に活用されていない

原因の一つである 7)が、河川、道路、公園、ダムな

どの管理のため日ごろより草木が伐採、収集されて

おり、収集・利用が容易であることから、比較的利

用しやすいバイオマスであると考えられる。 

2．2 地方自治体における剪定枝の発生量 

地方自治体で実際に発生する剪定枝量の一例を表

-1にまとめた。地方自治体がとりまとめる際に、「草

木」として草を含めて集計している場合が多く、剪

定枝量として集計している場合は限られていた。家

庭から発生するものを含まない場合もあったが、発

生量はいずれも約60 kg/(日・km2)であった。 

2．3 剪定枝の含水率、高位発熱量等の性状 

土木研究所は、国土交通省の河川または国道事務 
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研究により、混合装置、圧送ポンプ等を用いた実証

試験において、汚泥と木質バイオマス（広葉樹のチッ

プやバーク）等を予め混合してから、過給式流動焼

却炉へ投入できることを実証した 20),21)。しかし、剪

定枝は対象としていなかった。 

剪定枝は含水率が高いので、補助燃料として活用

する際には、乾燥して利用するのが望ましいと考え

られるが、現在、導入事例は見当たらない。そこで、

剪定枝を乾燥させて下水汚泥焼却炉の補助燃料とし

て活用するシステムを導入した時の効果を簡易的に

試算した。試算対象は、システム導入による化石燃

料削減量、システム導入後の化石燃料使用量とした。 

剪定枝は、下水処理場近辺から収集し、破砕、乾

燥させてから利用することを想定した。試算条件は、

以下のとおりとした。 

� 剪定枝の受入能力：5,000kg-wet/日 

� 収集された剪定枝の水分含量：0.5kg/kg-wet 

� 乾燥後の水分含量：0.2kg/kg-wet 

� 収集された剪定枝の高位発熱量：19MJ/kg-dry 

� 収集された剪定枝の水素含量：0.06kg-H 

/kg-dry 

� 剪定枝の化石燃料代替効率：50-100% 

� 下水汚泥焼却炉の処理能力：100t-脱水汚泥/日 

� 消化工程：無し 

� 導入前の化石燃料使用量： 593kJ/kg-脱水汚泥 

なお、剪定枝の受入能力は、剪定枝発生量は 60 

kg-wet/(日・km2)、収集範囲は5km圏内を想定して

設定した。剪定枝の含水率、高位発熱量、水素含量

は、土木研究所の調査 14)を参考に設定した。化石燃

料代替効率は、文献 22)を参考に、焼却炉に投入した

剪定枝の熱量あたりの化石燃料の削減熱量と定義し

た。導入前の化石燃料使用量は、前節の直接脱水汚

泥の平均値を利用した。剪定枝の乾燥には、下水汚

泥焼却炉の廃熱を用いることとし、追加的なエネル

ギーの消費は無いものとした。剪定枝を下水処理場

まで運搬するためのエネルギーは、従来からごみ処

理場等へ運搬されていたものと同等とみなし、追加

的な消費はないものとした。破砕や乾燥の動力は、

エネルギーを要するがシステムの構成により異なる

ので、試算には含めなかった。 

投入剪定枝熱量は以下の式で求めた。 

 

投入剪定枝熱量(MJ/日)＝乾燥剪定枝投入量

(kg-wet/日)×剪定枝低位発熱量(MJ/kg-wet) 

乾燥剪定枝投入量(kg-wet/日)＝剪定枝受入量

(kg-wet/ 日 ) × ｛ 1 －収集剪定枝水分含量

(kg-H2O/kg-wet)｝ /｛1－乾燥剪定枝水分含量

(kg-H2O/kg-wet)｝ 

 

低位発熱量は、文献 23)を元に以下の式で計算した。 

 

低位発熱量(MJ/kg-wet)＝高位発熱量(MJ/kg-wet)

－2.44×｛9×水素含量(kg-H/kg-dry)×(1－水分含

量(kg-H2O/kg-wet))＋水分含量(kg-H2O/kg-wet)｝ 

 

高位発熱量(MJ/kg-wet)＝高位発熱量(MJ/kg-dry)

×｛1－水分含量(kg-H2O/kg-wet)｝ 

 

化石燃料削減量は以下の式で求めた。 

 

化石燃料削減量(MJ/日)＝剪定枝投入熱量(MJ/日)×

化石燃料代替効率(%)/100 

 

システム導入後の化石燃料使用量は、以下の式で求

めた。 

 

導入後の化石燃料使用量(kJ/kg-wet)＝下水汚泥焼

却炉の処理能力(t-wet/日)×従来の化石燃料使用量

(kJ/kg-wet)－化石燃料削減量(MJ/日) 

 

2．5．2  試算結果 

剪定枝(高位発熱量 19MJ/kg-wet、水素含量

0.06kg-H/kg-dryを仮定)の水分含量が変化した時の、

低位発熱量は、表-3のとおりとなった。 

補助燃料削減量は、21.4～42.8GJ/日(A重油で580

～1,150L/日相当)と試算された。化石燃料使用量に

ついては、導入前は 59.3GJ/日(A 重油で 1,600L/日

相当)であり、導入により16.5～37.9GJ/日(A重油で

450～1,020L/日相当)へ削減された。 

 

表-3 剪定枝（高位発熱量19MJ/kg-wet、水素含量

0.06kg-H/kg-dryと仮定）の水分含量と低位発熱量 

水分含量(kg/kg-wet) 低位発熱量(MJ/kg-wet) 

0.00 17.7 

0.10 15.7 

0.20 13.7 

0.30 11.6 

0.40 9.6 

0.50 7.6 

0.60 5.6 
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表-4 実験に用いた汚泥の種類、性状 

 

3．刈草を汚泥脱水助剤として適用する技術 

１．で示した課題について、河川等で発生する刈

草を下水道事業で受け入れ、汚泥の脱水助剤として

活用する技術を開発する。これにより、河川事業に

おいては、刈草の処分にかかる費用の削減、下水道

事業においては、凝集剤添加や汚泥処理費用の削減

が可能となり、かつ刈草のリサイクルシステムが確

立できる。本研究では、裁断したイネ科の刈草を様々

な性状の汚泥と混合し、汚泥の脱水性が向上するか

否か、実験室レベルで検証を行った。 

3．1．材料 

用いた汚泥の種類、性状を表-4に示す。標準活性

汚泥法の汚泥として、A処理場の混合汚泥（以下、

標準）、消化汚泥としてA処理場の消化汚泥（以下、

消化）、オキシデーションディッチ法（OD法）の汚

泥として、B、C 処理場の濃縮汚泥（以下、OD1、

OD2）を用いた。標準の汚泥は、初沈汚泥の濃縮汚

泥と余剰汚泥の濃縮汚泥を、重量比で1対1に混合

したものを用いた。A処理場は、消化工程があり、

標準活性汚泥法の脱水前の濃縮汚泥が存在しないた

め、自作した濃縮汚泥を用いた。 B、C処理場の汚

泥は、濃縮方法が異なるため、汚泥濃度が 2.5 倍程

度異なっている。  

標準法の汚泥は、初沈汚泥中に含まれる繊維質に

よって比較的脱水しやすい汚泥である。消化汚泥は、

通常固形物濃度が低く、難脱水性を示すという特徴

がある。OD 法を採用している処理場は、処理区域

が小さく、分流式の排除方式の場合が多いことから、

発生汚泥の有機分は 70~85%となっており、難濃縮

性、難脱水性を示すことが多い24)という特徴がある。

季節変動による汚泥の性状の相違を考慮し、10 月

（秋季）と1月（冬季）の2回採取した。 

刈草は、土木研究所敷地内に生息しているイネ科

植物を用いた。河川での除草は、多くの地域で5月

~7月頃と8月~10月頃の年2回行われており、今回

の実験では、10月に収集した刈草を用いた。刈った

後、通常の河川での除草と同様、2～3日放置し、そ

の後、刈草の長さが10mm程度になるように、ハサ

ミで裁断した 25)。刈草の全固形物濃度（Total Solids：

TS）は85~87 %、有機物濃度（Volatile Solids：VS）

は 92 %程度であり、刈草の TS は、過去の知見 25)

と同程度であった。凝集剤は、カチオン系高分子凝

集剤（カチオン度：強、分子量：3 百万、溶解液粘

度（25 度、30 rpm、0.5 %）：1400）を用いた。 

3．2．脱水試験方法 

凝集剤添加率は、実下水処理場での添加率を考慮

して、汚泥のTSに対して、なし、0.5 %、1.0 %、2.0 %

とした。刈草混合率は、汚泥TSに対して、0 %、10 %、

30 %、50 %とした。刈草は、凝集剤と同時に混合し

た。攪拌には Jarテスターを用い、急速攪拌（120 rpm）、

1分、緩速攪拌（30 rpm）、5分で脱水した。脱水試

験は、脱水セル法遠沈管試験を参考に実施した 26)。

50ml容の100メッシュのろ過筒に刈草混合凝集汚泥

を投入し、遠心分離機で 3,000 rpm、20 分間の遠心

分離を行った。ろ過筒に残った汚泥を脱水汚泥とみ

なし、下水試験方法 27)に従って、TSを測定し、含水

率を算出した。 

 刈草は、汚泥よりも TS が高いため、混合すると

TSが増加し、見かけ上の含水率は減少する。刈草の

混合が、汚泥中の水分量減少に寄与したか否かを確

認するため、刈草混合脱水ケーキの TS と水分量か

ら、刈草のみの TS と水分量を差し引くことで、脱
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水ケーキのみの含水率を試算した。 

3．3．実験結果および考察 

秋季の TS の実測値は、標準は 2.85 %、消化は

1.33 %、OD1は1.05 %、OD2は3.33 %、冬季におけ

るTSの実測値は、順番に3.20 %、1.42 %、0.93 %、

2.54 %であった。表―1 の実績値と比較して、ほぼ

同程度の値で測定できていると考えられる。各汚泥

における、秋季、冬季の刈草混合脱水ケーキの含水

率、および刈草の TS と水分量を除いた脱水ケーキ

のみの含水率の結果を図-2に示す。凝集剤2 %、刈

草混合0 %での各汚泥の含水率を、実処理場におけ

る現状の脱水ケーキの含水率とみなし、表-4での脱

水ケーキの含水率の実績値と比較した。秋季におけ

る、脱水ケーキの含水率の測定値は、標準は87.3 %、

消化は86.5 %、OD1は90.3 %、OD2は88.3 %であ

り、冬季における測定値は、それぞれ順番に86.0 %、

90.0 %、89.8 %、90.0 %であった。どの汚泥において

も、脱水ケーキの含水率は、実績値よりも測定値の

方が高かった。実験室レベルでの50 ml程度の少量

の脱水試験であるため、脱水効果が見えにくく、含

水率が高くなった可能性が考えられる。本実験にお

いては、効果の過小評価になっていることが懸念さ

れるが、刈草混合率の変化による含水率の変化の傾

向としては、評価可能であるという前提のもと議論

することとする。 

図-2より、凝集剤なしの時の刈草混合脱水ケーキ、

脱水ケーキのみの含水率は、どの汚泥でも刈草混合

率にほぼ比例して低下する傾向を示し、刈草が脱水

性を向上させることは示されたと考えられる。刈草

混合による脱水性向上の原理は、繊維質等を脱水助

剤とした場合 28）と同様、汚泥中の空隙確保による、

汚泥中の水分の抜けが良好に行われるためであると

図-2 刈草混合脱水ケーキの含水率と脱水ケーキのみの含水率（秋季，冬季） 
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考えられる。 

凝集剤を添加した時の標準では、秋季の脱水ケー

キは含水率70 %で低減化が頭打ちになっており、凝

集剤1 %以上、刈草混合30 %以上では、効果が変わ

らない結果となった。冬季の脱水ケーキでは、凝集

剤1 %以上、刈草混合10 %以上で含水率が68 %と

なり、秋季と同様の脱水傾向を示した。脱水ケーキ

のみの含水率として見ると、秋季、冬季とも凝集剤

0.5 %以上、刈草混合10 %で含水率の低減化が最も

良いことが示された。刈草混合10 %以上で、含水率

が上昇していくのは、刈草混合による脱水効果がみ

られないことにより、刈草混合率が上昇するほど、

脱水ケーキのみの含水率が計算上、上昇するためと

考えられる。消化では、脱水ケーキのみの含水率を

みると、秋季、冬季とも凝集剤0.5 %、1.0 %では、

刈草30 %混合まで含水率の低減化がみられ、凝集剤

2.0 %では、刈草10 %までが効果がある結果となっ

た。OD1においては、冬季において、凝集剤2 %の

ときに、刈草混合0 %と比較して、刈草混合10 %以

上の時に、2.5 %程度の低減効果がみられた。OD2

では、凝集剤を添加した場合、秋季において、刈草

混合50 %では、脱水ケーキのみの含水率が上昇した。

また、冬季においては、刈草混合50 %では、30 %と

比較して脱水ケーキのみの含水率は変わらなかった。

よって、刈草混合30 %以下において、含水率の低減

効果がみられることが示唆された。 

秋季、冬季の季節で比較すると、冬季の方が刈草

混合による含水率の低減効果が見えやすい傾向が示

された。冬季の汚泥の方が秋季の汚泥よりも有機物

含有率が高く、難脱水性を示す傾向があるため、こ

のような結果になった可能性が考えられる。 

 

4．河川事業等に由来するバイオマスと、下水汚泥

との混合嫌気性消化の効率向上技術 

 河川事業等の公共事業に由来するバイオマスの有

望な利用方法の一つとして、下水処理場での下水汚

泥との混合による嫌気性消化が考えられ、新潟市で

の検討事例 29) 30)も報告されており、また、土木研究

所においても、既往の調査研究 31) 32)で、刈草（草の

葉や茎）について検討し、特殊な前処理を行わなく

ても裁断のみで、ある程度のメタン転換が期待でき

ることを示してきたところである。一方で、実際の

公共事業から発生する、一般的に刈草と呼ばれてい

るバイオマスの中には、草の葉や茎のみならず草の

種子や、樹木の堅果（どんぐり）が混在しており、

これらに由来するメタン発生量についても無視する

ことができないと考えられる。 

本研究では、公共事業に由来するバイオマス中に

混在する種子や堅果に注目し、一例として、堅果（ど

んぐり）について、下水汚泥との混合消化によるメ

タン転換ポテンシャルについて検討を行った。 

4．1 ．実験方法 

嫌気性消化槽での、濃縮汚泥および堅果投入によ

る効果を確認するために、消化汚泥、濃縮汚泥およ

び堅果を用いて、消化汚泥のみを添加する系列（ブ

ランク）、消化汚泥に濃縮汚泥のみを添加する系列、

ならびに、消化汚泥に濃縮汚泥と堅果を添加する系

列について、中温条件（35℃）にて回分式嫌気性消

化実験を行った。実験に使用した消化汚泥は、茨城

県霞ケ浦浄化センターの濃縮汚泥を基質として、中

温条件（35℃）、HRT を 20 日に設定した嫌気性反

応器を連続運転し、そこから得られた余剰消化汚泥

とした。実験に使用した濃縮汚泥は、茨城県霞ケ浦

浄化センターで、2017 年 2 月に採取したものとし

た。実験に使用した堅果は、2016年11月～12月に

かけて、茨城県つくば市の国土技術政策総合研究所

敷地内にて採取したマテバシイ（Lithocarpus 

edulis）の堅果を用いた。なお、採取した堅果は、

殻斗を除去し、水道水を満たした容器に投入し、沈

降しないものを除去後、ざるを用いて水洗いし、水

切りした後、冷蔵保存した。冷蔵保存した堅果は、

回分式嫌気性消化実験を行う際に、含水率が60％程

度となるように、超純水を加え、ミキサーでペース

ト状になるまで破砕して使用した。なお、回分式嫌

気性消化実験は、2017年2月～3月にかけて実施し

た。 

 回分式嫌気性消化実験は、ガラス瓶および撹拌機

を組み合わせた反応器を用い、消化汚泥 400mL を

投入し、表-5に示す所定量の濃縮汚泥、堅果を添加

し、沸騰後冷ました水道水を加えて500mLとした。

その後、反応器内を窒素ガスで十分に置換し密栓後、

35℃に調整した恒温水槽内に設置し、経時的にメタ

ンガス発生量を測定した。 

4. 2. 分析方法 

 消化汚泥、濃縮汚泥、冷蔵保存堅果、破砕堅果、

実験終了後の培養液の性状分析は、下水試験方法に

従って行った。なお、CODcrの分析は、吸光光度計

（DR2400、HACH 社）により、COD 試薬を用い

た。アンモニア性窒素濃度の測定には、自動比色分

析装置（TRAACS2000、BRANLUEBBE社）を用 
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表-5 回分式嫌気性消化実験における基質の組成 

系列名 投入 

消化汚泥 

投入基質（gVS） 

濃縮汚泥 堅果 

1-1 400mL － － 

1-2 400mL － － 

2-1 400mL 0.670 － 

2-2 400mL 0.670 － 

3-1 400mL 0.670 0.132 

3-2 400mL 0.670 0.132 

 

いた。発生メタンガス量の測定には、水上置換方式

のガス流量計（BioReactor Simulator AMPTS II、

Bioprocess Control）を用いた。 

4. 3. 結果および考察 

 回分式嫌気性消化実験におけるメタン生成量の経

時変化を、図-3に示す。なお、本実験で用いた消化

汚泥、濃縮汚泥、冷蔵保存堅果、粉砕堅果の TS は

1.8%、3.2％、70.0%、39.5％、VSは1.1％、2.5％、

68.8％、38.9％であった。濃縮汚泥や堅果を投入し

た系列では、実験開始後１週間程度の間は、メタン

発生速度が大きかったが、その後は、基質を投入し

なかったブランクの系列と同程度にまで、発生速度

が低下した。本実験では、実験期間を 18 日間に設

定し、各系列における累積メタン発生量、他の系列

でのメタン発生量を差し引いて計算される濃縮汚泥、

堅果由来のメタン発生量を表-6に示す。 

 本実験における、投入基質の単位VS あたりのメ

タン発生量は、濃縮汚泥のみを投入した場合で、

213.3／0.670＝318NmL/gVS であった。既往の調

査研究で示されている一般的な下水処理場における

中温消化での数値（0.36NL/gVS）に比べてやや小

さかったが、これは、濃縮汚泥を採取した下水処理

場が窒素・りんの除去を行う高度処理運転を実施し

ていることによるものと考えられる。 

また、投入基質として、濃縮汚泥のみを投入した

場合（系列 2）と、濃縮汚泥および堅果を投入した

場合（系列 3）を比較し、投入堅果の単位 VS あた

りのメタン発生量を算出すると、36.2／0.132＝

274NmL/gVS となった。この数値は、既往の調査

研究結果 31)で示されている、濃縮汚泥および葉や茎

のみの刈草を投入した、中温条件での回分式嫌気性

消化実験結果から得られた、投入刈草の単位VS あ

たりのメタン発生量（0.118NL/gVS）と比較すると

大きく、一般的な下水処理場における中温消化での 

図-3 回分式嫌気性消化実験におけるメタン発生量

の経時的変化 

 

表-6 回分式嫌気性消化実験におけるメタン発生量 

（単位：NmL） 

系 

列 

名 

累積 

メタン 

発生量 

平均値 

メタンガスの由来 

消化 

汚泥 

濃縮 

汚泥 

堅果 

 

1-1 171.7 
175.5 175.5 － － 

1-2 179.2 

2-1 391.0 
388.8 175.5 213.3 － 

2-2 386.6 

3-1 415.6 
425.4 175.5 213.3 36.2 

3-2 435.2 

 

下水汚泥のメタン転換率（0.36NL/gVS）には及ば

ないものの、既往の調査研究結果 33)で示されている

畜産廃棄物（牛糞尿  0.29NL/gVS、豚糞尿

0.30NL/gVS ）や食品廃棄物（じゃがいも 

0.30Nl/gVS）、木質廃棄物（爆砕コナラチップ 0.21

～0.28NL/gVS）に匹敵する数値であった。 

以上の結果より、公共事業に由来するバイオマス

の下水汚泥との混合消化によるメタン転換ポテン

シャルを評価する際には、刈草中に混在している種

子や堅果のポテンシャルについて配慮する必要があ

ると考えられた。 

 

5．まとめ 

 本年度、木質バイオマスを下水汚泥焼却炉で活用

する技術、刈草を汚泥脱水助剤として適用する技術、

下水汚泥と刈草の混合嫌気性消化の効率向上技術に

ついて調査した。以下に得られた成果を示す。 

1. 地方自治体における剪定枝の発生量は、一般的

に約 60 kg/(日・km2)が見込まれると考えら

れた。 
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2. 直接脱水汚泥と消化脱水汚泥の平均含水率は

それぞれ、76.9%、80.3%であり、流動焼却炉

における補助燃料使用量は、それぞれ、脱水汚

泥1kgあたり593kJ、1,485kJであった。 

3. 簡易的な試算から、剪定枝5,000kg-wet/日を収

集して、乾燥により含水率を 50%から 20%へ

削減して、下水汚泥焼却炉で補助燃料として活

用することで、化石燃料削減量が、21.4～

42.8GJ/日削減される可能性が示唆された。た

だし、破砕や乾燥の動力は、試算には含まれて

いない。 

4. 標準活性汚泥法の濃縮汚泥、消化汚泥、OD法

の濃縮汚泥において、刈草混合により脱水ケー

キの含水率が低減することが示された。汚泥の

TSに対して、10 %程度までの刈草混合では、

どのような性状の汚泥でも、汚泥中の含水率が

低減する可能性が高いことが示唆された。 

5. 公共事業に由来するバイオマス中に混在する

種子や堅果に注目し、一例として、マテバシイ

堅果（どんぐり）について、下水汚泥との混合

消化（中温消化）によるメタン転換ポテンシャ

ルについて検討を行った。回分式嫌気性消化実

験の結果、投入堅果の単位VSあたりのメタン

発生量は0.27NL/gVSと算出され、刈草（葉や

茎）を投入基質とした場合のメタン転換率

（0.12NL/gVS）に比べて大きかった。 

6. 公共事業に由来するバイオマスの下水汚泥と

の混合消化によるメタン転換ポテンシャルを

評価する際には、刈草中に混在している種子や

堅果のポテンシャルについて配慮する必要が

あると考えられた。 
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公共用水域における消毒耐性病原微生物の管理技術に関する研究   

研究予算 ：運営費交付金 

研究機関 ：平28～平33 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 

研究担当者：植松龍二、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

 社会活動に重大な影響を及ぼす新たな感染症の発生に伴い、法改正による監視強化や水循環基本計画に基づく新たな

衛生微生物指標等に着目した環境基準等の目標に関わる調査研究、合流式下水道について必要に応じた対策の実施、さ

らには感染症拡大を防止するなど地域に貢献できる下水道システムの構築が望まれている。こうした中で、消毒耐性を

有する新興･再興病原微生物への対応が課題となるが、塩素消毒の強化は放流先生態系への影響が懸念される一方、内

水面漁業の振興に関する法律が成立し、残留塩素の水生生物への影響から放流水の規制のあり方が検討されるなど、地

域における水利用のための病原微生物に関連した水質管理の重要性が増々高まっている。多様化する新興･再興感染症

のリスク要因となる病原微生物に対応した管理技術を構築するためには、体系化された除去、消毒感受性の評価や消毒

強化にともなう影響評価が必要である。 

本研究は、平成28～33年度にかけ、①消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の提案、②公共用水域へ及

ぼす越流水の影響評価と対策技術の提案、③高度処理法などによる病原微生物の不活化･除去の向上評価、④リスク要

因に応じた管理技術の提案、の各項目を達成目標に掲げ実施するものである。具体には、様々なリスク要因に対応した

包括的な観点に基づく評価手法の構築と､放流先水利用や異常時･災害時に対応した水処理･消毒技術の開発を目的とす

るものである。28年度は、上記①の達成目標に関わる調査･研究として、ふん便汚染の基本的な指標である大腸菌につ

いて、下水試料に適した測定法の提案を行うため、複数の特定酵素基質培地を利用した検出定量等に関し比較評価を行

った。また、消毒耐性病原微生物に対応した代替指標の提案に関しては、比較的測定が容易かつ下水中に存在、消毒耐

性を有すると考えられる大腸菌ファージ（Phage）を対象に、活性汚泥処理水の連続モニタリングを実施することで、

代替指標としての利用可能性について検証した。上記②に関わる調査･研究では、実態調査に基づき合流式下水道越流

水対策技術の1つである雨天時活性汚泥法のノロウイルス（NV）削減効果を明らかにした。 

その結果、複数の特定酵素基質培地を利用した大腸菌の定量評価では、一部の培地では検出濃度比が低くかつ、検出

コロニーの疑陽性の割合が若干高かったことから、これらの培地においては下水試料への適用には更なる検証が必要で

あると考えられた。F特異性RNA Phage G1～G4（Phage G1～G4）を対象とした連続モニタリングの結果では、

Phage G2は検出率、検出濃度がともに高く、また、Phage G3は検出率とNV濃度との類似性などの観点から代替指

標としての展開の可能性があるものと考えられた。雨天時活性汚泥法による NV 負荷の削減効果は、反応タンク内の

MLSS濃度に依存している可能性が示唆された。 

キ－ワ－ド：病原微生物、大腸菌ファージ、ノロウイルス、合流式下水道越流水 

 

１. はじめに 

グローバル化にともなう多様な感染症を含め水系感染

症拡大防止に貢献できる下水道システムの構築は、社会

的優先度の極めて高い課題として、評価、対策技術を早

急に確立する必要がある。従来、大腸菌、一部のウイル

スを指標として衛生学的評価を行ってきたが、多種多様

な病原微生物の出現により、検出･対策技術の評価が困難

となることが予想される。分子生物学的手法の発展によ

り、社会活動に重大な影響を及ぼす病原微生物の知見が

集積されつつあり、新興感染症の病原微生物として一部

のウイルスや、再興感染症として多剤耐性菌などが大き

な社会問題１）２）となっているが、対策手法構築のために

必要な除去･消毒感受性の体系化された研究･調査は進ん

でいない。公共用水域の水質管理のためには、その水質

に大きな影響を及ぼす下水処理場にて、多様化する重大

な感染症要因である消毒耐性病原微生物への効率的な対

応を図る必要があり、包括的な観点に基づく評価手法を

構築した上で、対策手法を提案することが必要である。 

本研究では、上記を踏まえ、様々なリスク要因に対応

した包括的な観点に基づく評価手法の構築と､放流先水

利用や異常時･災害時に対応した水処理･消毒技術の開発

を目的とするものである。 

28年度は、達成目標である消毒耐性を有する病原微生

物に対応した代替指標の提案、公共用水域へ及ぼす越流
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水の影響評価と対策技術の提案に関わる調査･研究とし

て、下水試料に適した大腸菌の測定法の評価をはじめ、

Phage の実態調査および越流水の対策技術として雨天時

活性汚泥法によるNVの削減効果を把握した。 

  

２．研究目的および方法 

2.1 消毒耐性を有する病原微生物に対応した代替指標の

提案 

2.1.1衛生学的な基本指標である大腸菌の測定法の評価 

特定酵素基質培地を利用することで大腸菌の検出定量

が容易となった。ふん便汚染指標として大腸菌指標が優

れていることもあり、環境基準項目の 1 つである大腸菌

群が大腸菌への変更について検討中であることから、下

水処理場における放流水質の技術上の基準項目である大

腸菌群に関しても検討が必要である。大腸菌数の見直し

にあたっては、定量評価を行うための測定法を考慮しな

ければならないが、複数の特定酵素基質培地が市販され

培地組成が製造元により若干異なることなど、下水試料

への適用にあたっては比較検討を行う必要があると考え

られる。 

本項では、下水試料に適した大腸菌の測定法を考慮す

るために必要となるデータの取得を目的に、複数の特定

酵素基質培地を利用した定量評価などに関し比較を行っ

た。 

1) 特定酵素基質培地 

評価対象とした特定酵素基質培地は、国内、海外メー

カーから市販されている5種類（培地A～E）とした。定

量法は培地A、C、D、Eは培地中に寒天が含まれている

ことから混釈法、培地Bでは測定試料と試薬混合による

発色状況の陽性数を基にしたMPN表から求める最確数

法である。評価対象試料は活性汚泥法の二次処理水、二

次処理水を0.22μmのメンブランフィルターでろ過した

滅菌ろ過水に大腸菌株を添加したものとし、処理水中の

野生の大腸菌、処理水に添加した大腸菌株について各々

定量評価を行った。添加した大腸菌はATCC 25922株で

あり、トリプトソイブイヨン培地にて増殖させた後、

4,000 rpm･10分間の遠心分離によって菌体を沈殿させ、

上澄液を除去し滅菌ミリQ水で洗浄を行い再度遠心分離

の後、菌体を回収し滅菌ろ過水に添加した。各培地によ

る大腸菌の定量は、同一試料について同時測定、同一人

物による操作とした。                   

2) 希釈水の影響 

菌数の定量操作においては、シャーレ中などに形成さ

れるコロニー数が多くなるとコロニーの大きさが全体的

に小さくなるため、雑菌との区別が困難となる可能性が

あり、適切な判定を行う上で適量のコロニーを形成させ

るために測定試料を希釈する場合がある。希釈水として

は生理食塩水（生食）、りん酸塩希釈水（りん酸）、ペプ

トン水（ペプトン）、一部滅菌ミリQ水（ミリQ）などが

利用されており、ここでは、各種希釈水の違いが大腸菌

の定量値に及ぼす影響を評価した。対象試料は、上記の

滅菌ろ過水に大腸菌株を添加したものと流入下水とした。                     

3) 検出コロニーの同定 

各培地に形成される典型的なコロニー（培地Bは液体

培地の発色）は、基本的に大腸菌と推定されるが、疑陽

性を示すことも考えられる。また、培地の違いによりコ

ロニーなどの発色状況が異なるが、選定の判断に迷うこ

ともある。このため、各培地によって形成された典型的

なコロニーなどを対象に、菌種の簡易同定を行った。試

料は二次処理水とし同定における釣菌操作では、他の雑

菌等の汚染を防ぐためメンブランフィルター法によりフ

ィルター上に形成されるコロニー数を極力少なくするこ

とで釣菌を容易とした。液体培地では、大腸菌の陽性反

応を示した液体試料（10と1セル分）をペプトン培地上

に塗布、培養しコロニーを形成させ釣菌を行った。簡易

同定には、IDテストEB-20（日水製薬社製）を利用した。       

2.1.2代替指標としてのF特異性RNA Phageの評価 

多様な病原微生物が検出される中で、各々の微生物に

特化した検出対応は費用や労力の面から困難であるため、

消毒耐性、存在実態、定量性（PCR 法、培養法）観点か

ら、代表的な指標を選定し評価することができれば、病

原微生物の効率的な管理に資することができると考えら

れる。上記の観点を踏まえた代替指標の 1 つとしては、

ファージの存在が挙げられる。腸管系ウイルスの代替指

標としての有用性について下水中での存在実態、消毒耐

性の評価例３）、細菌、腸管系ウイルスとの塩素消毒に対

する耐性比較などに関する報告４）５）６）７）があり、また、

ウイルス不活化手法の評価８）や下水再利用プロセスにお

けるモデルウイルスとしての利用例９）がある。 

本項では、測定が簡易かつ下水中に存在、また、消毒

耐性を有すると考えられるPhageを対象に、活性汚泥処

理水の連続モニタリングを実施することで、優占種やNV

との関連性を把握した。優占種を把握するにあたり、測

定したPhageはE.coli K12 F+(A/λ)株を宿主菌としたF

特異性RNA Phage G1～G4（Phage G1～G4）とした

が、これらはヒトおよび動物のふん便由来するものであ

る８）。さらに、腸管系ウイルスに関しては感染性胃腸炎

の原因ウイルスの 1 つである NV を対象に GI、GII、

GIV を併せて測定した。モニタリングはG 下水処理場

の二次処理水について、6～1月の8ヵ月間にわたり32
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れた。 

6) NV 濃度と濁度との間に高い相関関係が見られたこと

から、濁度を指標とすることでNV濃度の推移把握が簡

易に行えるものと考えられた。 
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再生水の利用促進に向けた病原微生物と 

消毒副生成物の制御手法に関する研究 

 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平28～平31 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 

研究担当者：植松龍二、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

 下水処理水再生水（再生水）利用の促進のため、安全性評価や再生利用技術、再生水利用による環境負荷やエネルギ

ー削減効果の検証、水質管理手法の向上に関わる研究開発の推進が望まれている。気候変動などの影響により、渇水の

リスクは潜在的に存在していることから、安定した水資源として再生水利用促進に繋がる再生処理技術を確立する必要

がある。一方、我が国における再生水の再利用率は現在2％未満であり、その向上のためには安心、安全の確保や維持

管理費の低減について両立させる必要がある。 

本研究は、平成28～31年度にかけ、①再生処理水質と生物膜生成要因の解明、②水質性状が消毒効果等に及ぼす影

響の解明、③消毒効果の観点での再生処理技術の評価、の各項目を達成目標に掲げ実施するものである。具体には、再

生原水を含め再生水中の同化性有機炭素（AOC：Assimilable Organic Carbon）等の実態調査により、その現状と変

動要因を明らかにし、生物膜との関係を把握する。また、再生処理プロセス等によるAOC等の低減にともなう、消毒

効果の向上効果を大腸菌とウイルスで評価するとともに、消毒副生成物の生成への影響を評価する。それらの結果を踏

まえ、再生水の利用用途に応じた再生処理技術の提案を行うものである。28 年度は、我が国における再生水利用の実

態を整理した。次いで、生物膜の生成要因や水質性状が消毒効果等に及ぼす影響把握として、下水再生処理施設などに

おけるAOCとノロウイルス（NV）や大腸菌Phage（Phage）の消長把握を行った。 

その結果、再生処理法は塩素処理、砂ろ過、ストレーナ、オゾン、紫外線などの順で多かった。消毒プロセス別に再

生水の利用用途を整理すると、塩素処理単独の場合には散水利用、オゾン併用処理では水洗トイレ用水、紫外線併用処

理では修景用水利用の箇所数が多くを占めていた。下水再生処理施設などにおけるAOCの実態調査では、生物膜処理

や生物学的高度処理法などを経ることでAOCの低減化が図られていたが、オゾン処理により一部の試料で上昇傾向が

見られた。再生水中に残存しているNH4-NやPO4-PもAOCに影響を及ぼしている可能性があることから、これらの

栄養塩類の制御にも留意が必要であると考えられた。生物膜･オゾン･塩素処理を行った再生水中からはNV、Phageと

も検出されなかった（除去率4.1log以上）。 

キ－ワ－ド：再生水、AOC、ノロウイルス、消毒 

 

１. はじめに 

再生水は安定した水資源であるため、再利用への関心

が高まっている一方で、現状の再利用率は2％未満である
１）。再生水の利用にあたり、衛生学的安全性を確保する

ため、責任分界点における残留塩素濃度を維持する必要

があるが、再生処理水質などの影響で塩素が消費される

ことから、塩素を高濃度で注入する必要がる。このため、

維持管理費や消毒副生成物、施設管路の腐食等の課題が

懸念される。特に、再生水中のAOCの存在は、消毒剤を

消費する生物膜生成要因の 1 つと推定されるが、下水再

生処理プロセスでの調査、研究例は少ない。再生水の利

用促進のためには、維持管理費の低減、かつ消毒副生成

物の制御、消毒効果維持の観点から再生処理水質を安定

化させる必要があり、消毒剤の消費要因の解明とその制

御手法を提案することが必要である。 

本研究は、再生処理水質が消毒剤消費や消毒効果に及

ぼす影響を評価し、消毒剤の消費要因および消毒副生成

物を制御することで、維持管理費の低減と、再生水の安

全性の確保の両立を図り、再生水利用の促進に資するこ

とを目的とする。28年度は、我が国における再生水利用

の実態を整理した。次いで、生物膜の生成要因や水質性

状が消毒効果等に及ぼす影響把握として、下水再生処理

施設などにおけるAOC とNVやPhageの消長把握を行

った。 

  

２．研究方法および結果 
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2.1再生処理水質と生物膜生成要因の解明 

2.1.1再生水利用の実態 

再生水利用の実態把握を目的に、下水道統計を基にし

て各再生処理法の導入箇所数や、各消毒法における再生

水の利用用途について整理を行った。下水道統計26年度

版によると２）下水再生水を場外利用している処理場は約

280か所あり、用途別再利用状況としては、修景用水、河

川維持用水、融雪用水、事業所等への直接給水、水洗ト

イレ用水、親水用水などに大別される。再生処理プロセ

スは塩素処理、砂ろ過、ストレーナ、オゾン、紫外線の

順で多かった（図-1）。図-2には各消毒法における再生水

の利用用途を示す。消毒プロセスに限ってみた場合、塩

素処理単独の処理施設は33箇所であるが、その再生水の

利用用途の多くが散水利用によるものであった。また、

他の消毒法としてオゾンの導入施設は21箇所、紫外線消

毒は16箇所があり、それらの多くは他の処理プロセスと

の併用処理であるが、オゾン処理での利用用途は水洗ト

イレ用水、紫外線消毒では修景用水利用が多くを占めて

いた。衛生学的安全性の向上に加え、オゾン処理では再

生水の色や臭いへの対応、紫外線では放流先生態系への

影響などを考慮して導入しているものと推定される。    
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図-1 各再生処理法の導入箇所数
（下水道統計のデータを基に作成）  
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図-2 各消毒法における再生水の利用用途
（下水道統計のデータを基に作成）  

2.1.2下水再生処理施設におけるAOCの実態 

1) 調査目的 

下水再生水利用における水質基準項目としての残留塩

素濃度は遊離 0.1～結合 0.4mgCl/L 以上であるが３）、水

質性状などにより塩素が消費されることで、注入濃度を

高める課題がある。消費要因の 1 つには施設配管内など

の生物膜の生成が推定され、その生成要因としては再生

水中のAOCの存在が考えられる。 

本項では、再生処理施設などにおけるAOCの実態把握

を目的として、再生処理プロセスごとに、その消長調査

を行った。 

2) 調査方法 

調査はA下水処理場内のB再生処理施設を対象とした。

再生処理法は活性汚泥二次処理水を原水として、生物膜

ろ過（HRT6時間）、オゾン処理（HRT3時間、オゾン注

入量6mg/L）、塩素処理（ライン注入、約14～16mgCl/L）

を行っており、再生水の利用用途は場外施設の水洗トイ

レや修景用水である。各プロセス前後の試料を採水する

ことでAOCの消長を把握した。また、比較対象としてC

下水処理場の二次処理水および生物学的高度処理水を含

めた。、 

AOCの測定法は、下水試験方法に準拠した４）。試験用

の 菌 株 は Pseudomonas fluorescens （ 現 名 ：

Pseudomonas brenneri（P17：ATCC49642））株、

Aquaspirillum sp.（現名：Herminiimonas sp. （NOX：

ATCC49643））株を利用し、各々の試験用菌液を調整し

た。酢酸ナトリウムを添加した塩類溶液に各菌液を接種、

培養しコロニー数と酢酸ナトリウムに由来する有機炭素

の濃度との関係を求め、収率係数を算出した。収率係数

は P17 株が 4.17×10６CFU/酢酸-Cµg、NOX 株が 1.02

×10７CFU/酢酸-Cµgであった。 

その他の水質分析項目は水温、pH、窒素（NH4-N）、

りん（PO4-P）、残留塩素などを測定した。NH4-N 、PO4-P

の測定は自動比色分析装置（ビーエルテック社製

QuAAtro2-HR）により測定した。 

3) 調査結果 

再生処理施設における AOC の実態調査結果を表-1 に

示す。各試料の AOC の構成は P-17 株によるものが 82

～99％以上を占めていた。再生水の原水である二次処理

水の総AOC濃度は約120～240µg/Lであるのに対し、生

物膜処理水では約80～100µg/Lに半減していた。オゾン

処理後の試料では約15～230µg/Lで推移しており、一部

上昇傾向が見られた。生物膜処理水、オゾン処理水を実

験的に 0.45µm のメンブランフィルターでろ過した試料

では、生物膜処理水で約2～11µg/Lとなっており、ろ過 
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新規省エネルギー型下水処理技術の開発 
研究予算：運営費交付金 

研究期間：平 26～平 29 

担当チーム：材料資源研究グループ 

研究担当者：植松龍二、岡安祐司、桜井健介 

 

【要旨】省エネルギー型下水処理技術の開発を目指し、下水処理場へ流入した下水を用いて、散水負荷 20m3/(m2・

d)で、散水ろ床実験装置を連続的に運転した結果、T-CODCr、H-CODCr(沈澱池で除去が困難な 100µm 以下の粒

子に由来する CODCr)、S-CODCr(1µm 以下の粒子に由来する CODCr)の平均除去率は 61%、61%、47%であった。

平均 H-CODCrは、全 7 回採水したうち、5 回は目安として設定した 68.5mg/L を下回った。また、最初沈殿池

流出水に対して、部分循環式嫌気性ろ床装置を連続的に適用した結果、嫌気性ろ床部分（最初沈殿池流出水～嫌

気性ろ床流出水）における T-CODCr の除去率は、流入下水に対して 19%であった。さらに後段に設置した曝気

槽 HRT 4hr の仕上げ好気処理装置においては、溶解性有機物の安定した除去を達成し、余剰汚泥の発生量は、

標準活性汚泥法に比べて 1/7 程度であった。 

キーワード：散水ろ床、活性炭、溶解性有機物、担体、嫌気性処理 

 

1．はじめに  

下水道は我が国の年間消費電力量の約 0.7％を占める

大口需要家である。下水道施設での電力使用量のうち、

水処理工程での使用が約 5 割を占めており、平成 17 年

以降、水処理に係る電力使用量原単位は若干悪化してい

る 1)。一方で下水道事業は、人口減少による使用料収入

減少など経営管理への影響が懸念されており 2)、水処理

工程の省エネルギー化による下水道事業の維持管理コス

ト縮減が期待されている。 

また、下水道事業は、地方自治体の事業のなかで、温

室効果ガスの排出量の大きな事業であり、省エネルギー

化によって下水道事業に伴う温室効果ガスの排出量を抑

制することは、地域の実質的な排出抑制に寄与すること

ができる 3)。 

本研究は、従来の消費電力の多い浮遊性微生物法（オ

キシデーションディッチ法や標準活性汚泥法等）とは異

なる、担体や付着性微生物を活用した省エネルギー型下

水処理技術の開発を行うことを目的とする。 

平成 28 年度は、下水処理場へ流入した下水を用い、

昨年度から散水負荷を高めて、散水ろ床実験装置を連続

的に運転し、流出水の性状把握を行った。また、最初沈

殿池流出水を、付着性嫌気性細菌を保持する担体を充填

した嫌気性ろ床にて処理し、さらに、後段で仕上げ好気

処理した場合の、負荷削減効果を検討した。 

 

2．散水ろ床法の流出水の性状把握 

2．1  目的  

散水ろ床法に要する電力消費

量は、一般に標準活性汚泥法の 

1/2～1/4 程度であり 4)、消費エ

ネルギーの観点からは優れた下

水処理方法である。しかし、処

理水の透視度が劣るなどの課題

が指摘されている 5)。本研究で

は、処理水質を把握するため、

連続的に最初沈殿池越流水を散

水し、流出水の性状を分析した。

有機物指標(CODCr)の分析にあ

たっては、全体の CODCr 

(T-CODCr)および溶解性CODCr 

(S-CODCr)に加えて、Schubert

とGunthert6)が、散水ろ床流出

水中の直径 100µm 以上の粒子

は、最終沈殿池で除去されたこ

とを報告していることから、沈

澱池で除去が困難な 100µm 以

下の粒子に着目し、100µmろ紙

でろ過した試料のCODCr (本研

究ではH-CODCrと呼ぶ)も測定

した。 

2．2  実験方法 

製作した散水ろ床実験装置の

断面図を図1に示した。本装置

は、直径300mmの円筒状であ 図 1 散水ろ床実験装置

の断面図(単位はmm) 
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る。図1中の網掛け部分は、プラスチック担体（BIO-15、

ゼビオプラスト社）を充てんしたエリアを示し、有効高

さは2.64mとした。プラスチック担体の大きさは、直径

15mm、高さ15mm、厚さ1mmの円筒状であり、比表

面積は450m2/m3である。また図1中の黒色で着色され

た半円(6箇所)は、内径20mmの通気口を示す。 

本装置を屋内に設置し、一部合流式を含む下水処理場

へ流入した下水を、最初沈殿池実験装置で処理し、越流

水を、散水ろ床実験装置の流入水としてポンプで送水し、

上部から連続的に散水した。また、散水ろ床実験装置の

下部から流出水を採取した。散水ろ床実験装置への散水

負荷は、昨年度 7)の2倍となる20m3/(m2・d)とし、低水

温期を中心に11月から翌年3月まで運転した。 

流入水と流出水を月に 1～2 回の頻度で計 7 回、採取

し、水温、T-CODCr、H-CODCr、S-CODCrを測定した。

分析方法は、次のとおり行った。水温の測定にはポータ

ブルpH計（東亜DKK 株式会社、HM-30P）を使用し

た。T-CODCr、H-CODCr、S-CODCrの測定は吸光光度計

DR3900 および試薬（ともにハック社）を用いた。

H-CODCrの測定は、孔径100µmのナイロンネットフィ

ルター（メルクミリポア社）のろ過試料を用いた。

S-CODCr の測定は、ガラス繊維ろ紙（ワットマン社、

GF/B）のろ過試料を用いた。 

2．3  実験結果 

散水ろ床実験装置の流入水と流出水の平均 T-CODCr、

H-CODCr、S-CODCrとそれらの除去率を表1に示した。

それぞれの除去率は、61%、61%、47%であった。昨年

度実施した散水負荷10m3/(m2・d)の時 7)と比べて、散水

負荷を20m3/(m2・d)に高めても、T-CODCr、H-CODCr、

S-CODCr のいずれの項目も除去率が低下することはな

かった。また、最終沈殿池を付加しても除去が困難な

H-CODCrについて、目標値の目安を 68.5mg/L（CODCr

とBODの関係式 8)を用いた時のBOD15 mg/Lに相当）

とする時、全7回採水したうち、5回は目安を下回った。 

 

表1 散水ろ床実験装置の流入水と流出水の平均CODCrと

その除去率(11月～翌年3月) 

  T-CODCr H-CODCr S-CODCr 

流入水(mg/L) 164 146 63 

流出水(mg/L) 63 57 34 

除去率(%) 61 61 47 

 

 

 

3．都市下水処理工程からの有機物回収効率向上に関す

る検討 

3. 1研究内容 

流入下水中に含まれる溶解性有機物は、曝気槽にて酸

化されて二酸化炭素として大気中に放出されるのが一般

的である。下水処理場での電力消費の約50%は水処理が

占めており 9) 、曝気のために必要な電気エネルギーは無

視できない。曝気槽への負荷削減手法として、最初沈殿

池で凝集剤を添加し、溶解性有機物の一部を最初沈殿池

汚泥として回収する前凝集処理 10) 11) 12) や、浮上担体を

用いて、最初沈殿池での浮遊性物質回収効率を向上させ

る手法 13) が実証されているものの、最初沈殿池で分離で

きない溶解性易分解性有機物の処理は必要である。こう

した溶解性有機物の除去手法として、本研究では付着性

嫌気性細菌による処理に注目した。最初沈殿池流出水を、

付着性嫌気性細菌を保持する担体を充填した嫌気性ろ床

にて処理し、さらに、後段で仕上げ好気処理した場合の、

負荷削減効果を検討した。 

3. 2 実験方法 

 嫌気性処理実験に用いた部分循環式嫌気性ろ床実験装

置の概念図を図2に示す。内径300mmの円筒状で、底

面から水面までの高さは 1200mm である。図の網掛け

部分（底面から 200mm～600mm の間）にプラスチッ

ク担体（BIO-15、ゼビオプラスト社）を充填し、ろ層厚

を400mmとした。ろ材の上端部分には直径5mmの穴

を20mm間隔に空けた塩ビ板を固定し、ろ材の流出を防

止した。本装置を屋内に設置し、一部合流式を含む下水

処理場へ流入した下水を、最初沈殿池実験装置で処理し、

処理水をポンプで底部

より連続的に注入した。

流量は、線速度が

5mm/min.となるよう

に設定した。また、ろ

材を通過した液を、

800mm 地点から底面

付近へ、流入水の流量

に対して2倍の流量で

液を循環した。ろ材部

分における通過速度は

15mm/min.、底面から

800mm～1200mm 部

分での通過速度は5m   図2 部分循環式嫌気性 

m/min.、装置全体の水     ろ床実験装置の概念図 

理学的滞留時間(HRT) 
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は 4h である。余剰汚泥の排出は、底部より 1 週間に 1

回、1L引き抜くことで行った。次に、嫌気性ろ床実験装

置の後段の仕上げ好気処理実験装置の概念図を図3に示

す。曝気槽は、内径 370mm、有効水深 372mm、有効

容量40Lの円筒状で、底面上に設置したエアストーンを

通じて、大気を水中へ送り込み、曝気した。曝気槽の後

段には、400mm、有効水深 750mm の円形沈殿池を設

け、活性汚泥と処理水の固液分離を行った。この実験装

置に、嫌気性ろ床実験装置の処理水をポンプで連続的に

注入した。流量は10L/hとし、曝気槽におけるHRTは

4h、沈殿池における水面積負荷、HRT はそれぞれ

1.91m3/m2・日、4hとした。余剰汚泥の排出は、曝気槽

における混合液を1日あたり1L採取することで行った。

なお、実験に先立ち、馴致期間として約 4 か月設定し、

実験は3月～6月の期間で行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 3 実験結果 

 流入下水、最初沈殿池流出水、部分循環式嫌気性ろ床

実験装置の流出水、仕上げ好気処理実験装置の流出水の

のT-CODCr、S-CODCrの平均値と、流入下水から各工程

の流出水の間の除去率を表2、表3 に示した。なお、試

料は1週間に1回程度の頻度でグラブサンプルを採取し

た。T-CODCrの流入下水からの除去率は、最初沈殿池流

出水、嫌気性ろ床流出水、好気処理流出水で、それぞれ

21％、40％、84％であった。また、嫌気性ろ床部分（最

初沈殿池流出水～嫌気性ろ床流出水：差分 43.2mg/L）

における T-CODCrの除去率は、流入下水に対して 19%

であった。一方、S-CODCrの除去率は、T-CODCrの除去

率に比べて低く、それぞれ 2％、22％、77％であった。

仮に、CODCr と BOD の関係式（CODCr＝1.34×

BOD+48.4）8)を用いた場合、わが国の下水放流水に求め

られるBOD の基準15mg/Lは、CODCr 68.5mg/Lに換

算されるが、本研究で得られた好気処理流出水では、こ

の数字を下回っていた。また、好気処理流出水中の、亜

硝酸性窒素、硝酸性窒素は低く、硝化抑制型の処理とな

っていた。曝気槽混合液の MLSS/MLVSS の平均値は

1360/1160mg/Lであり、実験期間中、大きな変動はなか

った。流入水量あたりの好気処理実験装置から排出され

た汚泥の固形物量は、0.0057kg-DS/m3 で、標準活性汚

泥法を採用している下水処理場における、流入水量あた

りの発生余剰汚泥の固形物量 0.040kg-DS/m3 程度に比

べると、約1/7であった。 

 

表 2 部分循環式嫌気性ろ床実験装置の流入水、最初沈

殿池流出水と処理水の平均T- CODcrとその除去率 

  
T-CODcr 

（mg/L） 

除去率 

（％） 

流入下水 235.1 － 

最初沈殿池流出水 185.5 21.1 

嫌気性ろ床流出水 142.3 39.5 

好気処理流出水 38.3 83.7 

 

表 3 部分循環式嫌気性ろ床実験装置の流入水、最初沈

殿池流出水と処理水の平均S- CODcr とその除去率 

 

S-CODcr 

（mg/L） 

除去率 

（％） 

流入下水 108.3 ― 

最初沈殿池流出水 105.9 2.2 

嫌気性ろ床流出水 84.4 22.0 

好気処理流出水 25.5 76.5 

 

4．まとめ 

本研究の実施内容を、以下にまとめる。 

1) 下水処理場へ流入した下水を用いて、散水負荷

20m3/(m2・d)で、散水ろ床実験装置を連続的に運転した

結果、T-CODCr、H-CODCr、S-CODCrの平均除去率はそ

れぞれ、61%、61%、47%であった。平均H-CODCr （沈

澱池で除去が困難な 100µm 以下の粒子に由来する

CODCr）は、全7回採水したうち、5回が目安として設

定した 68.5mg/Lを下回った。 

2) 最初沈殿池で分離回収できない溶解性易分解性有機

物の低減を目的として、最初沈殿池流出水に対して、部

分循環式嫌気性ろ床装置を連続的に適用した結果、嫌気

性ろ床部分（最初沈殿池流出水～嫌気性ろ床流出水）に

おける T-CODCrの除去率は、流入下水に対して 19%で
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あった。さらに後段に設置した曝気槽HRT 4hr の仕上

げ好気処理装置においては、溶解性有機物の安定した除

去を達成し、余剰汚泥の発生量は、標準活性汚泥法に比

べて1/7程度であった。 

今後は、部分循環式嫌気性ろ床における担体充填方

法・循環方法、好気処理における運転の最適化を検討し、

省エネルギー型下水処理技術の開発を行う予定である。 
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 震災時の機能不全を想定した水質リスク低減手法の構築に関する研究 

 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平25～平28 

担当チ－ム：材料資源研究グル－プ（資源循環担当） 

研究担当者：植松龍二、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

 東日本大震災では、沿岸部に位置する下水道施設が津波被災により機能不全に陥り、完全な復旧には長時間を要した。

被災地域の他のインフラが復旧するに従い、家庭などから排出される下水が継続して下水道に流入することになるが、

下水道が機能不全となった場合には、放流水質の悪化は水系感染症拡大防止に重大な影響を及ぼす。今回の震災では、

被災下水処理場は沿岸部に集中したが、水道水源の上流に位置する内陸部の処理場が被災した例もあり、下流域におけ

る浄水・利水施設に対し病原微生物の感染リスクが格段に高まることになるため、応急的な対応においても可能な限り

水系感染リスクを低下させる手法を明らかにすることが求められている。 

本研究は、大規模災害による下水処理システムの機能不全に対して、他施策等による緊急対策の実施可能性を整理し

た上で、下水道において病原微生物の感染リスクを低減させる手法を構築することを目的に、①緊急対策の実施の可能

性を分析、②水質悪化が消毒効果へ及ぼす影響、③衛生学的管理手法の構築とした3つの達成目標を掲げ調査、実験を実

施した。 

その結果、壊滅的被災を想定した緊急対策として、応急復旧段階の簡易沈殿処理による衛生学的指標の評価では、大

腸菌群（TC）、ノロウイルス（NV）の安定した除去は期待できないため、放流先の利水状況によっては追加対策が必要

であると考えられた。水質悪化が消毒効果へ及ぼす影響としては、簡易沈殿処理水に残存するNH4-Nなどは消毒剤の消

費を促進するため、簡易沈殿処理水や水道施設での消毒への影響が懸念された。衛生学的管理手法の構築に関しては、

下水処理場の被災後の電力供給前は、PAC添加や塩素消毒を組み合わせた複合処理を実施し、電力が回復次第、紫外線

消毒を導入することで下流域への浄水原水に及ぼす病原微生物リスクの大幅な低減が見込まれた。 

キーワード：震災、機能不全、消毒、水系感染リスク 

 

１. はじめに 

東日本大震災の発生に際しては、下水道が被災して機

能不全に陥り、既存の水質管理システムの脆弱性が明ら

かとなった。被災規模が甚大な場合には、復旧にも長時

間を要するとともに、復旧段階での処理水質悪化は消毒

機能にも影響を及ぼす。 

東日本大震災では、被災下水処理場は沿岸部に集中し

たが、水道水源上流に位置する内陸部の処理場が被災し

た例もあり、病原微生物の感染リスクが格段に高まるこ

とになる。水系水質リスクに対する施策として、これま

で、下水道施設の耐震化や平常時の河川流況を勘案した

取水、排水系統の再編成などの提言がなされているが１）、

被災による下水道施設の機能不全により、感染リスクは1

万倍以上に上昇すると推定されることから、それに応じ

たリスク低減手法の開発が必要である。 

本研究は、大規模災害による下水処理システムの機能

不全に対して、他施策等による緊急対策の実施可能性を

整理した上で、下水道において病原微生物の感染リスク

を低減させる手法を構築することを目的としている。 

このため、機能不全に陥った際の処理水質悪化が消毒

効果に及ぼす影響評価、応急対策手法の構築、段階的復

旧における課題への解決策の提案を行い、衛生学的リス

ク管理手法を構築するものである。また、衛生学的な指

標として、これまでの評価対象である TC に加えて、塩

素消毒に耐性があり集団感染発生要因となるウイルスや

原虫類を含める。 

下記の1）～3)の達成目標ごとに得られた成果について、

とりまとめを行った。 

1) 緊急対策の実施の可能性を分析 

2) 水質悪化が消毒効果へ及ぼす影響 

3) 衛生学的管理手法の構築 

 

２．研究目的および方法 

2.1緊急対策の実施の可能性を分析 

2.1.1 緊急対策としての簡易沈殿処理による TC や NV

の除去効果 

東日本大震災による津波被災下水処理場では、段階的

な復旧の緊急対策として、導入の容易さから簡易沈殿処
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が消費される課題がある。これらの課題に対処するため

には、消毒剤消費物質の影響を受けにくい紫外線消毒法

の適用も考えられる。緊急対応時となることから、電源

の確保等に課題を有するが、復旧の進展状況に応じて適

用の可能性が高まることや、塩素などの消毒剤の不足時

にも対応できる利点を有する。 

このため、流入下水を対象に紫外線消毒による NV 遺

伝子の低減効果を把握した。具体的には、上記 2.1 にお

けるプラントへの流入下水と流入下水へ PAC を添加し

たその上澄液に対し、低圧紫外線ランプにより 0～

100mJ/cm２の線量を照射し、NVの定量を行った。PAC

の添加濃度は4mg-Al/Lとした。 

2.3  衛生学的管理手法の構築 

2.3.1 段階的復旧技術によるNVの低減効果 

被災直後の緊急対策としての簡易沈殿処理や、段階的

な復旧として、被災地域ではガレキなどの廃材が発生し

ていることから、それらの有効活用を想定した散水ろ床

法、また、簡易曝気により低濃度の活性汚泥が維持でき

る接触酸化法の適用が考えられる。これらの生物処理で

は有機物等の除去が期待でき、余剰汚泥の発生量が少な

い利点を有する。上記の段階的復旧技術によるNVの除

去効果の把握を目的に、各々の実験装置により評価を行

った。さらに、各種の段階的復旧技術による処理水を利

用した塩素消毒実験を実施するとともに、除去、消毒効

果の向上を目的としてPACの添加効果についても評価

した。 

散水ろ床実験装置は、直径300mmの円筒状の容器に

プラスチック担体を2.64ｍ充填した。担体の大きさは直

径15mm、高さ15mm、厚さ1mmの円筒状、比表面積

は450m2/m3であり、散水負荷を10m3/（m2･d）とし流

入下水を通水した。 

接触酸化法の実験装置は、嫌気槽（内径36mm、高さ

1,200mmの円筒状の容器にプラスチック担体をろ層厚

として400mm充填：滞留時間4h）と好気槽（10Lの反

応タンクにプラスチック担体を3L充填：4h）、沈殿槽

（20h）より構成され、沈殿下水を通水した。調査期間

中の好気槽のMLSSは 50～120mg/L程度であった。                     

2.3.2段階的復旧技術による病原微生物リスクの低減効

果 

下水処理場下流域の水利用に対する病原微生物リスク

の上昇割合を評価することを目的に、定量的微生物リス

ク評価手法を用いて正常の運転時（標準活性汚泥法）に

よる放流水と、段階的復旧技術の放流水について試算を

行い比較した。定量的微生物リスク評価を障害調整生存

年数（DALY）に基づき試算するにあたり、評価の前提

条件として下記事項を勘案した。 

ⅰ）上流域の下水処理場において正常運転（通常の下水

処理工程）で処理された放流水が河川水中に放流され、

下流域の浄水場の水源として利用されることを想定し、

通常運転下で病原微生物リスクは無いものと想定した。

浄水処理工程での NV 除去率の変動は無いものとし一定

と仮定した。 

ⅱ）上流域の下水処理場が正常に機能している場合は、

下流域の浄水場への放流水の病原微生物リスクの影響は

無いと仮定し、飲料水の摂取による病原微生物リスクが

WHOのガイドライン値の10－６（DALY/人・年）を満た

すものとする。 

ⅲ）上流域の下水処理場が震災等により被災し、機能が

停止および段階的復旧により処理された放流水が下流域

の浄水場への水源となる場合、浄水場の被災状況は軽微

または正常運転を保っているものとする。 

次いで、以下の手順に従い、病原微生物リスクの試算

を行った。 

ⅳ）流入下水中のNV濃度は、実測値に基づき流行期（冬

場）の濃度変動から対数正規分布に従うと仮定し、設定

した。 

ⅴ）各段階的復旧技術における NV の除去率は実測値よ

り平均除去率および標準偏差を算出し、Log 除去率が対

数正規分布に従うと仮定した。 

ⅵ）段階的復旧技術として紫外線消毒を用いた際は、40、

100mJ/cm２の紫外線量を平均値として、水質変化による

照射紫外線量の変動を考慮し、線量分布を勘案した。な

お、照射紫外線量は正規分布に従うと仮定し、標準偏差(σ) 

を20mJ/cm2とした。 

ⅶ）河川での放流水の希釈効果は、放流先の河川流量等

が異なるため、希釈率平均を1/10、標準偏差を1/50の正

規分布に従うと仮定した。 

ⅷ）ⅴ～ⅶにより処理、希釈された河川水に含まれるNV

が下流域の浄水場の水源に存在すると仮定した病原微生

物リスクとして、DALY値を試算した。式(1)に従い、モ

ンテカルロシミュレーション（試行回数=100,000）によ

りDALYpppyの分布を算出した。  

 DALY pppy ={1－(1－P inf(D))
n｝×R inf×DB 式(1)

 

 P inf (D)=1ーexp   ln 0.5   ×D 式(2)

               ID 50  
ここで、DALYpppyは1人1年あたりの疾病負荷（DALY/

人･年）、Pinf (D)は感染確率５)･（容量反応モデル式(2)）６)、

Rinfは発症確率（0.8）７)、DBは疾病負荷（9.0×10-4年）
５)、nは曝露日数（365日）、Dは摂取NV量（copies/L）、

ID50は50％の確率で発症する摂取NV量である。 

ⅸ）各段階的復旧技術による放流水が下流域の浄水場へ

及ぼす影響として、ⅷのDALYpppyの試算結果と、下水処

理場が正常運転時の DALYpppy（10-6(DALY/人・年)）と

の相対値で比較し、段階的復旧技術による NV のリスク

低減効果の評価を行った。 
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してNVによる病原微生物リスクが約80倍に増大した。

簡易沈殿処理の後段にPAC添加と塩素消毒を適用するこ

とで、リスクが半分程度に低減されたが、正常運転と比

較して約40倍のリスクが存在している可能性が試算さ

れた。散水ろ床法、接触酸化法では、簡易沈殿処理と比

較してリスクの低減割合が向上したが、正常運転よりも

約50～60倍と依然高い値であり、塩素消毒を追加しても

大幅なリスクの低減効果が得られなかった。一方、紫外

線消毒を適用することで、PAC（4mgAl/L）添加による

凝集沈殿効果と紫外線消毒（照射線量100 mJ /cm２）に

より、正常運転と比較して1.7倍程度までリスクの低減

効果が見込まれた。 
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以上より、下水処理場が被災し正常運転が行えない状

況に陥った場合には、電力供給前はPAC添加や塩素消毒

を組み合わせた複合処理を実施し、電力が回復次第、紫

外線消毒を導入することで、下流域の浄水原水に及ぼす

病原微生物リスクを低減できると考えられた。 

 

４．まとめ 

本研究は、大規模災害による下水処理システムの機能不

全に対して、他施策等による緊急対策の実施可能性を整理

した上で、下水道において病原微生物の感染リスクを低減

させる手法の構築を目的に調査、実験を実施した。以下に

得られた結果を示す。 

1) 緊急対策としての簡易沈殿処理では、TC、NV の高

い除去率が得られないため、放流先の利水状況によっ

ては応急的な追加対策の構築が必要である。 

2) 簡易沈殿処理ではD-CODcr 、NH4-Nの除去効果が

低いため、処理水に残存する溶解性有機物などは消毒

剤の消費を促進し、簡易沈殿処理後の消毒や水道施設

での消毒への影響が懸念された。 

3) 攪拌工程を導入したPACの添加効果により、簡易沈

殿処理によるNV の除去効果や TC に対する塩素消毒

効果を高められると考えられた。 

4) 簡易沈殿池内に堆積した汚泥を引抜くことで、処理

水の濁度は低く推移したことから、堆積汚泥の引抜き

管理は処理水質の観点から重要であると考えられた。 

 5) 簡易沈殿池内に堆積したSS量は、流入SS負荷量に

対し、PAC の無添加系で約 40％、添加系で約 80％で

あった。 

 6) 100mJ/cm２程度とした紫外線照射においては、PAC

を添加することでNVの低減効果が0.9log から2.5log

に向上した。 

 7) 病原微生物リスクの低減効果について NV を指標と

し試算した結果、簡易沈殿処理ではPACを添加し塩素

消毒を行うことで、単独処理と比較してリスクを半減

できる可能性が示された。 

8) 散水ろ床、接触酸化法では、簡易沈殿処理と比較し

てリスクの低減割合が向上したが、塩素消毒を追加し

ても大幅なリスクの低減効果が得られなかった。 

9) 各種段階的復旧技術による病原微生物リスクの低減

効果を比較した結果、PAC添加による凝集沈殿効果と

紫外線消毒を適用することで、大幅なリスクの低減効

果が見込まれた。 
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多様化する感染症に応じた下水処理水の 

高度な消毒手法の構築に関する研究 
 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平 27～平 29 

担当チーム：材料資源研究グループ 

研究担当者：植松龍二、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

水系感染症防止の観点から新たなリスク要因に関わる対策が必要である。本研究は、その対策技術の一つとし

て紫外線消毒の効果を新たなリスク要因の観点から評価するとともに、ウイルス不活化評価技術を確立するもの

である。 

 28 年度は、病原微生物に対する紫外線消毒の効果を把握するために、下水処理水を原水とした連続通水による

長期運転下での紫外線消毒実験を実施した。対象病原微生物はノロウイルス（NoV） GI、 GII、GIV（NoVGI、

NoVGII、NoVGIV）とし、また病原微生物指標として野生株の大腸菌 phageとして F 特異 RNA phageGI～GIV

（Fphage-G1、Fphage-G2、Fphage-G3、Fphage-G4）も測定対象とし、これらを遺伝子定量法により定量し

た。また、野生株の大腸菌、大腸菌群は感染価の定量を行い、大腸菌 phageは遺伝子定量と同時に感染価を定量

した。 

その結果、低圧紫外線装置（低圧装置）、高出力型紫外線装置（高出力装置）ともに流量が 40～140m3/day の

範囲では、NoV と F特異性 RNA phage の標的遺伝子減少割合の違いは把握できなかった。この時の高出力装置

による大腸菌群の不活化効率は、装置内滞留時間を考慮すると低圧装置と比較して 1.4 倍、大腸菌では 1.7 倍向

上すると推定された。NoV と F特異性 RNA phage の標的遺伝子減少割合は概ね 0.3～1.0 Log であった。さら

に、NoVGI、NoVGII の消毒効率は低圧装置よりも高出力装置の方が 1.6～1.7 倍程度、Fphage-G1 は同等、

Fphage-G2 と-G3 は 2倍程度消毒効率が向上すると推定された。 

キーワード：低圧紫外線装置、高出力型紫外線装置、ノロウイルス、F特異性 RNA phage、大腸菌（群） 

      

1. はじめに  

昨今、検出技術の向上に伴い環境水をはじめ下水や下

水処理水等から様々な病原微生物が検出１)されてきてい

る。さらに、新興ウイルスの出現や再興感染症としての

抗生物質耐性菌の出現と蔓延が世界的に問題視されてき

ており２)、水系感染症を引き起こす可能性のある病原微

生物は、検出技術の向上にともない多様化してきている

と考えられる。公共用水域の衛生学的安全性を担保する

ため、水系感染リスクを引き起こす可能性のある病原微

生物を低減させる必要がある。特に下水からは様々な病

原微生物が検出される可能性があり、下水処理場におい

て効果的な病原微生物対策を講ずる必要がある。その対

策技術の一つとして紫外線消毒の適用が考えられる。 

近年、紫外線ランプの高出力に伴い、放流先の生態系

および水産資源の保全のため、下水処理場への利用拡大

が期待されている。紫外線消毒は、次亜塩素酸ナトリウ

ム等の薬剤を使用しないことから、消毒の残留性はない

ものの、塩素消毒に比較して消毒副生成物生成能が低い

利点を持つ。また、紫外線波長が200～280 nm 領域の

UV-C が核酸塩基に吸収されることで核酸を損傷させ，

微生物等を不活化させる効果がある２) ３)。これは、核酸

塩基の主要構成分であるチミン，アデニン，シトシン，

グアニンのUV-C吸収が大きいためである４）。これらの

事から、紫外線は直接病原微生物の遺伝子に作用し感染

価を失わせることから、NoV等の病原微生物の不活化に

対しても効果が期待できると推定される。さらに、次亜

塩素酸ナトリウム等の薬剤を使用する消毒手法と比較し

て、消毒剤消費物質などの水質変動に対して柔軟に対応

が出来ると考えられる。 

下水道統計によれば、下水処理場における消毒手法の

多くが塩素消毒（導入率94%）であり、紫外線消毒を導

入している施設は約 6%に留まっている５）。このため、
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平均滞留時間とした。標的遺伝子の減少割合は、概ね0.3

～1.0 Logであった。NoVについては、滞留時間の増加

に伴い、標的遺伝子減少割合が増加している傾向が確認

されたものの、変動が大きく明確に流量変化に伴う標的

遺伝減少割合の変化は把握できなかった。一般的に、流

量が少なければ装置内の滞留時間が増加するため、紫外

線量も増加するはずである。しかしながら、実験結果か

らは異なる結果が得られた。これはランプスリーブへの

濁質等の蓄積の可能性により生じたものと考えられた。 

 図-7、8よりNoVおよびFphageとも流量変化に伴う、

明確な標的遺伝子の減少割合が把握できなかったため、

本項では、調査期間中に得られた実測値より算出した標

的遺伝子減少率を一つの母集団と捉え、低圧装置および

高出力装置の除去率分布の推定を試みた。具体的には下

記手順に従い推定を行った。 

推定方法 

① 実測値から得られた標的遺伝子減少割合から分位数

プロット（Q-Qプロット）を作成。 

② 縦軸をLog標的遺伝子減少割合、横軸を標準正規分

布の累積分布関数の逆関数の値とする。 

③ 作図したグラフからLog標的遺伝子減少割合と累積

分布関数の逆関数値に線形性が確認された場合、

Log標的遺伝子減少割合が正規分布に従う。 

上記の推定方法により、低圧装置および高出力装置の

NoVGI、NoVGII、Fphae-G1～-G3 のLog 標的遺伝子

減少割合を試算した。なお Fphage-G4 は原水、処理水

ともに不検出（N.D）であったため遺伝子の減少割合の

試算は行わなかった。 

 図-9にNoVGI、GII、図-10(a)～(c)にFphage-G1～-G3

の各標的遺伝子減少割合のQ-Qプロットを示す。図中の

横軸は累積分布関数の逆数値、縦軸はLog 標的遺伝子減

少割合を示す。各図より概ね低圧装置、高出力装置とも

に各標的遺伝子のLog減少割合は正規分布に従うと推定

され、各 L々og減少割合は表-1の通りであった。低圧装

置と高出力装置ともに各標的遺伝子の平均減少割合と標

準偏差はほぼ同程度であった。紫外線の消毒効率を考え

た際、本調査で使用した装置は低圧装置と高出力装置で

通水容積、紫外線ランプの出力が異なるので、同一照射

W 数および装置内平均滞留時間あたりの Log 標的遺伝

子減少率を算定した、算定方法は大腸菌および大腸菌群

の不活化率と同様の検討方法、すなわち式(1)に基づき評

価した。その結果、消毒効率はNoVGI、NoVGIIは低圧

装置よりも高出力装置の方が 1.6～1.7 倍程度、

Fphage-G1は同等、Fphage-G2と-G3は2倍程度向上

すると推定された。 

 一方、装置内の紫外線量の推定には流動解析ソフト等

を用い、装置内の紫外線照度分布を算出し求める方法９）、

または指標微生物、例えば純培養した大腸菌ファージ

MS2 や Qβ等を装置内に添加した生物線量計によるも

のがある９）。流動解析ソフトでの推定は熟練度や境界条

件等の諸条件の設定に関する知識および解析ソフトが高

価であるため実用性に欠ける。生物線量計では純培養し

たファージ等を実装置に添加するため、連続運転下では

測定や試験そのものの実施が困難となる可能性がある。 

このため本研究では、簡易的に実測値から装置内の紫

外線量の推定を試みた。回分式による紫外線照射実験の

既往の研究結果 10）では、NoVGIIの標的遺伝子を1Log

減少させるのに必要な紫外線量は概ね40mJ/cm2である。

この値を基に各装置内の紫外線量を算定した結果、装置

内流量が40～140m3/dayの範囲では、低圧装置の紫外

線量は、8.2(5%値)～23(95%値)mJ/cm2（平均15.6mJ 

/cm2）、高出力装置では、4(5%値)～22(95%値)mJ/cm2

（平均13mJ/cm2 ）と推定された。 

本推定は既往の実験結果に基づいて試算したものであ

るため、データ数を蓄積しより詳細な検討が必要不可欠

である。 

 

4. まとめ 

28年度は、病原微生物に対する紫外線消毒の効果を把

握するために、下水処理水を原水とした連続通水による

長期運転下での紫外線消毒実験を実施した。以下に得ら

れた結果を示す。 

１）高出力装置による大腸菌群の不活化効率は、装置内

滞留時間を考慮すると低圧装置と比較して 1.4 倍、大腸

菌では1.7倍向上すると推定された。 

２）低圧装置、高出力装置ともに流量が40～140m3/day

の範囲では、NoV、F特異性RNA phageの標的遺伝子

減少割合の変化の傾向は把握できなかった。 

３）低圧装置、高出力装置によるNoV、F 特異性RNA 

phageの標的遺伝子の減少割合は、概ね0.3～1.0 Logで

あった。 

４）装置内滞留時間を考慮するとNoVGI、NoVGIIの消

毒効率は低圧装置よりも高出力装置の方が 1.6～1.7 倍

程度、Fphage-G1は同等、Fphage-G2と-G3は2倍程

度消毒効率が向上すると推定された。 
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下水中の病原微生物の網羅的検出法の開発に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平27～平28 

担当チーム：材料資源研究グループ 

研究担当者：植松龍二、諏訪守、安井宣仁 

 

【要旨】 

本研究は、感染症発生情報を提供出来るシステムを構築するために必要となる基礎データの集約とデータベース化

を図るため、下水試料を対象とした病原微生物の網羅的検出法の開発を目的とするものである。網羅的検出法により

得られる下水中の病原微生物のデータは、今後、下水処理プロセスでの病原微生物のリスク制御を評価する上で、有

効な情報となり得ると考えられる。網羅的な検出には、近年の遺伝子解析技術の向上により医学分野で検討事例があ

る次世代シーケンサー（NGS）を適用した。下水試料を対象としたNGSによる網羅的な病原微生物の検出に関す

る検討事例は国内外でも極めて少ないため、最適化された測定手法などはない。NGSによる分析には、前処理とし

て対象試料の核酸を抽出する必要があるが、感度よく精度の高いデータを得るためには核酸抽出効率を高め、最適な

純度を得ることが重要である。 
本研究では、下水試料を対象に異なる核酸抽出方法を検討し、NGS分析に最適な前処理方法を評価した。また、

NGS分析用の流入下水、二次処理水を隔週で計48サンプル採水し、開発した抽出方法を用いて48サンプルのNGS
分析および解析を行い生物種の分類を試みた。 
その結果、0.45μmフィルターで試料を補足し、ビーズを用いてフィルター表面上を処理することで、最適な核

酸濃度および純度を得られ、下水試料を対象とした際のNGS分析に適した核酸抽出方法が確立できた。NGSの分

析･解析では、流入下水は全体を通して約30～50%、処理水は15～20%の遺伝子の配列情報がヒットし生物種を分

類することができた。流入下水は90%以上が細菌(Bacteria)であったのに対して、二次処理水は植物と真菌（Plants 
and Fungi）の割合が増加している傾向が確認された。 
キーワード：病原微生物、次世代シーケンサー、遺伝子配列情報、核酸抽出 

 

1. はじめに 

 近年、医学領域では病原微生物、主にウイルスや

細菌等の検出･測定技術が向上してきており、疾患原

因となるウイルス等の検知が可能になってきている。

それに伴い、環境分野でも河川水や海域、下水試料

等から様々な病原微生物が検出可能となり、それら

の存在実態が徐々に明らかとなってきている１）２）。

これらの検出･測定技術等を応用して、流入下水中の

病原微生物を迅速に測定し、ヒトへの健康被害拡大

防止のための感染症発生情報を提供出来るシステム

の開発が望まれている３）。 

 様々な病原微生物が検出･測定可能になってきて

いるなか、下水に着目すると原虫、腸管系ウイルス、

細菌、その他の感染性ウイルス等が感染者あるいは

不顕性感染者の糞便から下水中に混入する可能性が

ある。これらの病原微生物の検出の現状については、

混入する可能性がある全ての病原微生物を検出する

ことが望ましいが、現状では主に遺伝子解析手法

（PCR法等）により、個々の病原微生物を定量測定

することに留まっているため、特定の病原微生物を

対象とした情報しか得られない。感染症発生情報を

提供出来るシステムの開発には、測定対象とした試

料中に混入可能性のある病原微生物の存在種や、そ

の割合などの基本的なデータが必要となる。このた

め、現在顕在化している個々の病原微生物のみなら

ず、新たに問題となる可能性のある病原微生物など

を含め、網羅的に複数の病原微生物の存在実態を把

握できる検出法を開発する必要がある。また、網羅

的検出法により得られる下水中の病原微生物のデー

タは、下水処理プロセスにおいて病原微生物のリス

クを制御、評価する上で有効な情報となり得る。 

 本研究では、感染症発生情報を提供出来るシステ

ムの構築に必要となる基礎データの集約とデータベ

ース化を図るため、病原微生物の網羅的検出法の開

発を目的とするものである。具体には、医学分野で

検討事例のあるNGSを下水試料に適用するための

最適な前処理方法の提案と、その成果を基に下水試

料中に含まれる生物種等の解析･評価を行った。 
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2． 研究方法および研究結果 

下水試料を対象としたNGSによる網羅的な病原

微生物の検出に関する検討事例は、国内外でも極め

て少ないため、網羅的検出法に関する最適化された

測定手法はない。 

 NGSによる分析には、前処理として対象試料の核

酸を抽出する必要があるが、感度よく精度の高いデ

ータを得るためには核酸抽出効率を高め、最適な純

度を得ることが重要である。しかしながら、現状で

は下水試料を対象とした最適な核酸抽出方法が確立

されていない。 

本研究では、既往の研究成果等で示されている抽

出方法ならびに本研究で開発した抽出方法を下水試

料に適用し、NGS分析に最適な前処理方法を評価し

た。 

 次いで、前処理方法の評価結果を基にした核酸抽

出法を適用し、NGS分析装置(Miseq, Illumina社製)

により対象試料の全48サンプル中の塩基配列データ

を取得し、下水および処理水に含まれる生物種等の

解析･評価を行った。 

2．1  NGS前処理：核酸抽出方法の評価 

NGSに使用できる核酸の状態は、二本鎖のDNA 

（dsDNA: double-stranded DNA）である必要があ

り、抽出後の後段の分析において精度良く行える最

低濃度としてdsDNA濃度が25ng/µL以上必要であ

る。またdsDNAの純度が1.8～2.0の範囲であるこ

とが望ましい。これらの条件を満たすことが可能な

抽出方法を検討した。 

A下水処理場の流入下水を抽出検討用試料とし、

以下に示す4種類の異なる核酸抽出方法で検討を行

った。 

抽出方法 ① 

ポリエチレングリコール沈殿法（PEG沈法）によ

り濃縮した下水試料をQIAamp DNA Mini Kit 

（QIAGEN社製）を用い、手順書に従い核酸の抽出

を行った。 

抽出方法 ② 

 抽出方法①と同様にPEG沈法により濃縮した試

料を、ウイルスの抽出に最適化されたkitである

QIAamp MinElute Virus Spin Kit（QIAGEN社製）

を用い、手順書に従い核酸の抽出を行った４）５）。 

抽出方法 ③ 

懸濁物質や粒子内に付着している濁質から効率的

に核酸を抽出するために、濃縮方法を抽出方法①、

②のPEG沈法から変更し、0.45μmメンブレンフィ

ルターで下水をろ過し、フィルターに捕捉された試

料からQIAamp MinElute Virus Spin Kit 

（QIAGEN社製）を用い核酸の抽出を行った。 

抽出方法 ④（本研究で開発した手法） 

抽出方法③における前処理と同様に0.45µmのメ

ンブレンフィルターで下水をろ過し、フィルターに

捕捉された試料をビーズが入ったチューブに入れ、

フィルター表面上をビーズで剥がす工程を追加した。

具体的にはビーズ入のチューブにフィルターを充填

し専用のボルテックスで5分間混合させ、フィルタ

ー表面上に捕捉した濁質を効果的に剥がし核酸の抽

出を行った。 

核酸の精製はPowerWater DNA Isolation Kit

（MO BIO 社製）を用い手順書に従った。 

各抽出方法で得られた抽出液は、Nanodrop 2000c 

(Thermofisher製)を用い、核酸(DNA)純度を測定し、

dsDNA濃度はQubit3.0 (Thermofisher製)を用い定

量した。 

2．2 核酸抽出方法の評価結果 

 図-1に各抽出方法におけるdsDNA濃度および純

度を示す。抽出方法①、②では抽出後の後段分析が

精度良く行える最低濃度であるdsDNA濃度が

25ng/µL未満であり、DNAの純度が3～3.5と非常

に高かった。純度が高すぎる場合、夾雑物の影響が

あると考えられ、抽出方法①および②は下水試料を

対象とした際のNGS分析の抽出方法としては不向

きであると判断した。一方、抽出方法③では濃縮方

法をPEG沈法から0.45µmフィルターに通水しフィ

ルター上に捕捉された試料を用いて抽出を行ったが、

抽出方法①、②と比較して、DNAの純度も後段の分

析に最適な1.9程度であり、dsDNA濃度は数倍程度

増加した。しかしながら、NGS分析における後段分

析の精度が良く行える最低濃度の25ng/µLには達し

なかった。本研究で開発した抽出方法④は、dsDNA

濃度が約140ng/µL、DNA純度も1.8～1.9と良好で

あった。抽出方法④はフィルターに捕捉された試料

をビーズによりフィルター表面上から剥がし取るた

め、抽出効率が他の抽出方法と比較して向上した可

能性が考えられた。 
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連結処理を行ったデータより配列長の長い順に1

サンプルあたり10,000配列、合計480,000配列

（10,000配列×48サンプル分）の配列を抽出し、

データベース上に登録されている検索用のクエリ配

列セットを作成する。 

(2) 抽出塩基配列のBLAST解析 

 上記(1)にて作成したクエリ配列セットをインプッ

トデータとして、指定配列データベース：NCBI 

NR(non-redundant nucleotide) Database に対す

るBLAST検索を行い、ヒット情報を出力する。 

2．5 解析結果 

表-1に48試料分のNGSにより取得リード数、

解析方法(1)における工程①、②の処理後の残ったリ

ード数、結合処理後のリード数、取得リード数に対

する結合リード数の割合、結合配列の平均長(bp)を

示す。 

本研究で用いた流入下水、下水処理水中の塩基配

列数として平均712,715リード数が得られ、解析方

法に従い加工し、結合して得られたデータ数は取得

データの約60～80%であった。本研究で開発した抽

出方法を用いることで良好な結果が得られた。 

得られた結果を基に結合されたリード数から配列

長の長い順に10,000配列を抽出し、BLAST解析を

行った結果を図-2、3に示す。 

 結合した塩基配列を細菌(Bacteria)、無脊椎生物

(Invertebrates)、哺乳類（Mammals）、ファージ  

(Phage)、植物と真菌(Plants and Fungi)、霊長類

(Primates)、げっ歯類（Rodents）、キメラ合成

(Synthetic and Chimeric)、ウイルス(Virus)、脊椎

生物（Vertebrates）、環境試料*1(Environmental 

Samples)、割り当てなし*2(Unassigned)の計12種

に分類し、各下水および下水処理水中に存在する生

物種を同定した。（*1は環境試料(Environmental 

Samples)は環境から直接クローニングされた無名

配列を示す。*2は割り当てなし(Unassigned)はデー

タベース上でヒットするが、12種の分類に割り当て

られない配列である） 

Sample
ID

Date
Sample
Name

取得
リード数

トリミング後
リード数

結合
リード数

結合
割合 (% )

結合配列の
平均長 (bp)

1 7月15日 流入下水 567,058 549,941 432,124 76.20 288.96

2
凝集剤添加

活性汚泥法処
601,119 582,792 462,763 76.98 282.60

3
A2/O法

処理水
360,579 348,600 279,515 77.52 279.56

4 7月28日 流入下水 683,692 662,763 558,356 81.67 263.55

5
凝集剤添加

活性汚泥法処
878,322 855,104 710,424 80.88 260.21

6
A2/O法
処理水

755,832 735,448 620,518 82.10 260.28

7 8月13日 流入下水 585,510 566,841 450,171 76.89 286.14

8
凝集剤添加

活性汚泥法処
693,051 668,787 542,285 78.25 267.05

9
A2/O法

処理水
1,038,152 1,000,393 772,300 74.39 289.38

10 8月31日 流入下水 563,067 548,396 438,898 77.95 287.32

11
凝集剤添加

活性汚泥法処
800,533 782,323 644,261 80.48 270.46

12
A2/O法
処理水

720,501 700,012 566,534 78.63 276.91

13 9月16日 流入下水 455,727 431,575 352,315 77.31 257.88

14
凝集剤添加

活性汚泥法処
306,755 290,965 233,670 76.17 265.71

15
A2/O法

処理水
292,741 272,508 207,149 70.76 278.75

16 9月29日 流入下水 323,581 308,740 251,518 77.73 267.85

17
凝集剤添加

活性汚泥法処
1,024,041 987,514 866,404 84.61 223.20

18
A2/O法
処理水

645,899 601,873 465,723 72.10 252.90

19 10月15日 流入下水 691,242 669,915 582,472 84.26 245.60

20
凝集剤添加

活性汚泥法処
652,665 611,575 436,861 66.93 276.32

21
A2/O法

処理水
421,130 392,120 293,648 69.73 252.32

22 10月26日 流入下水 380,929 354,646 263,000 69.04 229.45

23
凝集剤添加

活性汚泥法処
372,725 342,073 240,844 64.62 229.68

24
A2/O法
処理水

402,045 372,289 270,847 67.37 229.25

25 11月9日 流入下水 1,538,067 1,498,784 1,296,511 84.29 250.81

26
凝集剤添加

活性汚泥法処
1,116,415 1,081,030 862,763 77.28 264.99

27
A2/O法

処理水
18,470 14,530 13,868 75.08 138.17

28 11月25日 流入下水 836,946 806,705 686,930 82.08 244.47

29
凝集剤添加

活性汚泥法処
1,179,564 1,123,529 913,416 77.44 238.64

30
A2/O法
処理水

961,426 908,489 660,421 68.69 253.49

31 12月8日 流入下水 862,634 840,791 719,995 83.46 261.16

32
凝集剤添加

活性汚泥法処
524,529 497,546 348,575 66.45 295.45

33
A2/O法

処理水
1,287,760 1,249,457 965,330 74.96 298.70

34 12月21日 流入下水 593,390 577,975 483,475 81.48 273.19

35
凝集剤添加

活性汚泥法処
556,871 527,777 355,661 63.87 283.17

36
A2/O法
処理水

746,339 720,551 580,789 77.82 256.78

37 1月7日 流入下水 648,965 617,088 495,599 76.37 269.83

38
凝集剤添加

活性汚泥法処
718,029 666,407 500,474 69.70 268.82

39
A2/O法

処理水
836,621 796,468 636,108 76.03 268.09

40 1月19日 流入下水 910,915 860,285 694,159 76.20 258.39

41
凝集剤添加

活性汚泥法処
933,813 851,667 560,002 59.97 300.49

42
A2/O法
処理水

905,628 852,733 672,546 74.26 260.53

43 2月3日 流入下水 963,087 922,307 711,834 73.91 289.71

44
凝集剤添加

活性汚泥法処
732,819 692,817 533,106 72.75 273.08

45
A2/O法

処理水
783,663 754,639 607,109 77.47 274.46

46 2月18日 流入下水 503,879 482,138 384,493 76.31 278.86

47
凝集剤添加

活性汚泥法処
837,924 795,134 599,055 71.49 285.06

48
A2/O法

処理水
995,693 957,304 791,381 79.48 263.63

2月4日

2月19日

11月9日

11月26日

12月9日

12月22日

1月8日

1月20日

10月16日

10月27日

7月16日

7月29日

8月14日

9月1日

9月17日

9月30日

表-1各試料のNGSにより取得/トリミング/結合リード数 
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図-2には、得られた塩基配列全ての割り当てを示

したが、流入下水は全体を通して、約30～50%の遺

伝子の配列情報がヒットし生物種を分類することが

できた。また7、8月の夏場より9月～翌年1月の秋

から冬にかけて同定率が増加する傾向が確認された。

一方、二次処理水は季節的、処理方式で大きな生物

種の変化は確認できず、概ね15～20%の遺伝子配列

情報がヒットした。既往の研究報告では、下水再生

水からDNAを抽出してデータベース上で検索した

結果、配列情報のヒット率が約30%であったことか

ら、本研究で開発した手法によるNGS解析は既往の

報告と比較しても遜色がないと考えられた。 

図-3においては、ヒットした情報のみを整理した

結果、流入下水は90%以上が細菌（Bacteria）であ

ったのに対して、二次処理水は植物と真菌（Plants 

and Fungi）の割合が増加している傾向が確認された。

また、流入下水とは異なり、処理水中に存在する可

能性のある生物種として細菌類が減少し、その他生

物種が占める割合が増加している傾向が確認された。 

 

3． 今後の検討課題 

 下水および下水処理水中に含まれる病原微生物を

網羅的に検出する手法の開発を試みた結果、各試料

から約20～50%の生物種を同定することが可能であ

った。今後は、同定された種から病原微生物、主に

ウイルスを対象として精度よく検出、同定できる手

法と解析方法を検討していくことで、下水中に混入

可能性のあるウイルス種や、その割合を評価できる

ものと考えられる。 

 

4．まとめ 

本研究では、下水試料を対象に異なる核酸抽出方

法を検討し、NGS分析に最適な前処理方法を評価し

た。また、開発した抽出方法を用いて下水試料の

NGS分析および解析を行い生物種の分類を試みた。

以下に得られた結果を示す。 

1)  抽出方法として、0.45μmのフィルターで試料

をろ過し、フィルター上に捕捉した試料をビー

ズにより剥がす工程を経ることで、NGS分析に

最適な核酸濃度および純度を得ることが出来た。 

2) 1)で確立した抽出方法を用い、実処理場で下水お

よび処理水を採水し、NGS 分析を行った結果、

流入下水は全体を通して約30～50%、処理水は

15～20%の遺伝子の配列情報がヒットし生物種

を分類することができた。 

3)  ヒットした情報のみを整理した結果、流入下水は

90%以上が細菌（Bacteria）であったのに対し

て、二次処理水は植物と真菌（Plants and Fungi）

の割合が高くなる傾向が確認された。 
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遺伝子解析による嫌気性消化槽の維持管理技術の開発 

研 究 予 算：運営費交付金 

研 究 期 間：平 26～平 28 

担当チーム：材料資源研究グループ（資源循環担当） 

水環境研究グループ（水質チーム） 

研究担当者：植松龍二、對馬育夫、山﨑廉予 

 

【要旨】 

近年、下水汚泥に地域から発生するバイオマスを加える集約混合嫌気性消化が増えている。投入バイオマス条

件の複雑化により、適切な維持管理手法が求められてきている。本研究では、地域バイオマス等の集約混合消化

が消化汚泥の菌叢に与える影響を明らかとするため、濃縮汚泥と生ゴミの混合消化実験を行い、投入バイオマス

および消化汚泥の菌叢についての遺伝子解析を行った。その結果、投入バイオマスが消化槽内の菌叢に影響を与

えていることが示された。また、アーキア（メタン生成菌）、細菌（酸生成菌）の菌叢の多様性とメタン生成に相

関がみられ、菌叢解析により、メタン生成のモニタリングができる可能性が示された。 

キーワード：嫌気性消化、地域バイオマス、次世代シークエンス、菌叢解析 

 

 

1．はじめに  

低炭素・循環型社会構築のため、都市や農村で発

生するバイオマスを、資源やエネルギーとして地域

で有効活用する技術開発が求められている 1)。有用

なエネルギー資源の一つとして注目を集める下水汚

泥が発生する下水処理場は、嫌気性消化槽といった

バイオマスからのエネルギー回収を可能とする施設

を有しており、下水処理場を地域の中で、エネルギー

の集約・自立・供給拠点化することが目標として掲

げられている 2)。 

下水処理場での嫌気性消化について、地域から発

生するバイオマスを含めた集約混合嫌気性処理を想

定した上で、下水汚泥に生ごみ、食品系廃棄物、間

伐材等のバイオマスを加え、その消化特性の把握が

試みられている 3)。一方、集約混合嫌気性処理では、

投入バイオマス条件が複雑になり、嫌気性消化槽の

維持・管理について、これまで蓄積した現場の経験

やノウハウでは対応できない懸念があり、適切な維

持管理手法が求められている。 

本研究では、集約嫌気性消化が消化汚泥の菌叢に

与える影響を明らかとするため、濃縮汚泥と生ゴミ

の混合消化実験を行い、投入バイオマスおよび消化

汚泥の菌叢についての遺伝子解析を行い、新たな維

持管理手法の情報収集を試みた。また、実処理場に

おいて、汚泥以外の投入バイオマスを混合している

消化汚泥、高温消化汚泥の菌叢についても遺伝子解

析を行った。 

 

2．研究方法  

2．1 生ゴミ混合消化実験 

 混合消化実験は、有効容積 2 L のリアクター計 6

系列で実施した。各リアクターでの運転条件を表−1

に示す。投入バイオマスとして、汚泥のみを投入す

る系、模擬生ゴミ (TS (固形物濃度)3%)のみを投入

する系、濃縮汚泥と模擬生ゴミを混合して投入する

系 2 種類、35℃で 1 週間発酵させた模擬生ゴミを混

合する系 2 種類の、合計 6 種類を用いた。生ゴミは、

発生後すぐに回収され、消化槽へ投入されるという

ことはなく、発生から消化槽へ投入されるまでにブ

ランクがある。これを考慮したのが、発酵生ゴミの

系である。濃縮汚泥は A 下水処理場で採取し、固形

物 (TS)濃度を 3%となるように調整した。生ゴミは、

実生ゴミ組成に関する調査結果 4)を参考に作成した。

種汚泥は、土木研究所で運転している実験室レベル

の中温嫌気性消化装置内消化汚泥を用いた。各リア

クター内水理学的滞留時間 (HRT)が 20 日となるよ

う、汚泥の引き抜き、投入を随時行った。温度は 35℃

程度に制御し、運転期間は、2 か月間とした。各実

験系におけるガス発生量の測定、各汚泥の 16SrRNA

遺伝子配列に基づく微生物群集解析を定期的に測定

した。 

 

2．2 菌槽解析 

 DNA 抽出には、Extrap SoilDNAKit Plus ver.2 (日鉄

住金環境)を用い、V3−V4 領域を対象としたプライ
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マーセット (Bac341 および Bac850)5)を用い、PCR

を行った。DNA シーケンシングには Miseq reagent 

Kit v3 (600 サイクル、Illumina)を用いて解析し、解

析で得た各リードの塩基配列のキメラチェックは

USEARCH6)を用い、Operational Taxonomic Unit 

(OTU)−picking および PCoA 解析は QIIME7)を用い、

97%以上の相同性を持つ配列をOTUとした。各OTU

の同定には Greengenes データベース ver. 13_8 をリ

ファレンスとした。 

メタン生成に関わる菌種である、細菌（酸生成菌）

とアーキア（メタン生成菌）のそれぞれにおいて、

解析結果を用いて、Shannon 指数 8)により菌種の多

様性の統計解析を行った。 

 実処理場の消化汚泥は、生ゴミ、下水汚泥や農業

集落排水、し尿を混合消化している消化汚泥、およ

び投入バイオマス、畜産廃棄物を処理している消化

汚泥、および投入バイオマス、高温消化を行ってい

る 2 か所の処理場の消化汚泥について、菌叢解析を

行った。2 か所の処理場は、同地方に立地するが、

消化の HRT がそれぞれ 42 日、22 日と倍近く異なっ

ているという違いがある。また、比較として、土木

研究所内で運転しているラボスケールの中温消化、

高温消化汚泥の菌叢解析も行った。 

 

3．研究結果 

3．1 菌叢解析結果 

図−1 に、各消化汚泥と投入バイオマスの門レベル

の細菌叢解析結果、図－2 に、各消化汚泥と投入バ

イオマスの属レベルのアーキア叢解析結果を示す。

細菌叢解析結果より、中温消化では、Bacteroidetes

門が 15～30％、Firmicutes 門が 10～25％、WWE1 門

が 10～25％程度と上位の占有率を占めていた。高温

消化では、Firmicutes 門が 45～60％、Thermotogae

門が 15％、Proteobacteria 門が 10％程度と上位の占

有率を占めていた。これらの結果は、他の知見と同

等レベルの占有率であった 9）。また、中温消化では、

種汚泥の消化汚泥よりも、投入バイオマスである濃

縮汚泥の細菌叢の影響を強く受けていることがわか

る。生ゴミのみ、畜産廃棄物実処理場の結果は、他

の中温消化の結果と比較して、Firmucutes 門の占有

率が高く、占有率の偏りが大きい一方、生ゴミ混合

実処理場の結果は、種類が多く、占有率の偏りが少

ない結果であった。生ゴミのみ、畜産廃棄物実処理

場と比較して、生ゴミ混合実処理場では投入バイオ

マスの種類が多いため、このような結果になったと

考えられる。しかし、投入バイオマスに存在する菌

種の影響を受けているわけではなく、他の中温消化

の細菌叢ではほとんど存在していない、OP9 門や

Actinobacteria 門の存在割合も高かった。OP9 門は、

家畜糞尿と生ごみのメタン発酵槽での存在が確認さ

れている 10)が、投入バイオマス中にはほぼ存在して

いなかった。一方、濃縮汚泥や、ラボスケールの高

温消化で検出された。Actinobacteria 門では、

Corynebacterium 属が 20％近くを占めており、3 種類

の投入バイオマス中にも同レベルで存在していた。

Corynebacterium 属には、グリセロールを資化する種

も含まれるが、検出された種が該当するかまではわ

からない。また、WWE1 門は、生ゴミ混合実処理場

の消化槽中には存在するが、投入バイオマスにはほ

ぼ存在していなかった。同様に、畜産廃棄物実処理

場の消化槽内に存在するが、投入バイオマス中では

ほぼ存在していない。近年、消化槽中での存在が明

らかになり、アミノ酸分解やプロピオン酸酸化経路

を有する WWE1 門 11)であるが、投入バイオマス中

に存在しなくても、消化槽内で定着できる増殖力が

強い細菌種であると考えられる。 

 アーキア叢解析結果を見ると、細菌叢解析結果と

比較して、各汚泥における占有率のばらつきが大き

いことがわかる。ほとんどの消化汚泥には

Methanosaeta 属（酢酸資化メタン細菌）が存在して

表―1 濃縮汚泥と生ゴミとの混合嫌気性消化実験 

   実験系名称 

 項目 
汚泥のみ 生ゴミのみ +生ゴミ 30 +生ゴミ 80 +発酵生ゴミ 30 +発酵生ゴミ 80 

濃縮汚泥 3% 添加なし 3% 3% 3% 3% 

生ゴミ(対汚泥 TS) 添加なし 100% 30% 80% ※発酵 30% ※発酵 80% 

投入 TS(％) 3.0  3.3  3.8  5.6  3.9  5.7  

VS/TS 0.78  0.93  0.81  0.86  0.82  0.86  

投入 CODcr (g/L) 39  45  55  67  54  74  

※発酵：35℃で 1週間保存 
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図−1 各消化汚泥と投入バイオマスの細菌叢解析（門レベル） 

 

図−2 各消化汚泥と投入バイオマスのアーキア解析（属レベル）※N.D.：Not Detected 

 

いたが、30%～80％とその存在割合は大きく異なっ

ていた。投入バイオマスである生ゴミには、アーキ

アは存在せず、生ゴミのみの消化槽では、アーキア

叢が他と比較して全く種類が異なっていた。

Methanobrebibacter 属、Methanosphaera 属、YC-E6

目の不明属が存在しているが、いずれも種汚泥であ

る消化汚泥には存在しない種であり、空気中に存在

していた種が定着したと考えられる。また、+生ゴ

ミ 80、+発酵生ゴミ 80 においても、生ゴミを 30％

投入した消化汚泥や、生ゴミのみを投入した消化汚

泥とも異なり、それぞれも異なるアーキア叢であっ

た。生ゴミ混合処理場の結果においても、投入バイ 

オマスである混合汚泥やし尿に存在しない

Methanomicrobiales 属や、Methanomassiliicoccus 属が

存在しており、畜産廃棄物実処理場の消化汚泥に 

おいても、投入バイオマスに存在しない

Methanosarcina 属が、投入バイオマスに存在する

Methanobrevibacter 属や、Methanophaera 属よりも占

有率が高い結果となった。これらの結果より、投入

バイオマスに存在するアーキアの種類が、消化槽内

のアーキア種になるわけではない可能性が考えられ

る。そこで、水素資化と酢酸資化の、どちらの経路

でメタン生成を行う種であるかに着目した。その結

果、生ゴミのみ、畜産廃棄物実処理場は、水素資化

経路がほぼすべてであり、生ゴミ 80%投入では、水

素資化と酢酸資化が半分程度、生ゴミ混合実処理場

では、酢酸：水素が 2：1 程度、汚泥を主に投入する

消化汚泥は、酢酸：水素が 3：1 程度、高温消化汚泥
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では、ほとんどが酢酸資化であることが示された。

これらの結果より、生ゴミの投入割合、消化温度が、

酢酸資化・水素資化のアーキア種の存在割合に大き

く影響する可能性が示された。 

 

3．2 統計解析結果  

図－3 に、メタン発生が安定した運転開始 30 日後

からの生ゴミ混合嫌気性消化実験の各消化汚泥にお

けるメタン転換率とメタン発生量の平均値を示す。

汚泥のみでは、メタン転換率が 4 割程度であり、実

処理場での平均的なメタン転換率である 6 割よりは、

低い結果であった。汚泥のみと比較すると、生ゴミ

のみ、生ゴミ混合 80％が高いメタン転換率であった。

生ゴミ混合 30％でも、メタン発生量は汚泥のみより

多いが、転換率でみるとほぼ変わらない結果であっ

た。次に、メタン発生量と、消化汚泥の菌叢の関係

性をみた。図−4 において、各実験系における細菌、

アーキアの多様性指数と、メタン発生量を比較した。

細菌は、主要な 13 種の門（Acidobacteria 門、

Actinobacteria 門、Bacteroidetes 門、Chloroflexi 門、

Firmicutes 門、Nitrospirae 門、OD1 門、OP9 門、

Proteobacteria 門、Spirochaetes 門、Synergistetes 門、

Thermotogae 門、WWE1 門）の多様性指数を解析し

た。アーキアは、主要な 7 種の属（Methanobrevibacter

属、 Methanosphaera 属、 WSA2 科の不明属、

Methanomicrobiales 目の不明属、Methanosaeta 属、

Methanosarcina 属、YC-E6 目の不明属）の多様性指

数を解析した。細菌は、その結果、アーキア多様性

指数が高い方が、メタン発生量が多くなる結果が示

された。一方、細菌の多様性においては、メタン発

生量が高い方が、低くなる結果が示された。多様性

指数は、各菌種の占有率の偏りが少ない方が高い値

を示す。これらの結果より、アーキアは、様々な種

類が同程度存在した方がメタン発生量が高く、細菌

は、特定の菌種が多い方が、メタン発生量が高いと

考えられる。 

 

4．まとめ 

嫌気性消化汚泥の菌槽解析を行った結果、以下の

ことが明らかとなった。 

1) 細菌叢解析の結果、投入バイオマスの種類が多い

ほど、消化槽内の細菌叢の種類が多く、占有率の

偏りも少なくなることが示されたが、消化槽内の 

 

図−3  生ゴミ混合嫌気性消化実験の各消化汚泥に 

おけるメタン転換率とメタン発生量

 

図−4 生ゴミ混合嫌気性消化実験の各消化汚泥に

おけるメタン発生量と菌叢多様性指数の関係 

 

菌種が投入バイオマスの菌種に強く影響を受け

るわけではないことも明らかとなった。特に

WWE1 門は、投入バイオマス中に存在していな

くても消化槽内に定着する種であることが示さ

れた。 

2) アーキア叢解析の結果、菌種やその占有率は、消

化汚泥ごとに大きく異なるが、メタン生成におい

て、酢酸資化、水素資化のアーキア種の存在割合

は、生ゴミ投入割合や消化の温度に大きく影響を

受けることが示された。 

3) 統計解析の結果、細菌の多様性とメタン発生量は、

負の関係、アーキアの多様性とメタン発生量は、

正の関係があることが示された。消化汚泥の菌叢

を解析することで、メタン発生量のモニタリング

が可能になる可能性が示された。 
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下水処理工程における化学物質の除去特性及び生物影響 

に係る検討業務 

 

水質チーム 上席研究員 南山 瑞彦       

      研 究 員 眞野 浩行 

      研 究 員 武田 文彦 

研 究 員 金子 陽輔 

 

水質リスクをもたらす可能性のある化学物質のうち、環境省において環境基準化、排水規制化が検討されている

化学物質について、下水の排除の規制値等を検討するため、下水処理工程における化学物質の除去特性を調査する

とともに、生物応答手法により生物影響を調査し、下水道における適切な評価及び対応を図ることを目的とし、以

下の調査を行った。 

 
１．下水処理工程における化学物質の除去特性に係る調査 
１．１ アンモニアに関する挙動調査 
水生生物保全水質目標検討の基礎資料とするため、有害性情報の整理が行われているアンモニアの活性汚泥処

理プロセスにおける挙動把握実験を行い、以下の結果を得た。 
TN の流入フラックス（IN：流入下水）に対する排出フラックス（OUT：生汚泥+余剰汚泥+エアレーション+二

次処理水）は 74.5%であった。また、エアレーションによる大気中へのアンモニア排出量は非常に小さく、流入フ
ラックスの 0.14%であった。 
 
１．２ ニッケルに関する挙動調査 
水生生物保全水質目標検討の基礎資料とするため、有害性情報の整理が行われているニッケルの、活性汚泥処理

プロセスにおける挙動把握実験を行い以下の結果を得た。 
ニッケル添加 21日後、23日後、24日後に活性汚泥処理プロセスにおけるニッケルの物質収支を求めた。流入フ

ラックス（IN：流入下水）に対する排出フラックス（OUT：二次処理水＋生汚泥＋余剰汚泥）は、ニッケル添加 21
日後が 88%、ニッケル添加 23日後が 121%、ニッケル添加 24日後が 77%であった。 
 
２． 生物応答手法による生態影響に係る調査 
２.１ ゼブラフィッシュを用いたアンモニア毒性の評価 
 既往研究では、下水中に含まれるアンモニアによるゼブラフィッシュに対する生物影響について良く分かって

いない。そこで本調査では以下に示す業務報告書本文２．１で得られた流入下水、二次処理水に対してゼブラフィ

ッシュ胚・仔魚試験を行い、下水中のアンモニアによる生物影響について評価した。結果として、流入下水では生

物影響が確認されたが二次処理水では影響が無かった。このため本装置の活性汚泥処理によってゼブラフィッシ

ュに対する生物影響を削減できることが分かった。この際の流入下水にpH調整を組み合わせた胚・仔魚試験では、
流入下水における生物影響はアンモニアに起因しないことが推定された。試験した流入下水における非イオンア

ンモニア濃度は0.15mgNH3/Lと推定され、この濃度以下の場合にはアンモニアによるゼブラフィッシュへの生物影
響は発現しないと考えられた。 
 
２.２ ニセネコゼミジンコを用いたニッケル毒性の調査 
 標準活性汚泥処理によるニッケルの生物影響の削減効果および下水処理水に含まれるニッケルの毒性を明らか

にすることを目的として調査した。まず、以下に示す業務報告書本文２．２で得られたニッケルを添加した活性汚

泥処理装置から得られた流入下水と二次処理水、およびニッケルを添加していない活性汚泥処理装置から得られ

た流入下水に対してニセネコゼミジンコを用いた繁殖試験を行った。この結果、ニッケルを添加した活性汚泥処理

装置から得られた流入下水と二次処理水ではニセネコゼミジンコへの影響が検出され、ニッケルを添加していな

い活性汚泥処理装置から得られた流入下水では影響が検出されなかった。このことから、ニッケルを添加した際

に、本装置の活性汚泥処理によるニセネコゼミジンコへの影響の削減は十分ではなかったことが分かった。次に、

ニッケルを添加していない活性汚泥処理装置から採取した流入下水と二次処理水に異なる量のニッケルを添加し
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て、ニセネコゼミジンコの繁殖に対するニッケルの毒性試験を実施し、下水試料ごとにニッケルの毒性値を求め

た。その結果、流入下水を用いた試験では、設定したニッケルの濃度範囲で、ニッケルによるニセネコゼミジンコ

への影響は検出されなかった。一方で、二次処理水を用いた試験では、設定したニッケルの濃度範囲で、ニッケル

によるニセネコゼミジンコの繁殖への影響が検出された。流入下水と二次処理水の間での生物影響の違いについ

て、生物が利用可能な金属の存在形態である無機態に着目し、フミン物質と金属イオンの結合モデルを組み込んだ

化学平衡計算モデルである Visual MINTEQ を用いて、試験溶液中の無機態ニッケル濃度を推定した。その結果、

溶存態ニッケル濃度が同等の処理区において、二次処理水に比べて流入下水では無機態のニッケル濃度が低い傾

向が示された。このことから、流入下水では、試験溶液中に含まれる高い濃度の溶存有機物がニッケルイオンと結

合して有機錯体を形成し、生物に利用される無機態イオンが低くなるため、ニッケルによる毒性が低下することが

示唆された。 
 

また、上記内容は調査の概要を記述したものであり、詳細は、「下水処理工程における化学物質の除去特性及び

生物影響に係る検討業務報告書、平成 29年 3月 21日、国土交通省水管理･国土保全局下水道部（編集・発行：国

立研究開発法人土木研究所）を参照されたい。 

 

「なお、本調査研究は、国土交通省水管理・国土保全局からの受託業務費により実施されたものである。」 
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（水質リスク軽減のための処理技術の開発） 

公共用水域における健康・生態リスクが懸念される化学物質の制御手法に関する研究 

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：南山瑞彦、北村友一、對馬育夫、 

真野浩行、武田文彦、金子陽輔、 

小森行也 

 

【要旨】 

都市河川で検出される微量化学物質の中には、下水道を経由して到達したものが存在すると考えられる。河川

水中に存在する微量化学物質を効率的に削減するためには、下水処理水中に存在する微量化学物質の除去技術開

発が必要である。本年度は、下水処理水中の直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（LAS）やノニルフェノール（NP）

の微生物担体処理による削減について検討した。また、異常時・災害時に下水処理場で微量物質負荷を削減する

ための緊急対策手法について検討を行った。 

キーワード：LAS、ノニルフェノール、微生物担体処理、微生物叢解析、簡易沈殿 

 

1. はじめに  

環境中で検出される多様な化学物質による汚染の

実態や環境影響に対する関心、懸念が高まってお

り、安全で快適な水環境の実現・保全に向けた取り

組みが求められている。生活排水、工場排水等を受

け入れている下水道は、生態リスクが懸念される化

学物質の流入が報告されているが、下水道における

化学物質の環境負荷削減の寄与を明らかにするため

除去特性把握が必要である。また、水質事故又は地

震、水害等の異常時・災害時に下水処理場や放流先

水域が受ける影響の把握と緊急対策に関する知見は

未だ十分とは言えない状況にあることから課題の整

理と緊急対策手法の検討が必要である。 

具体的な事例として下水道には直鎖アルキルベン

ゼンスルホン酸（LAS）やノニルフェノール（NP）

といった生態リスクが懸念される化学物質の流入が

報告されており、水処理方法によっては、これらの

化学物質が水生生物へ影響を与えることが懸念され

る濃度レベルとなり得る二次処理水が存在すると報

告されている 1)。平成 28 年度は、これらの化学物質

の更なる低減を目的として、実下水を処理する活性

汚泥処理実験装置の二次処理水にこれらの物質を添

加し、微生物担体処理での処理性について検討し

た。また、微生物担体処理における化学物質の低減

に寄与する因子を解明する参考とするため、微生物

担体に付着している微生物叢を解析し、反応槽の滞

留時間の影響や反応槽内における分布を整理した結

果を報告する。 

また、異常時・災害時の下水処理場での緊急対策

手法の検討では、異常時・災害時に下水処理場に有

害物質が流入した場合、放流先に影響の恐れがある

処理場のリストアップの考え方を示すとともに、異

常時・災害時の緊急放流をイメージし、簡易沈殿処

理による水質変化を調査するための下水処理実験装

置を作製した。 

 

2. 活性汚泥処理プロセスと微生物担体を用いた高

度処理プロセスにおける微量化学物質の除去特性   

2.1 調査方法  

2.1.1 微生物担体処理実験 

実下水を処理している活性汚泥処理実験装置の終

沈出口で LAS 含有洗剤と NP の混合液を添加し、微

生物担体処理槽の原水として用いた（図-1）。担体には

スポンジ状担体を使用した。既往調査において、曝気

を行った担体処理により LAS の除去が確認できてい

ることから 2)、省力化の検討のため、曝気を行う処理

槽（A）と曝気を行わない処理槽（B）～（F）を設定

し、LAS、NP の除去特性を調査した。それぞれの槽

の実験条件を表-1 に示す。処理槽（B）では装置に担

体を敷き詰め、固定層とした。処理槽（C）～（E）で

は担体量の違いによる処理性を比較することとした。

担体は一つずつ糸に吊るし、処理槽から流出しないよ

うにした。なお、処理槽（F）には担体を入れず、処理

槽（C）～（E）の対照実験とした。 
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がある下水処理場が 164 ヶ所、20km 以内とすると

270ヶ所あった。また、50km以内に拡大すると 372ヶ

所となり下水放流口と上水取水口の位置関係が把握

されている下水処理場の約 86%となる。放流先河川で

の希釈・拡散等の流況にもよるが、下水処理場放流口

から近いところにある上水取水口では事故・災害時に

放流水が及ぼす影響の度合いを推定しておく必要が

ある。 

 

3.2 下水の簡易沈殿処理実験装置の作製 

 水質事故又は地震、水害等の異常時・災害時には、

下水処理場が被災し処理機能停止に陥ることが考え

られる。東日本大震災においても処理機能停止となっ

た処理場が多く見られ、中には機能停止が長期化した

処理場もみられた。応急復旧として簡易沈殿処理が行

われた。これまで、簡易沈殿処理による BOD、COD

等の有機物、大腸菌群数については調査データが見ら

れるが、有害物質の簡易沈殿処理おける処理特性につ

いては不明である。本研究では、実験的にデータ取得

することを目的とした実験装置を作製した。作製にあ

たり、実処理場の最初沈殿池、エアレーションタンク、

最終沈殿池の水面積負荷、沈殿時間、エアレーション

時間等の諸元は、下水道維持管理指針 5)を参考（表-3）

に設定した。作製した下水処理実験装置の諸元を表-4

に示す。今後は、実験装置全体を沈殿池とした場合の

簡易沈殿処理における微量化学物質の処理特性に関

するデータ取得を行う予定である。 

 

4. まとめ 

4.1 活性汚泥処理プロセスと微生物担体を用いた高

度処理プロセスにおける微量化学物質の除去特性 

 下水の二次処理水に LAS と NP を添加し、微生物

担体処理での除去と処理条件の関係を検討し、以下の

結果を得た。 

・DO が低い条件下において、LAS 除去率は 42～

80%、NP 除去率は 81～88%となり、これらの化学

物質が除去できる可能性が示された。 

・今回の実験結果からは、担体量を増加させること

で、LAS、NP が更に低減できるとは言えず、処理

条件の最適化に向けた更なる調査が必要である。 

・微生物叢解析の結果、滞留時間により微生物叢は

大きく変化するものであることがわかった。 

4.2 異常時・災害時の下水処理場での緊急対策手法

の検討 

・異常時・災害時に下水処理場が機能停止となった

場合を想定し、下水処理水の放流先への影響を考慮

し、下流にある上水取水口までの処理場を整理した

ところ、10km 以内に 164 ヶ所あることがわかっ

た。 

・簡易沈殿処理における微量化学物質の処理特性

の実験的データ取得を目的とした実験装置を作製

した。今後は、実下水を用いた簡易沈殿処理実験を

行う予定である。 
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「なお、本調査研究は、運営交付金（一般勘定）により実施されたものである。」 

 

表-3 実下水処理場の諸元 

 

表-4 下水処理実験装置の諸元 

 

最初沈殿池 曝気槽 最終沈殿池

35～70
（合流）

－

25～50
（分流）

－

3.0
（合流）

－

0.5以上
（合流・雨天）

－

1.5
（分流）

－

エアレーション時間
（h）

－ 6～8 －

水面積負荷

（m3/m2･d)
20～30

沈殿時間
（h）

－

最初沈殿池 曝気槽 最終沈殿池

水面積負荷 （m3/m2･d) 33 - 22

滞留時間 (h) 1.4 7.0 2.1

W (m) 0.15 0.15 0.15

L (m) 0.10 0.50 0.15

H (m) 1.96 1.95 1.94
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底層環境に着目した停滞性水域における水環境管理技術に関する研究（簡易的な藻類定性定

量方法の開発及び藻類増殖に関与する水質項目の影響評価） 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 
研究担当者：南山瑞彦、對馬育夫、武田文彦、 

金子陽輔 
 

 
【要旨】 
本研究では、湖沼・ダム貯水池の水質改善に向け、並列型高速塩基配列決定装置（次世代シーケンサー）を用

いた 16S rRNA遺伝子配列に基づく菌叢モニタリングに取り組んだ。また、マンガン添加・無添加の 4種のダム
湖水に対し藍藻類M. aeruginosaを用いて藻類生長試験を実施し、マンガン負荷による藻類生長の促進の有無につ

いて評価した。菌叢モニタリングでは、ダム湖水の菌叢は、地理的要因より水温等の影響を受け変化することが

示唆された。また、夏季に異臭等の水質問題が生じているダムでは、多様性が比較的高い菌叢になっていた。藻

類生長試験では、一部のダム湖水を用いた場合、マンガン添加によりM. aeruginosaの生長が促進されることが明

らかになった。 
キーワード：湖沼・ダム貯水池、水質改善、藻類モニタリング、藻類生長試験 
 

 
1．はじめに 
環境負荷増大による湖沼やダム貯水池の水質の悪

化が長らく問題となっている。生物多様性国家戦略

に基づいて、河川・湖沼などにおける水質の改善に

ついて「豊かな生態系の確保」の視点から調査が実

施されているが、湖沼における環境基準達成率は約

50％と低い水準で推移している。現在まで、流域に
おける流入負荷の削減の取り組みや湖沼底泥の浚渫

等様々な取り組みが行われているが、依然としてア

オコ・カビ臭発生等の問題は解決されていない。本

研究では、プログラム達成目標の一つである「流域

の水環境を的確・迅速に把握するための影響評価、

モニタリング手法の開発」達成のため、湖沼・ダム

貯水池などの停滞性水域を主な対象とし、底層の生

態系保全や底泥からの溶出物質による水質汚濁の抑

制を中心に対策手法の構築を目指す。研究の構成と

して、ラン藻や植物プランクトンの簡易的なモニタ

リング手法の開発とアオコ発生抑制手法の開発から

成っている。 
 
2．簡易的な藻類定性定量方法の開発 
2．1  研究背景 
気候変動に伴い、藻類の異常増殖の発生頻度の増

加が懸念されている。湖沼水質を把握する上で、藻

類等の植物プランクトンを定性・定量することは非

常に重要である。藻類の中にはカビ臭物質や毒性物

質を生産するものもあり、水の安全性確保の観点か

らも湖沼・ダム貯水池における藻類のモニタリング

は非常に重要である。従来、藻類モニタリングは、

光学顕微鏡を使用した検鏡による同定が行われてい

るが、同定には熟練した技術が必要で、対応できる

技術者も限られており、形態により判断しているた

め、形態が非常に似通った植物プランクトンは判断

が困難である場合がある。さらに、厳しい財政状況

や省力化の観点からも、効率的なモニタリング手法

の構築が急務となっている。したがって、本研究は

DNA塩基配列に基づく藻類モニタリング解析手法

の確立を目指し、ダム貯水池水質の維持管理に有効

な手法の開発に取り組んでいる。プログラム研究初

年度にあたる今年度は、ダム貯水池からサンプリン

グした水試料を用い、次世代シーケンサーを用いた

16S rRNA遺伝子配列に基づき微生物分類を行い、

分析方法の確認を行った。 
 

2．2  ダム貯水池におけるカビ臭、アオコの現状 
現在、国内のダム貯水池では地域に寄らず半数以

上のダム貯水池でカビ臭等による異臭味障害やアオ

コ等による景観障害が起こっている。また、曝気装

置等の水質保全施設を有しているダム貯水池におい

ても、これらの障害が引き続き生じている箇所が少
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なからず存在する。 
ダム貯水池において、カビ臭を引き起こす原因は、

主に、①ラン藻の湖水中での増殖、②ラン藻の底泥

での増殖、③放線菌の底泥での増殖/死滅があると考
えられる。①では、Anabaena属、Aphanizomenon属
が主に Geosmin を産生し、 Oscillatoria 属や

Phormidium 属が主に 2-MIB を産生する。②では、

Oscillatoria 属や Phormidium 属が主に 2-MIB を産生

する。大型の付着性ラン藻である Phormidium 

Tergestinum等は2-MIBを産生するとしてよく知られ
ている。③では、放線菌の代謝により 2-MIB や

Geosminを産生する。どちらも放出する種もいれば、
どちらかしか放出しない種もおり、環境因子により、

産生する成分や量が異なるという報告がある 1）。ま

た、嫌気条件下では死滅し、菌体内のカビ臭物質を

放出する。これら以外にも、カビそのものが増殖し、

カビ臭原因物質を産生していることも考えられる。 
アオコに関しては、アオコを構成する種はラン藻

と植物プランクトンに大別される。ラン藻では

Mycrocystis 属、Anabaena 属、Aphanizomenon 属、

Oscillatoria属、Planktothrix属等が原因で、植物プラ
ンクトンでは、珪藻である Synedra 属、Asterionella
属、Cyclotella属、 Melosira属、緑藻である Closterium
属、Pediastrum属、Scenedesmus属、Botryococcus属、
ユーグレナ藻である Trachelomonas 属、Euglena 属、
渦鞭毛藻である Peridinium属、Gymnodinium属、黄

緑色藻である Uroglena 属が原因で引き起こされる。 
 

2．3  実験方法 
本研究では、北海道にある 4箇所のダム貯水池（A

ダム、B ダム、C ダム、D ダムと表記）を対象に、

次世代シーケンサー（Miseq、Illumina）を用いた 16S 
rRNA 遺伝子配列に基づく微生物分類を行った（写

真 1）。湖水を採取した日を表 1に示す。採水はダム

サイト、湖心、上流で行い、表層、中層、底層の 3
箇所から採取した。本報告では、それぞれ採取した

サンプルを混合した代表サンプルの例を示す。 
 

 

写真 1 次世代シーケンサー（左：装置本体、右：検出基盤） 

表 1 湖水採水日（- はサンプルなし） 

Aダム Bダム Cダム Dダム

4月 2016/4/27 - - 2016/4/25
5月 2016/5/17 2016/5/24 2016/5/26 2016/5/23
6月 2016/6/8 2016/6/30 2016/6/22 2016/6/8
7月 2016/7/12 2016/7/19 2016/7/22 2016/7/13
8月 2016/8/3 2016/8/16 2016/8/29 -

9月 2016/9/20 2016/9/20 2016/9/15 2016/9/14
2016/9/28

10月 2016/10/12 2016/10/24 2016/10/18 2016/10/12
11月 2016/11/21 2016/11/8 2016/11/15 2016/11/1
12月 2016/12/1 - - -
1月 2017/1/18 2017/1/25 2017/1/24 2017/1/17
2月 - - - 2017/2/2  

 
ダム湖水 2Lを遠心分離で 50 mLにまで濃縮し、

懸濁したものからExtrap Soil DNA Kit Plus ver.2(日鉄
住金環境)を用いてDNAを抽出した。抽出した DNA
を鋳型として真正細菌の 16S rRNA遺伝子領域を標

的としたプライマー(S – D – Bact – 0341 – b – S - 17
および S – D – Bact – 0785 – a – A - 21)にオーバーハ
ングアダプター配列を付加したものを用い、PCR増
幅を行った。PCR 反応条件は初期変性を 95℃で 3
分行った後、95℃で 30秒、55℃で 30秒、72℃で 30
秒のサイクルを 25 サイクル行った。PCR 増幅産物

は AMPure XP kit(Beckman Coulter Genomics)を用い
て精製した。DNAシーケンシングにはMiseq reagent 
Kit v3(600サイクル、Illumina)を用い、塩基配列を決
定した。解析で得た各リードの塩基配列のキメラ

チェックはUSEARCHを用い、Operational Taxonomic 
Unit (OTU)-picking およびクラスター解析は QIIME
を用い、97％以上の相同性を持つ配列を OTU とし

た。各 OTUの同定にはGreengenesデータベース ver. 
13_8をリファレンスとした。 
 
2．4  結果と考察 
標的とする 16S rRNA遺伝子V3-V4領域について、

各サンプルにつき 10 万～30 万リードの塩基配列を
明らかにした。α 多様性解析の結果、各ダムサンプ

ルから検出された OTU は、各ダムの年間平均を比

較した場合、Dダムにおいて若干（約 10%）高かっ
たのみで、ダム間における差はほとんどなかった（図

1上）。サンプリング採取月で α多様性を比較した場
合、水温が高くなる 8 月、9 月で高くなり、冬季か
ら春季にかけて種類が減少していき、夏季の 20%程
度まで種の選択が起こることが示された（図 1中）。

サンプル別で α多様性を比較した場合、高い α多様
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 ダム湖水として、2．3で用いた A～Dダム（2016
年 9月採水）を試験に供した。それぞれ採水場所は
水面から 0.5 mとした。水質項目として T-N、T-P、
NH4-N、NOx-N(NO2-NとNO3-Nの総和)、PO4-P、T-Fe、
D-Fe、T-Mn、D-Mn、DOCを測定した。これらの湖
沼水は藻類培養試験に供するまで 4℃暗所で保管し
た。 
 
3．2．2 藻類生長試験 
 供試藻類として藍藻類Microcystis aeruginosaを用

いた。M. aeruginosaの継代培養には富栄養培地であ

る CB培地を使用した。 
オートクレーブで加熱滅菌（121℃、15 分）した

50 mL三角フラスコに対し、0.22 µmポアサイズのメ

ンブレンフィルターでろ過滅菌した上記 4種のダム
湖沼水を 30mL 分注した。それぞれのダム湖水に対
し、マンガン添加・無添加系を用意し、マンガン添

加系には溶存態マンガン濃度が 30 µg/L 上昇するよ
うにMnCl2・4H2Oを添加した。この濃度は CB培地
におけるマンガン濃度を参考に決定した。 
マンガン添加・無添加の各ダム湖水に対し、初期

細 胞 濃 度 が 1.0 × 104 cells/mL と な る よ う

M.aeruginosa を接種した。培養条件は光強度 40 
µmol/m2/s 明暗 12 時間周期、25±1℃、90 rpm 回転

振とうとし、人工気象機内で単藻培養した。各培養

系はいずれも 4連とした。培養開始から 3日あるい
は 4日おきに細胞濃度を測定した。これらの条件は
Algal Growth Potential（AGP）試験 4)を参考にした。

各培養系において、AGP試験 4)に基づき 1日あたり
の平均細胞濃度増加率が 5%未満となった場合に培
養を終了した。マンガン添加・無添加における最大

細胞濃度について、有意差の有無を t 検定（有意水
準α=0.05）により評価した。 
 
3．3  結果と考察 
3．3．1 ダム湖沼水の水質 
各水質項目を表 2 に示す。全般的に、A ダム、D

ダムはBダムやCダムに比べて各水質項目の濃度が
高い傾向にあることが分かった。 
 
3．3．2 マンガン添加がダム湖沼水での藻類生長

に及ぼす影響 
図 5に各ダム湖水におけるマンガン添加・無添加

時のM. aeruginosaの生長曲線を示す。Cダムの水で
は、マンガン添加系の方が培養開始時から生長速度

が大きく、最大細胞濃度も有意に増大した。A ダム

の水では培養開始から 7日目まではマンガン添加系
の方が細胞濃度が高く、マンガン添加により初期の

生長速度が増加した。一方、最大細胞濃度はマンガ

ン無添加系の方が有意に大きかった。B ダム、D ダ

ムの水ではマンガン添加の有無に関係なくほぼ同じ

生長曲線を描いたが、最大細胞濃度は Bダムではわ
ずかながらマンガン無添加の方が有意に高く、D ダ

ムではマンガン添加・無添加系で同等となった。 
結果として、Aダムと Cダムの水ではマンガン添

加によるM. aeruginosaの生長が促進され、Bダムと
D ダムでは促進しないことが確認された。表 2に示

した各水質項目をみると、例えば Aダムの水はD-Fe、
D-Mn いずれも他のダム湖水より高い傾向にもある

にもかかわらず Mn 添加による生長促進が確認され、
一方でそれらの濃度が最も低い BダムではMn添加
による生長促進がないなど、一貫性のある傾向が見

られなかった。本研究では既往の研究 3)を参考に鉄

とマンガンの関係に着目して評価を行ったが、マン

ガン存在下において摂取能力が向上する微量金属は

鉄以外にもあると推定され、その微量金属の解明と

ダム湖水中の濃度測定が重要であると考えられた。

また、A ダムの水ではマンガン添加系の方が最大細

胞濃度が低下し、見かけ上はマンガン添加により生

長が阻害された。既往の知見や土木研究所の先行研

究ではこれまでにそのような事例はなく、原因は不

明である。今後も知見を収集し、そのメカニズムに

ついて検討する予定である。 
 これまでマンガンは水質管理、富栄養化対策とし

て重要視されてこなかったが、本研究成果によりア

オコ形成メカニズム解明、富栄養化抑制においてマ

ンガンのような微量金属の挙動の把握・制御も重要

な一因子となりうることが示唆された。 
 
3．4  結論と今後の予定 
本研究ではマンガン添加・無添加の 4種のダム湖

水に対し藍藻類 M. aeruginosa を用いて藻類生長試

験を実施した。その結果、一部のダム湖沼水ではマ

ンガン添加により M. aeruginosa の生長が促進され

ることが明らかになった。 
今後は同ダム湖での繰り返し試験や他ダム湖水を

用いて同様の実験を行い情報を蓄積し、実環境にお

ける藻類生長やアオコ形成に及ぼすマンガンの影響

についてより詳細に評価する予定である。 
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気候変動による停滞性水域の熱・物質循環と水質環境への影響評価と適応策に関する研究（気

候変動にともなう流域からダム貯水池・湖沼に流入する土砂量・栄養塩負荷量の変化の把握、

ダム貯水池・湖沼の水質予測手法の構築と水質への影響評価） 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：南山瑞彦、平山孝浩、對馬育夫、

金子陽輔 

担当チーム：水工研究グループ（水理） 

研究担当者：石神孝之、櫻井寿之、中西哲 

 

【要旨】 

本研究では、気候変動による気温、降水量の変化がダム貯水池の水質、濁質に与える影響についての将来的な予

測に取り組んだ。計画初年度である今年度は、東北地方にある御所ダムを対象に、水質変動予測モデルを構築し、

現在気候および将来気候６ケースの全７ケースについて、20年間の水質予測シミュレーションを行った。主な結

果として、放射強制力の変化が大きいシナリオほど、底層の貧酸素化が進行する傾向が確認されたが、降雨パター

ンによっては、貯水池内部の温度成層を破壊するため、底層の貧酸素化が抑制される傾向も確認された。今後は、

本研究で構築した水質変動予測モデルの精度向上に資する検討を行うとともに、気候変動に対応する適応策の評

価に関する検討等を行う予定である。 

キーワード：地球温暖化、湖沼、貯水池、水質変動予測モデル、水質保全 

 

 

 

1．はじめに  

地球温暖化が水環境に与える影響は徐々に顕在化

しており、現在における全ての温室効果ガス排出とそ

の他の強制力因子は、今後数十年にわたる気候変動の

速度及び程度に影響を及ぼすと報告されている 1)。そ

のため、温暖化影響の緩和策とともに適応策の検討が

重要であり、精度の高い影響予測に基づく適応策の評

価と、その実施に向けた取組が必要となっている。平

成 27年 11月、「気候変動の影響への適応計画 2)」が閣

議決定され、これに伴い、国土交通省が「国土交通省

気候変動適応計画 3)」を公表し、実施予定の適応策に

ついて整理した。気候変動による地球温暖化が生じる

場合、気温上昇に伴う表層水温の上昇、湖沼の温度分

布の変化、生物反応や物理化学反応速度の変化、降雨

量や降雨パターンの変化に伴う湖沼流入負荷量や水

量の変化が予想されるが、気候変動に伴う湖沼の水質

変化を定量的に示した研究は少ない。 
これまで土木研究所では、本課題の先行研究にあた

る『地球環境の変化が河川湖沼水質に及ぼす影響に関

する調査(H21～H25)』の中で、地球温暖化に伴う水温
の上昇が湖沼における NO3

-の上昇、藻類種の変化(珪
藻→藍藻)を引き起こす可能性を、1Box モデルを作成

することにより導き出した。しかしながら、将来の降

雨パターンを検討するには、より詳細な検討ができる

水質モデルを利用する必要がある。本研究では、水環

境における地球温暖化の影響予測の精度向上を目指

し、流域における適応策とその効果、優先度を評価す

ることを目的とし、地球温暖化が湖沼や貯水池等の水

環境に与える影響とその適応策について検討する。 
  今年度は、東北地方に位置する御所ダムを検討対象
とし、気候変動による気温、降水量の変化がダム貯水

池の水質、濁質に与える影響について検討した。 
 

2．検討ダムの選定および各種パラメータの設定 

2．1  検討ダムの選定  

気候変動の影響が大きいと考えられる東北地方の

国土交通省管理の 18ダム貯水池から、ダムの諸元・地
形条件・流域状況・水質障害の発生状況を基に、「現在

水質障害が生じていないダム」、「10年以上前に竣工さ
れたダム」に着目し、1 次選定を実施し、浅瀬石川ダ
ム、御所ダム、四十四田ダム、湯田ダム、七ヶ宿ダム、

玉川ダム、月山ダム、白川ダム、摺上川ダムの 9ダム
を選定した。次いで、ダムフォローアップ資料等に記

載されている貯水池や下流河川の水質を確認し、「気
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図 11 予測シナリオ毎の月別流入量の比較 

 

 
図 12 予測シナリオ毎の年間総流入量の平均値 

 

 

4．2  利水計算 

各予測シナリオの月平均貯水位の比較を図 13 に示

す。3 月-5 月にかけての月平均貯水位は、高位のシナ
リオほど貯水位が低くなっていることがわかる。これ

は、融雪前に低下させた貯水位が、融雪量が減少した

ため、十分に回復できなかったためと考えられる。ま

た、8月-12月の平均貯水位は概ね同程度であり、どの
予測シナリオにおいても現行の貯水位運用を行うだ

けの流入量があると考えられた。 
 
 

 

図 13 気候変動シナリオ毎の月平均貯水位の比較 

 

 

 

4．3  流入水質データ 

各気候変動シナリオから算出した気象データとダ

ム流入量より、流入水温、流入 DO、L-Q式およびUSLE
式により、各予測シナリオにおける流入 SS、TN、TP
の時系列データを作成した。流入水温は、気温との相

関で算出されていることから、月別や年平均の変動の

傾向は気温と同様であった。平均流入水温は、

RCP2.6_C1～RCP6.0_C1 では 0.5-1°C 程度の上昇であ

り、RCP8.5_C1～C3では 2-3°C上昇していた。月別流
入 SS は、高位のシナリオにおいて融雪期で流入量が

少なくなることから、高位のシナリオほど流入 SS は

低下していた（図 14）。流入 DO は、高位シナリオほ

ど低下していた。気温が上昇すると流入 DO濃度が低

下するためであると考えられる。平均流入 DO は、

RCP2.6_C1～RCP6.0_C1 では 0.1-0.3 mg/L 程度の低下
であり、RCP8.5_C1～C3では 0.5-0.6 mg/L低下してい
た。流入 TP、TNは、SSと同様に高位のシナリオにお
いて融雪期で流入量が少なくなることから、融雪期で

シナリオ毎のバラつきが大きく、高位のシナリオほど

少なくなる傾向が見られた。 

 
 

5．水質変化予測 

5．1  水温 

各シナリオにおける年平均水温と月平均水温の最

大値・最小値の比較を図 15に示す。貯水池水温の上昇

は、気温・流入水温の上昇の傾向と同様の変動を示し

ていた。表層の年平均水温は現在気候と比較し、

RCP2.6シナリオで 0.8°C、RCP4.5と RCP6.0で 1.3°C、
RCP8.5_C1～C3で 2.9-3.5°Cの上昇が見られた。 
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も 0.9 mg/L となっていた。RCP6.0 シナリオでは、気
温上昇よりも出水頻度の増加によって貧酸素化が生

じにくくなっていると考えられる。 
 

 

 
図 18 年最小 DO濃度の平均値・最大値・最小値の比較 

 
5．4  クロロフィル a 

各シナリオにおける平均クロロフィル a濃度と月平
均クロロフィル aの最大値・最小値の比較では、各シ
ナリオとも概ね同程度の値を示していた。 
 
6．気候変動が水質変化現象に与える影響 

6．1  温水放流 

気温上昇に伴う温水放流の発生状況を把握するた

め、シナリオ毎の温水放流日数を計算した。温水放流

日数の定義として、現在気候の流入水温をベースに 20
年間の日々の流入水温の最大値と最小値を変動範囲

として設定し、最大値を上回る日数をカウントした。

シナリオ毎の年間温水放流日数の平均値・最大値・最

小値の比較を図 19に示す。年間の温水放流日数は、気

温上昇が大きいシナリオほど、日数が多くなる傾向が

みられ、RCP2.6～6.0 で現在気候の 2 倍程度に増加す
ると予想された。 

 

図 19 各シナリオにおける年間温水放流日数の平均

値・最大値・最小値の比較 

6．2  貧酸素化 

貧酸素化の傾向を把握するために、各シナリオにお

いて、下層 DO濃度が 2.0 mg/L以下の日数をカウント
した（図 20）。下層 DO濃度が 2.0 mg/L以下の発生日
数の平均値・最大値・最小値の比較を図 20に示す。下

層 DO 濃度が 2.0 mg/L 以下になる日数の最大値は、

RCP2.6、RCP6.0では 12日であるのに対し、RCP4.5で
50 日と比較的大きかった。RCP4.5 では出水頻度が高
い RCP6.0 よりも成層が破壊される頻度が少なく、鉛
直混合が生じにくく、貧酸素化が生じやすいためと考

えられた。また、貧酸素化が生じやすいのは、8月、9
月であり、それ以外の月では、ほとんど貧酸素化は生

じないという結果であった。 

 
図 20 下層 DO濃度 2.0mg/L以下の年間発生日数の平

均値・最大値・最小値の比較 

 
6．3  濁水長期化 

濁水長期化の傾向を把握するため、各シナリオの放

流 SS 濃度が 10 mg/L 以上の日数をカウントした。放
流 SS濃度 10 mg/L以上の年間日数の平均値・最大値・
最小値の比較を図 21 に示す。年間の平均発生日数を

見ると、RCP6.0 では現在気候の 2 倍程度発生日数が
増加しているが、他のシナリオは現在気候の変動幅と

概ねにおいて同程度であった。 
 

 
図 21 放流 SS濃度 10 mg/L以上の年間発生日数の平

均値・最大値・最小値の比較 
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（土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた土砂

管理技術の開発） 

土砂供給に伴う河川環境影響評価およびダムからの土砂供給技術の運用手法に関する研究 

 

 

 

担当チーム： 水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：南山瑞彦、武田文彦、真野浩行 

 

【要旨】 

国土形成計画等において、山地から海岸までの一貫した総合的な土砂管理の推進等が謳われており、これらを

推進していくためには、土砂動態のモニタリング、環境影響評価、対策技術を統合した流砂系における持続可能

な土砂管理システムの構築が求められている。 

本研究では、土砂供給による河川水質への応答特性を把握するとともに、評価対象項目に関する毒性情報の収

集や生物試験の実施により、生態リスク評価を目的とした。2016 年度では、金属類 4 物質を対象として、ダム

底質の溶出試験結果をもとに土砂供給時の河川水中の濃度を推定し、既報の有害性の文献情報から導出した有害

性評価値と比較することで、土砂供給に伴う対象金属類による生物影響の可能性を評価することを試みた。評価

結果から、対象金属類 4物質による生物影響の可能性が低いことが示された。 

  

キーワード：土砂動態、急性毒性、生態リスク、曝露評価 

 

 

1．はじめに   

河道改修やダムの建設といった流域の開発や治山・砂

防による山地の安定によって、河川を流下する土砂の量

が減少している、いわゆるhungry waterの状態となっ

ている 1)。流下土砂量の減少により、河川では河床低下

による横断形状の二極化や沖積層の減少による岩盤の露

出が顕在化し、河川内構造物への影響や瀬・淵といった

河川が本来持つリーチスケールの微地形の減少などが懸

念されている。また、沿岸域では供給土砂量の減少によ

る海浜の後退など、土砂成分の減少は河川・沿岸域で問

題となっている。一方、ダムや堰などの河川横断構造物

では、流下土砂の分断化による堆砂問題が進行している。

このように流域全体を俯瞰すると、土砂量が過剰な箇所

と窮乏している箇所が局在化するアンバランスな状態と

なっている。 

このような背景を受け、平成 20 年に策定された国土

形成計画では、「総合的な土砂管理の取り組みの推進（以

下、総合土砂管理）」、いわゆる流域一貫の土砂管理の必

要性が謳われ、その解決策として土砂動態のモニタリン

グ、環境影響評価、対策技術を統合した流砂系における

持続可能な土砂管理システムの構築が求められている 2)。 

しかし、現状としては総合土砂管理を実施するための

総合的な手段や手引きなどは策定されていない。この理

由について、山本 3)は総合土砂管理の困難さについて、5

つの理由を挙げて説明している。①土砂動態に関する経

験的・科学的知見の不足と不確実性。②全体と部分の不

調和。③総合土砂管理計画に関わる計画（調整）主体の

不在。④受益と負担の調整の困難性。⑤流域計画の不在。

中でも①の理由は、総合土砂管理の根幹に関わる問題で

ある。河川における土砂動態は主に実験室レベルで蓄え

られた知見をもとに、数値計算の技術を現地に適用して

将来を予測するものである。しかし、河道内の土砂動態

や流入土砂量といった境界条件は不確実性を大いに伴う。

そのため、これらの要因についての検証等が必要である。 

また、②の理由は、ダム、河川や沿岸域といった個別

の部分空間が持つ特性と利用形態が各々異なるために生

じる問題である。河川環境まで目を広げると、一般的な

土砂動態の予測の空間スケールと環境を評価するための
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空間スケールが大きく異なることが挙げられる。概して、

土砂動態の空間スケールが大きいのに対して、環境を評

価するための空間スケールは小さくなる。この空間ス

ケールのギャップもまた全体と部分の不調和に含められ

るだろう。 

上記の総合土砂管理の困難性に鑑み、本研究では以下

の三つの点に着目し、研究を実施する。一つ目は、ダム

建設により土砂供給が激減した河川を対象とした土砂供

給による河床変動予測技術の開発である。二つ目は、土

砂供給に伴うダム下流の陸域および水域のレスポンスの

解明である。三つ目は、置土などに含まれる、河川生態

系へ影響を及ぼすおそれがある重金属性物質の安全性の

検討である。これらのうち、本報告書では、三つ目の項

目について、本年度実施した研究内容を報告する。 

 

2．背景 

ダムの維持管理において、ダム貯水池に堆積する土砂

は大きな問題の１つであり、さまざまな排砂の方法が検

討・実施されている３）。排砂の方法として、採取した土

砂をダムの下流の河川に投入する場合、投入された土砂

は河川の土砂地形環境や生物相を改善させる正の効果が

期待される。一方で、投入した土砂には、ダム貯水池に

堆積した後に吸着した化学物質が含まれるため、ダム下

流の河川に投入された土砂から溶出した化学物質が、そ

の河川に生息する生物に影響する可能性が考えられる。

そのため、土砂をダム下流の河川に投入する際には、供

給土砂から溶出した化学物質による水生生物への影響の

可能性を評価する必要がある。また、供給した土砂によ

り、溶存酸素や濁度などの河川の水質項目が変化するこ

とで、河川に生息する水生生物に影響を与えることが考

えられる。本研究課題では、土砂供給により水質等に与

える影響項目（金属類、貧酸素等）について、室内外の

試験等により河川水質への応答特性を把握するとともに、

評価対象種について影響項目に関する毒性情報の収集や

生物試験を実施することにより、生態影響評価を行い、

土砂供給に伴う水域環境のレスポンスの解明と予測・評

価技術の開発を目的とする。 
本年度は、矢作ダムを対象として、矢作ダムの底質か

ら溶出する金属類による水生生物への影響の可能性を評

価する方法について検討した。矢作川の上流にある矢作

ダム貯水池では、これまでに豪雨時に大量の土砂が流入

してきており、治水や利水機能への影響が懸念されてい

る４）。そのため、ダム貯水池に堆積する土砂をダム下流

の矢作川に排砂することで、滞積する土砂を管理するた

めの検討が進められている５）。ダム貯水池内の土砂をダ

ム下流の河川に排出する際の、土砂供給による水質変化

が水生生物に与える影響の可能性が検討されている。こ

の検討では、供給土砂に含まれる化学物質の含有量調査

の結果に基づいて、化学物質の河川水中濃度を推定し、

対象化学物質による生物影響の可能性が評価されている。

この評価では、底質中に含まれる化学物質の全量が河川

水中に溶出することを仮定し、河川水中濃度を推定して

いる。しかしながら、底質中に含まれるすべての量の化

学物質が河川水に溶出するわけではない。河川水中濃度

を過大に推定することで、水生生物への化学物質が影響

する可能性が過大に評価されていることが考えられる。

より現実的な評価を行う上で、対象とする化学物質の溶

出量を測定し、その結果に基づいて土砂供給時の河川水

中濃度を推定し、水生生物への影響の可能性を評価する

必要がある。 
本研究では、矢作ダム貯水池の底質を採取し、金属類

についてダム底質の溶出試験を実施した。その結果をも

とに土砂供給時の河川水中の濃度を推定し、既報の有害

性の文献情報から導出した有害性評価値と比較すること

で、土砂供給に伴う金属類による生物影響の可能性の評

価を試みた。 
 

3 材料と方法 

3.1  矢作ダム底質の採取と乾燥減量の分析 

本研究では、矢作ダムを対象とした。矢作ダムは愛知

県と岐阜県にまたがり、矢作川の上流部に建設されたダ

ムである。矢作ダムの上流3.5km付近のダム貯水池にお

いて、2016年11月2日に、エグマンバージを用いて底

質を採取した（図1）。ダム貯水池の底質が河川に供給さ

れた時の河川水中濃度を推定するために、底質調査方法

に従って、採取した底質の含水率を測定した。 

3.2  底質からの金属類溶出試験 

矢作ダム貯水池から採取した底質から溶出する金属類

の量を調査するために、溶出試験を実施した。本研究で

は、溶出試験の溶媒として、矢作ダム貯水池の水を使用

した。なお、矢作ダム貯水池の水は、2016年11月2日

に矢作ダム貯水池中心の表層で採取した。 

ダム貯水池の水を溶媒に用いた溶出試験は、環境庁告

示第46号６）を参考に実施した。環境庁告示第46号で提

示されている分析方法では底質試料と溶媒との重量体積

比を10％として溶出試験を実施するが、本研究では、重

量体積比と溶出量の関係を調査するために、重量体積比

を表1に示すとおり5通り設定した。また、溶媒のみの
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処理区をブランクとして設定した。重量体積比ごとに繰

り返しを 3 回、合計 15 回の溶出試験を実施した。試験

後に、検液を前処理し、亜鉛、マンガン、鉛、ヒ素の検

液中濃度を ICP-MSにより定量した。 
3.3 底質からの金属類溶出量の算出 

 溶出試験結果から、底質から溶媒に溶出した金属量を

以下の式から算出した。 

 
検液中の濃度がブランク濃度を下回っていた場合、溶出

量を0とした。求めた溶出量を底質乾燥重量で割り、底

質乾燥重量あたりの溶出量（μg/g・Dry Solid）を求めた。 
3.4 ダム底質から溶出した金属類による生物影響の可

能性の評価 

溶出試験で対象とした金属類について、ダム貯水池の

底質の溶出試験結果をもとに土砂供給時の河川水中の濃

度を推定し、既報の有害性の文献情報から導出した有害

性評価値と比較することで、土砂供給に伴う金属類によ

る生物影響の可能性の評価を試みた。 
3.4.1 河川水中濃度の推定 

平成 28 年度に実施された給砂実験において投入した

土砂量と河川流量、およびダム貯水池の底質の溶出試験

から得られた溶出量に基づいて、土砂供給後の河川水中

の金属類濃度を推計した。 

 平成 28 年度矢作川水系総合土砂管理検討委員会資料
５）を参考に、河川流量と土砂量および土砂の比重から土

砂濃度を算定し、これに各金属量を乗ずることで、各金

属類の水中濃度を算出した。給砂実験での投入土砂量は

0.14 m3/sで河川流量は177.9 m3/sと報告されている。

また、土砂の比重として、間隙水を含む一般的な土砂の

単位体積重量1.6 t/m3を採用し、土砂濃度を以下の式の通

り算定した。 

 
また、乾燥土砂濃度を以下の式の通り算出した。 

 

算出した乾燥土砂濃度に乾燥底質重量あたりの溶出量を

乗ずることで、河川水中濃度（μg/L）を推計した。 

3.4.2 有害性評価値の導出 

ダム下流の河川に供給したダム貯水池の底質から溶出

する金属類について、生物影響の可能性を評価するため

に、既存の文献情報をもとに、対象金属類の有害性評価

値を導出した。 
有害性の評価にあたり、本研究では、矢作川に生息す

る生物を考慮して、水生生物保全の環境基準の水域類型

に基づいて有害性評価を実施した。矢作ダム下流の矢作

川は、比較的高温の水域を好む生物が生息するB型の水

域類型とされている。そのため、有害性評価を実施する

場合、この類型の水域に生息する生物を対象とすること

が望ましい。そこで、既報の対象金属類の毒性情報を用

いて、水生生物保全に係る水質目標値の導出方法７）を参

考に、淡水域の生物B類型の河川に対する有害性評価値

を導出した。 

水生生物保全に係る水質目標値は、水生生物の個体群

の存続への影響を防止することを目指して設定するため、

長期間で引き起こる生物の繁殖等への慢性的な毒性に着

目している。一方で、土砂供給による水質の変化は比較

的短時間で生じると考えられるため、本研究では、短時

間で引きおこる水生生物の影響に着目し、有害性の評価

図 1 矢作ダム貯水池の図（中部地方整備局より提

供いただいた図を修正）ダム堤体および底質を採

取した矢作ダムの上流3.5kmを実線示す

重量体積比
（％）

試料（g-dry） 溶媒（mL）

3 15 500

5 25 500

10 50 500

20 100 500

25 125 500

表1 重量体積比、底質試料量と溶媒量
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を実施する必要がある。そこで本研究では、比較的短時

間に生じる水生生物個体の生存にかかわる影響を防止す

る観点から有害性評価値を設定することとし、生物の生

存等への急性的な毒性に着目した。 

図 2 で示すフローに従い、有害性評価値を導出した。

以下に有害性評価値の導出方法を簡潔に説明する。矢作

ダム下流の矢作川の水生生物の保全に係る水質環境基準

の水域類型はB類型と指定されていることから、B類型

の魚介類と餌生物の生存等への急性毒性値（半数致死濃

度や半数影響濃度等）を収集した８，９，１０，１１）。魚介類と

して、日本の淡水域に生息し、漁獲・放流あるいは養殖

の対象となっている魚介類（魚類、甲殻類、貝類、藻類

など）、および、元来わが国に生息する水生生物で、かつ、

通常の実験等に供される水生生物種（例：化審法、農薬

取引法およびOECD TGの推奨種であるメダカ）を対象

とした。また、餌生物として、日本の淡水域に生息して

いる全ての生物のうち、上記魚介類を除く生物、および、

魚介類に該当する生物の同属種、または通常に実験など

に供される魚類以外の種類（例：化審法、農薬取引法、

OECD TGの推奨種）を対象とした。その他、魚介類お

よび餌生物の両グループについて、矢作川に生息する生

物種と同属の生物種を対象に急性毒性値を収集した。ま

た、上記の生物について、繁殖または成長への慢性毒性

値（無影響濃度）も収集した。本研究では、急性毒性に

着目するため、収集した慢性毒性値は、係数「10」をか

けることで急性毒性の推定値とした。 

収集した毒性値について、魚介類では、まず、種別の

急性毒性濃度を算出した。種ごとに複数の急性毒性値が

あった場合、最小の毒性値を急性毒性濃度とした。また、

種別急性毒性濃度が当該水域の代表種のみであった場合、 
ほかの生物種との感受性の相違（種比）として、係数「10」

をかけて魚介類の急性毒性導出値とした。 

餌生物では、属別の急性毒性濃度を算出した。属ごと

に複数の急性毒性値があった場合、属別の幾何平均値を

求め、急性毒性濃度とした。その際に、慢性毒性値から

求めた急性毒性値と急性毒性試験から求められた急性毒

性値が存在していた場合、急性毒性試験から求めた値を

優先し、慢性毒性値から求めた急性毒性値を幾何平均の

計算から除いた。次に、属別の急性影響濃度の最小値を

餌生物の急性毒性導出値とした。その際に、慢性毒性値

から求めた急性影響濃度と急性毒性試験から求められた

急性影響濃度が存在していた場合、急性毒性試験から求

めた急性影響濃度を優先した。上記で求めた魚介類の急

性影響導出値と餌生物の急性影響導出値を比較し、小さ

い値を水域B類型の有害性評価値とした。 
3.4.3 生物影響の可能性の判定 

ハザード比を用いて、ダム底質から溶出した金属類に

よる生物影響の可能性を判定した。ハザード比は河川水

中濃度の推定値を有害性評価値で除して求められる１２）。

この判定方法ではハザード比の値がある一定の基準値を

上回っているかどうかで各化学物質のリスクの有無を明

確化できる利点がある。本研究では、ハザード比が1を
超えた金属類を生物に影響する可能性のある物質として

判定した。 

4  結果 

4.1  乾燥減量と溶出試験 

乾燥減量の分析により、採取したダム底質の含水率は 
71.8%であった。また、図 3 に、溶出試験結果から得ら

れたダム底質の乾燥重量当たりの溶出量を示す。亜鉛は

重量体積比にかかわらず、乾燥重量あたりの溶出量は

0.04 µg/g・dry solid程度であった。鉛は重量体積比が3％

から 5％に増加するとともに乾燥重量当たりの溶出量が

増加し、その後、頭打ちとなる傾向を示した。ヒ素は重

量体積比が 3％から 5％に増加するとともに底質の乾燥

重量当たりの溶出量が増加した後、重量体積比の増加と

ともに底質の乾燥重量当たりの溶出量は減少した。また、

マンガンは、重量体積比とともに、底質の乾燥重量当た

りの溶出量が低下した。 

4.2  河川水中の金属類濃度 

ブランクとして用いたダム貯水池水中の金属類濃度と

溶出試験結果に基づいて推定した河川水中の金属類濃度

を図4に示す。溶出試験結果に基づいて推定した亜鉛、 

図 2 有害性評価値の導出フロー
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a）亜鉛 ｂ）鉛

c）ヒ素 d）マンガン

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

3 5 10 20 25

乾
燥
重
量
あ
た
り
の
溶
出
量

重量体積比（％）

0

0.005

0.01

0.015

0.02

0.025

3 5 10 20 25

乾
燥
重
量
あ
た
り
の
溶
出
量

重量体積比（％）

0

0.005

0.01

0.015

0.02

0.025

3 5 10 20 25

乾
燥
重
量
あ
た
り
の
溶
出
量

重量体積比（％）

0

0.5

1

1.5

3 5 10 20 25

乾
燥
重
量
あ
た
り
の
溶
出
量

重量体積比（％）

µg/g・dry solid µg/g・dry solid

µg/g・dry solid µg/g・dry solid

図 3 ダム底質の溶出試験結果から求めた底質の乾燥重量あたりの溶出量（µg/g・dry solid）
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された。この値は、本研究で実施した溶出試験で設定し

た重量体積比の範囲よりも小さい値であった。土砂が供

給された時のマンガンの河川水中濃度は重量体積比が小

さいほど高い値を示した。この結果から、給砂実験での

重量体積比のもとで土砂が供給される時の河川水中濃度

の推定値は、本研究で推定した河川水中濃度の最大値よ

りも高くなる可能性が考えられる。そのため、より小さ

い重量体積比でマンガンの溶出試験を行い、河川水中濃

度を推定した後に、生物影響の可能性を評価する必要が

ある。 
さらに、本研究では、河川水中濃度の推計において、

乾燥土砂濃度を求める際に、ダム貯水池内で採取した底

質の含水率を用いて計算を行った。実際に、ダム下流の

河川に排出する底質は、排出前に、長期間、置土される

ことが考えられる。置土の期間中に底質の脱水が起こり、

含水率が本研究で採用された値よりも低くなる場合、河

川水中に投入される土砂濃度が高くなり、その結果、置

土した底質を投入した時の河川水中の金属類の濃度は、

本研究で推定した値よりも高くなる可能性がある。その

ため、今後、より詳細な金属類の生態影響の可能性を評

価するために、置土したときの底質の含水率に基づいて

河川濃度の推計する必要がある。 

本研究では、既報の金属類の有害性データを用いて、

有害性の評価を実施した。評価対象となる河川には、そ

の河川特有の生物が生息している可能性がある。そのた

め、今後、河川特有の水生生物を考慮した有害性評価を

検討する必要がある。さらに、金属類の毒性は溶存有機

物や pH、カチオン等の水質によって影響することが報

告されている１３）。そのため、金属の毒性を適切に評価す

るために、今後、水質を考慮した有害性評価を検討する

必要がある。 

 5．まとめ 

本研究では、金属類4物質を対象として、ダム底質の

溶出試験結果をもとに土砂供給時の河川水中の濃度を推

定し、既報の有害性の文献情報から導出した有害性評価

値と比較することで、土砂供給に伴う対象金属類による

生物影響の可能性の評価を試みた。その結果、対象金属

類4物質による生物影響の可能性が低いことが示された。 
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生物応答手法を用いた下水処理水の評価の高度化に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 

研究期間：平26～平30 

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：南山瑞彦、北村友一、真野浩行、 

武田文彦、小森行也 

 

【要旨】 

わが国でも生物応答に基づく排水管理の導入が検討されており、下水道においても下水の生物影響に関する知見の収

集が求められている。下水処理による生物影響削減能力は処理方法によって異なる可能性が考えられるが、わが国では

そのような評価を行った事例は見られない。そこで本研究では標準活性汚泥処理法、オキシデーションディッチ法（以

下OD法）、嫌気好気ろ床法を採用する下水処理場において、処理前後の下水試料を用いて藻類生長阻害試験を実施し、

生物影響削減効果を比較した。標準活性汚泥処理法、OD法では影響を削減できたが、嫌気好気ろ床法では削減できな

いなど、処理方式により削減能力が異なることが示された。 

キーワード：全排水毒性（WET）試験、下水処理、生物影響、ムレミカヅキモ 

 

 

１． はじめに 

 わが国の下水道処理人口普及率は平成 28 年で約

78%1)に達しており、下水道には生活あるいは産業由来

の多種多様な化学物質が流入していると考えられる。

下水中に含まれる化学物質は下水処理プロセスを経て

水環境中へと放流されるが、下水処理は必ずしも全て

の化学物質を処理対象としているわけではない。生物

難分解性有機物など一部の化学物質は除去しきれずに

処理水中に微量に残存する可能性があり、それらの残

存微量化学物質が水生生物に何らかの影響を及ぼすこ

とが懸念される。よって下水の生物影響に関する知見

の収集は重要課題であると考えられる。 

Zhang ら 2)は中国の下水処理場において、回分式活

性汚泥法、担体投入活性汚泥法、標準活性汚泥法を導

入した処理場で得た生物処理前後の下水の生物影響に

ついて藻類 Scenedesmus obliquus を用いて評価した

ところ、いずれの処理においても生物影響が削減され、

標準活性汚泥法で最も削減能力が高かったことを報告

している。このことは下水処理方法によって生物影響

削減能力は異なる可能性を示唆している。一方、わが

国で導入している各種下水処理方法における生物影響

削減の可否については分かっていない。種々の処理方

法の生物影響削減能力の理解のためには、複数の処理

場から得た下水を用いた生物応答試験の実施が不可欠

である。 

 本研究では各種下水処理方法について、藻類に対す

る下水の生物影響の有無および生物影響削減能力の評

価を行うことを目的とした。複数の下水処理場におい

て生物処理前後の下水を採水し、生物応答試験を実施

した。生物影響が確認された下水については、毒性同

定評価 TIE（Toxicity Identification Evaluation）3),4)に

基づき生物影響原因物質の推定を行った。 

 

２． 実験材料および実験方法 

２．１ 下水試料の採水 

A下水処理場（標準活性汚泥処理法）、B下水処理場

（OD法）、C下水処理場（嫌気好気ろ床法）を対象と

した。いずれの処理場も主に生活排水が流入している。

流入下水及び塩素消毒後の放流水を 2015年 6月（A処

理場）、2016 年 7 月（B 処理場）、2016 年 8 月（C 処

理場）に採水した。採水はオートサンプラーを用いて

行い、採水期間は 24時間とし、1時間ごとに 1リット

ルずつ、合計 24リットル採水した。これらの排水は採

水後すぐに土木研究所に持ち帰り、それぞれの 24リッ

トルの排水をコンポジットした。コンポジットした流

入下水、放流水に対し水質分析を行い、表-1 に示す結

果が得られた。また、流入下水と放流水は 60μm ポア

サイズのメッシュでろ過を行い、ろ液を 4℃の冷暗所

で保管した。これらのろ液は下水試料として以下に示

す生物応答試験に用いた。 

 

２．２ 藻類生長阻害試験 

２．２．１ 排水試験 

本試験は藻類を下水試料に一定期間曝露し、対数増 
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殖期における生長速度を調べ、対照区と比較すること

により、藻類の生長に対する下水試料の影響を明らか

にする。 

試験生物には、生物応答を用いた排水試験法（検討

案）1)の推奨種となっている単細胞緑藻ムレミカヅキモ 

（Pseudokirchneriella subcapitata、NIES-35株）を

用いた。各試料に対して蒸留水による希釈で 5 段階の

割合（試料割合 80%、40％、20％、10%、5%）の試料

を作製し、各試料にAAP培地作製時と同等の栄養塩を

添加した。対照区はAAP培地とした。これらの試料は

細胞濃度の測定に支障がないよう、0.22μmポアサイズ

のフィルターでろ過滅菌を行った。容量は 30mL/容

器とし、生物応答を用いた排水試験法（検討案）1)に基

づき対照区は 6 連、各下水試料は 3 連とした。培養条

件は初期細胞濃度 1.0×104 cells/mL、温度 24°C、光強

度 3000 Lux 連続照射、回転振とう速度 100 rpm とし

た。開始から 72 時間後に粒子計数分析装置（CDA-

1000B、100μm アパチャー、Sysmex社）を用いて対

照区と各下水試料での細胞濃度を求め、その結果に基

づき各試験水での生長速度を算出した。下水試料によ

る生長阻害率は、以下の式(1)により算出した。 

生長阻害率（%）=（対照区の生長速度 － 下水試料で

の生長速度）÷ 対照区の生長速度×100 ・・・(1) 

 

２．２．２ 毒性同定評価 

２．２．１の試験で影響が見られた流入下水と下水

処理水に対し、米国環境保護庁（U.S.EPA）が公布す

る慢性毒性同定評価 3),4)を参考に毒性同定評価 TIE

（Toxicity Identification Evaluation）を行った。表-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、各前処理と生物影響に寄与する化学物質（群）との

関係を示す。流入下水、放流水いずれも生物影響が確

認されたC処理場の流入下水および放流水（試料割合

80%）に対し、無処理、チオ硫酸ナトリウム添加

（5mg/L）、EDTA[エチレンジアミン四酢酸 ]添加

（0.5mg/L、EDTA二水素二ナトリウムを使用）、ばっ

気（下水試料 100% 1L/1L air、1時間、ばっ気後に 20%

に希釈）、pH調整（pH約 6.5に調整）の前処理を行っ

た。また、SPE [Solid Phase Extraction、固層抽出] カ

ラム（Sep-Pak C18, Waters 社）を用い、試料を 1.0μm

ポアサイズフィルターでろ過後に SPE カラムに通水

したもの（SPEカラム通過水）、及び SPEカラムに吸

着した物質をメタノールで溶出し蒸留水に添加したも

の（メタノール溶出物）も前処理水として同様に試験

した。各試料にAAP培地作製時と同等の栄養塩を添加

し、0.22μmポアサイズのフィルターでろ過滅菌を行っ

たものを藻類試験に供した。対照区は AAP 培地とし、

試験条件は２．２．１と同一とした。 

 

２．３ 統計解析方法 

排水試験では、生長速度について、Bartlett検定（有

意水準 α = 0.05）により等分散性を評価した。等分散

が確認された場合、Dunnett 検定による多重比較（有

意水準 α = 0.05）で対照区と下水試料との比較を実施

した。等分散が棄却された場合は Steel 検定（有意水

準 α = 0.05）で対照系と下水試料との生長速度の比較

を実施した。これらの解析には統計解析ソフトR5)を用

いた。排水試験では、対照系と比較して統計学的に有

意な低下が認められない最も高い試料割合を、無影 

表-1 採水後にコンポジットした流入下水、放流水の水質 

項目 単位 流入下水 放流水 流入下水 放流水 流入下水 放流水

水温* ℃ 24.6 24.3 25.5 25.6 16.2 16.8

pH 7.16 6.83 6.87 7.25 6.91 7.25

電気伝導度 mS/cm 0.496 0.406 1.424 1.105 0.469 0.455

DO mg/L 0.008 5.88 0.018 6.7 2.45 8.81

塩分濃度 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

TRC mg/L - 0.03 - 0.05 - 0.1

水の硬度 mg/L 82 87 78 85 50 50

T-N mg/L 22.8 9.24 36.4 8.64 34.1 29.2

T-P mg/L 2.21 1.01 4.45 1.81 4.73 3.78

NH4-N mg/L 14.4 1.12 18.8 0.157 18.8 19.5

NOx mg/L 0.014 6.92 0.045 6.53 0.218 5.54

PO4-P mg/L 1.00 0.976 1.63 1.78 1.86 3.15

DOC mg/L 15.7 5.34 34.6 4.90 19.1 12.1

*コンポジット時の水温

A処理場 B処理場 C処理場
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響濃度NOEC（No Observed Effect Concentration）

として求めた。全ての下水試料割合で対照区と生長速

度に有意差が認められない場合、最も高い試料割合を

NOEC とした。 

毒性同定評価では、各試料での生長速度について

Bartlett 検定（有意水準 α = 0.05）により等分散性を

評価した。等分散が確認された場合、Dunnett 検定に

よる多重比較（有意水準 α = 0.05）で対照区と比較し

た。等分散が棄却された場合は Steel検定（有意水準 α 

= 0.05）で対照区と比較した。無処理区と比較して統計

学的に生長速度の有意な増加が認められた場合、前処

理による生物影響の改善が見られたと評価した。メタ

ノール溶出物については対照区と同様に AAP 培地に

メタノール溶出物を添加して試験しているため、対照

区との比較を行い、生長速度の有意な低下が見られた

場合はメタノール溶出物による影響があったと評価し

た。 

 

３． 実験結果 

３．１ 排水試験 

図-1 に各下水試料割合における藻類の生長速度をま

とめた。以下、各下水試料の結果の詳細について示す。 

 

３．１．１ A処理場 

 流入下水は、割合が 40％以上の場合に対照区よりも

生長速度が有意に低下した（p<0.05、図-1(a)）。放流水

では最大の試料割合である 80%でも生長速度の低下が

みられず（p>0.05）、藻類の生長速度への影響はなかっ

た。よってNOECは流入下水では 20%、放流水で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は 80%以上と求められた。 

 

３．１．２ B処理場 

流入下水は、割合が 40%以上で対照区よりも生長速

度が有意に低下した（p<0.05、図-1(b)）。放流水では最

大の試料割合である 80%でも生長速度の低下がみられ

ず（p>0.05）、藻類の生長速度への影響はなかった。よ

って NOEC は流入下水では 20%、放流水では 80%以

上と求められた。 

 

３．１．３ C処理場 

流入下水、放流水いずれも割合が 40%以上で対照区

よりも生長速度が有意に低下した（p<0.05，図-1(c)）。

よってNOECは両試料とも 20%と求められた。 

 

３．２ 毒性同定評価 

図-2 に各前処理試料における藻類の生長速度をまと

めた。以下、各前処理試料の結果の詳細について示す。 

 

３．２．１ C処理場の流入下水に対する試験 

流入下水（試料割合 80%）に対する TIEの結果を図

-2(a)に示す。無処理に比べ、生長速度が有意に増加し

たのは pH調整であった（p<0.05）。また、メタノール

溶出物では対照区より生長速度が有意に低下し

（p<0.05）、影響が見られた。流入下水に対する TIEは

排水試験より 26日後に実施したが、図-1(c)の流入下水

80%と図-2(a)の無処理における生長阻害率はそれぞれ

30%、28%であった。生長阻害率がほぼ同等であったこ

とから、4℃暗所で保管しても生物影響は低下しな 

表-2 前処理によって生物影響が変化する化学物質のまとめ。 

（＊本表は米国環境保護庁（U.S.EPA）の資料 3),4)の記述をもとに作成） 

pH ばっ気 SPE チオ硫酸ナト
リウム

EDTA 備考

酸化物（塩素を含む） ○ ○
4℃保存で時間とともに
生物影響消失

アンモニア ○1

無極性有機物 ○
SPEカラムのメタノール溶
出物に生物影響あり

界面活性剤 ○ ○
4℃保存で時間とともに
生物影響消失

陽イオン金属 ○ ○ ○

総溶解固形分（TDS） △ △ △ △

○：生物影響が低下 ○1：pHが低いほど生物影響小

△：生物影響が低下しない

SPE：固相抽出（Solid Phase Extraction）、EDTA：エチレンジアミン四酢酸
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４． 考察 

 排水試験から、A、B処理場においては流入下水には

生物影響があり（NOEC 20%）、放流水では最大の試料

割合である 80%でも影響がない（NOEC≧80%）こと

が明らかになった。よって A、B 処理場の下水処理に

よってムレミカヅキモに対する下水の生物影響の削減

が可能であることが示唆された。 

一方、C処理場では流入下水、放流水のNOECはい

ずれも 20%であり、生物影響が削減できなかったこと

が分かった。TIE により推定された生物影響物質は、

流入下水では疎水性化学物質とアンモニア、放流水で

は疎水性化学物質とアンモニア、陽イオン金属であり、

その組成もほぼ同一であったことが示唆された。C 処

理場では NH4-N 濃度は表-1 に示したように流入下水

で 18.8mg/L、放流水で 19.5mg/Lであり、放流水でも

濃度が高かった。また、各処理場のDOC除去率を比較

するとA、B、C処理場それぞれ 66%、86%、37%であ

り、C処理場では除去率が低いと考えられた。よ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

って、C 処理場では硝化促進および生物処理を強化す

ることにより放流水の生物影響を削減できると考えら

れた。 

 本調査から、処理場あるいは処理方式によってはム

レミカヅキモに対する生物影響を削減できていない場

合があることが明らかになった。今後は様々な処理場、

様々な処理方式（回転生物接触法、高速散水ろ床法等）

を導入した処理場において生物影響削減能力を更に評

価し、データを蓄積することが必要であると考えられ

る。また並行して対策方法も検討することが重要であ

ると考えている。 

 

５． まとめ 

 本調査では 3 種の下水処理方式における藻類ムレミ

カヅキモに対する下水の生物影響削減能力を評価した。

標準活性汚泥法を導入した A 処理場、OD 法を導入し

たB処理場、嫌気好気ろ床法を導入したC処理場にお

いて流入下水、放流水を採水し、それらに対し藻類生

図-2 緑藻ムレミカヅキモを用いた毒性同定評価。 

(a)C処理場の流入下水 80%、(b)C処理場の放流水 80%。＊：対照区よりも有意に低下（p<0.05）、＃：無処理よりも有意に増加

（p<0.05、メタノール溶出物を除く） 
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長阻害試験を実施した。A、B処理場においては、流入

下水には生物影響があり、放流水では影響が無かった

ことから、各処理場の処理によって生物影響が削減で

きたことが分かった。一方、C 処理場においては、流

入下水と放流水に同等の生物影響が確認され、生物影

響が削減できなかった。下水処理による生物影響削減

能力の実態把握のため、今後は様々な処理場の下水を

用いて同様の評価を行い知見を収集する必要があると

考えられた。 
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消毒副生成物の水環境中での挙動とその影響に関する研究 

研究予算：運営交付金 

研究期間：平 26～平 28 

担当チーム：水質チーム 

研究担当者：南山瑞彦、小森行也 

 

【要旨】 

下水処理水の多くは塩素消毒した後、公共用水域へ放流されることから、塩素消毒副生成物についても注意が

必要である。また、下水処理場の放流水が浄水場の取水の上流に放流されるケースもみられることから、消毒副

生成物の水環境中での挙動把握も重要である。そこで本研究では、塩素消毒副生成物の前駆物質として HMT、
TMA、TMEDAの 3 物質について、下水道の塩素消毒による消毒副生成物の確認、消毒副生成物の HCHOの水環

境中での挙動把握について実験的検討を行った。 
キーワード：消毒副生成物、下水処理、ホルムアルデヒド、ヘキサメチレンテトラミン 

 

 

1．はじめに 

平成 24 年 5 月に、利根川水系の浄水場で水道水質

基準を上回るホルムアルデヒド（HCHO）が検出され、

取水停止による断水が発生するという水質事故が発

生した。この事故の原因は、HCHO が直接流出したの

ではなく、利根川の上流で流れ出した化学物質（HCHO
前駆物質）と浄水場の消毒用塩素が反応して HCHOが

生成し、水道水質基準を超過したものと推定された。

その後の原因調査により、河川に排出されたヘキサメ

チレンテトラミン（HMT）が下流に流下し、利根川水

系の広範囲の浄水場において、浄水過程で注入される

塩素と反応し、消毒副生成物として HCHOが生成され

たと推定されている 1)。 
下水処理水の多くは塩素消毒した後、公共用水域へ

放流される。HCHO前駆物質が下水処理水中に残存す

る場合、浄水処理の塩素消毒と同様に HCHOが生成す

る可能性が否定できないことから、下水処理の塩素消

毒における HCHO 生成についても検討が必要である。 
また、下水処理場の放流水が浄水場の取水の上流に

放流されるケースがみられることから、下水処理水の

塩素消毒で生成した HCHO の河川流下過程における

挙動把握は重要である。 
そこで本研究では、塩素消毒副生成物として HCHO

に絞りその前駆物質の選定を行った後、下水道の塩素

消毒による消毒副生成物の確認、消毒副生成物HCHO
の河川流下過程での挙動について実験的検討を行っ

た。 
 

2．調査方法 

2.1  消毒副生成物の前駆物質 

一般的に下水処理水の消毒には、塩素消毒、オゾ

ン消毒、紫外線消毒が用いられる。我が国の下水処

理場での消毒は、下水道統計(H25)のデータから薬品

による消毒が約 92%、オゾンによる消毒が約 1%、紫

外線による消毒が 6%である。下水処理水の消毒で最

も多い薬品による消毒のほとんどが次亜塩素酸ナト

リウムを用いる塩素消毒であることから、本研究に

おいては塩素消毒により副生成物を生じさせる前駆

物質を選定し、下水道の塩素消毒による消毒副生成

物の確認実験を行うこととした。 

本研究では、既往報告 2)3)4)を参考に塩素消毒により

HCHO を生成する化学物質として表-1 に示す 3物質

を選定した。 

表-1 塩素消毒副生成物の前駆物質 

 
 

2．2  下水道の塩素消毒による消毒副生成物の確認 

本研究では、表-1 に示す 3物質のヘキサメチレン

テトラミン（HMT）、トリメチルアミン（TMA）、テ

トラメチルエチレンジアミン（TMEDA）について以

下の実験を行った。 
実験に供する水は、実下水を流入水とする活性汚

泥処理実験装置の二次処理水から SSを除いた急速ろ

過水（以下、ろ過水）とした。ろ過水を採取し実験

室に持ち帰った後、直ちに 20℃恒温水槽内に沈め、

CAS No. 化学式 分子量 副生成物

1 ヘキサメチレンテトラミン 100-97-0 (CH2)6N4 140.19

2 トリメチルアミン 75-50-3 C3H9N 59.11

3 テトラメチルエチレンジアミン 110-18-9 C6H16N2 116.20

化学物質名

ホルムアルデヒド
(HCHO)
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実験直前まで 20℃で保温した。実験は 20℃恒温室で

行った。実験手順を以下に示す。 
(1) ろ過水 500 mL を 500 mL 容三角フラスコに移

し、化学物質（HMT、TMA、TMEDA）を所定の濃

度段階となるように添加。 
(2) 次亜塩素酸ナトリウム水溶液（遊離塩素：1,000 

mg/L）を二次処理水の塩素消毒 5)における塩素の注

入率を参考に添加。 
(3) マグネチックスターラー（攪拌子；テフロン被

覆）を用い、30 分間 300rpmで攪拌。 
(4) 攪拌 30分後、残留塩素測定用試料として試料

50 mL をねじ口瓶に分取した後、残った試料にチオ硫

酸ナトリウム水溶液を添加。 
(5) 塩素消毒後のろ過水 50 mL を 100 mL 容分液漏

斗に分取し、上水試験方法 2011 年版「5.アルデヒ

ド」の方法 6)に従い各試料 2 検体ずつ前処理を行な

い、抽出試料中の HCHOをGC/MSにより測定。 
本研究で実施した実験ケースを表-2 に示す。実験 1

では、HMT についてアンモニア性窒素（NH4-N）の

存在と HCHO生成の関係、実験 2では、TMAと

TMEDAについてNH4-Nの存在有無と HCHO生成の

関係について検討した。 
表-2 実験ケース 

 

 

2.3  消毒副生成物の水環境中での挙動把握 

本研究では、下水道の塩素消毒で生成した HCHOの

水環境中での挙動把握を目的として、図-1 に示すステ

ンレス製の実験水路を用いた実験を行った。実験水路

は、プレハブ建屋内に設置され窓からの自然光を受け

ている。水路幅は約 0.2m、水路長は 30m を折り返す

全長 60mであり、水路の底はステンレス材のままであ

る。活性汚泥処理実験装置の二次処理水（又は水道水）

2.4L/minに約 260mg/LのHCHO溶液を 12mL/minで連

続添加し、約 20 時間経過後に図-1 に示す No.0、3、5、 

図-1 実験水路（概要） 
7、8、11、15 の地点でスポット採取した試料の HCHO
を分析した。各試料採取地点までの流下時間は、小さ

な浮子を流して測定した。また、流量 2.4L/minでの各

試料採取地点の水深は、0.5～3.5cm であった。HCHO
の分析は、前述の上水試験方法 2011 年版「5.アルデヒ

ド」の方法 6)に従った。 

 

3．結果と考察 

3.1 水道の塩素消毒による消毒副生成物の確認 

（１）実験１ 

残留塩素測定結果を表-3、HMT 添加濃度と HCHO
生成濃度の関係を図-2 に示す。表-3 よりろ過水では、

遊離塩素が 1.1～1.2mg/Lであった。この時、全塩素は

1.8～2.0mg/Lであり、添加塩素濃度の約 50%であった。

ろ過水（NH4-N5mg/L）、ろ過水（NH4-N15mg/L）では

遊離塩素が 0.1～0.2mg/Lであり、殆んど消費されてい

た。この時、全塩素は 3.3～4.4mg/L であり、添加塩素

濃度の 72～86%であった。次亜塩素酸ナトリウムは、

水と反応し次亜塩素酸、次亜塩素酸イオンを形成し、

殺菌効果を示すことが知られているが、水中に NH4-N
や有機性窒素が存在する場合には結合塩素のクロラ

ミンを形成 5)する。NH4-Nが 5mg/L、15mg/L 存在する

ろ過水では、塩素添加 30 分後の残留塩素の多くはク

ロラミン等の結合塩素と考えられる。 
図-2 より各実験結果とも HMT 添加濃度と HCHO

化学物質 供試水 塩素注入量

ろ過水

ろ過水 (5)*

ろ過水 (15)*

ろ過水

ろ過水 (5)*

ろ過水

ろ過水 (5)*

* ( )内の数値はNH4-N濃度、mg/L

実験1 HMT 4mg/L

実験2

TMA

TMEDA

4mg/L

12ml/min
水道水

or二次処理水

HCHO溶液
(約260mg/L)

HCHO 約1.3mg/L

2.4L/min

0 1 2 3 4 5 6 7

15 14 13 12 11 10 9 8

30ｍ

P 4m 1.25m

0.2m

P

表-3 残留塩素測定結果 (mg/L) 

 

0 05 0 1 0 15 0 2 0 25

遊離塩素 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2

全塩素 1 9 2 0 1 9 1 8 1 8

遊離塩素 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1

全塩素 3 6 3 5 3 3 3 7 3 5

遊離塩素 0 2 0 2 0 1 0 2 0 2

全塩素 4 3 4 4 4 2 4 3 4 4

ろ過水

(NH4-N5mg/L)

ろ過水

(NH4-N15mg/L)

HMT濃度 (mg/L)

ろ過水
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「良分解性」8)と判定されている物質であるが、河川の

流下過程において大きく減衰することがない領域が

存在すると予想されることから、前駆物質の流入を抑

制する等、塩素消毒による生成を防ぐ必要がある場合

があると考えられる。 
 
4．まとめ 
本研究では、塩素消毒により消毒副生成物の HCHO

を生成する HMT、TMA、TMEDA の 3 物質について

下水道の塩素消毒による HCHO 生成の確認と HCHO
の河川流下過程での挙動について実験的検討を行い

以下の結果を得た。 
・HMT についてNH4-Nの存在と HCHO生成の関

係を検討したところ、NH4-Nがほぼ 0mg/Lのろ過

水に比べ、ろ過水にNH4-N を 5mg/L、15mg/L 添
加した場合では、NH4-N濃度が増すに従い、

HCHO生成率が小さくなる傾向がみられた。 
・TMA と TMEDA について NH4-N の存在有無と

HCHO 生成の関係について検討したところ、NH4-
N5mg/L 含有のろ過水を用いたケースでは、NH4-N
が 0.1mg/L とほとんど存在しない場合に比べ

HCHO生成率は大きく低下し 10%以下であった。 
・二次処理水にホルムアルデヒド（HCHO)を添加し、

流下過程における挙動を調査した結果、約 45 分の

流下時間ではHCHOの減衰はみられなかった。 
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「なお、本調査研究は、運営交付金（一般勘定）により実施されたものである。」 
 

 



平成 28 年度 下水道関係調査研究年次報告書集 

122 

下水処理水が両生類の変態に及ぼす影響に関する基礎的研究 

 
研究予算：運営費交付金（一般勘定） 
研究期間：平 26～平 28 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 
研究担当者：南山瑞彦、北村友一 

 
【要旨】アフリカツメガエルのオタマジャクシがカエルに変態し、性成熟するまでの間、実下水処理水中で飼育

し、変態と生殖腺への影響について調査した。その結果、下水処理水曝露による変態停止や顕著な変態遅延は見

られなかった。変態後の生殖腺組織観察でも異常は見られなかった。水田に生息している野生のアマガエルを用

いた変態試験でも変態への影響は見られなかったことから、下水処理水がオタマジャクシの変態と性成熟に及ぼ

す悪影響はないと考えられた。  

 

キーワード：アフリカツメガエル、アマガエル、変態、下水処理水 

 
1. はじめに  

生体の内分泌をかく乱する化学物質は内分泌かく乱

化学物質(Endocrine disrupting chemicals; EDCs)と呼ば

れ、EDCs による水質汚濁は、健全な水生生態系維持

に悪影響を与える問題として認識されている。たとえ

ば、英国では下水放流水に女性ホルモンや女性ホルモ

ン様物質が残存し、河川水による希釈が望めない場合、

魚の性ホルモン作用がかく乱され、雄魚で雌特有のタ

ンパク質の産生や精巣に卵母細胞が形成されることが

報告されている 1）。 

近年、水中の微量化学物質の分析技術の進展も相ま

って、医薬品等の生理活性物質の中には下水放流水中

での検出が報告されている物質がある 2)。公共用水域

に到達した生理活性物質は、EDCs として水生生物の

存続に影響を与える可能性が否定できない。我が国は

世界的に見て医薬品等の生理活性物質の使用量が比較

的多い 3)といわれており、今後、高齢化に伴い医薬品

の使用量が増加する可能性もあることから、これらの

生理活性物質が公共用水域の水生生態系に影響を及ぼ

すことが懸念される。 

これまでEDCsが水生生物に与える影響は、現実に

水系で起こった現象を踏まえ、主に、魚類を対象とし

た性ホルモンのかく乱作用が研究されてきた 1)。一方、

生物体内では恒常性維持のため、様々なホルモンが絶

妙にコントロールされ分泌されており、EDCsの女性

ホルモン作用以外のホルモンかく乱影響については未

解明な点が多い。 

健全な水生生態系を維持するためには、下水放流水

が様々な水生生物に与える影響について現況を把握し、

評価することが必要である。 

両生類であるカエルは環境中で変態（オタマジャク

シがカエルになること）し、その後、性成熟（精巣や

卵巣の発達）する。この変態と性成熟を指標とするこ

とにより、2 種類のホルモンかく乱影響の評価が可能

であり、カエルはホルモンかく乱作用を検出できる優

れた試験生物の一つである。2015年にはOECD（経済

協力開発機構）からカエルの成長と発達を指標とする

化学物質のホルモンかく乱作用等を評価する試験法 4)

が公表され、カエルに対するEDCsの影響解明が期待

されている。 

下水放流水がカエルに与える影響は未解明であり、

その実態把握も重要と考えられることから、下水処理

水がオタマジャクシの変態や生殖腺に与える影響を把

握するため、実下水処理水を用いたアフリカツメガエ

ルオタマジャクシの長期間曝露実験と野生アマガエル

の変態試験を行った。 

 

2.アフリカツメガエルの長期間曝露実験方法 

実際の下水処理水に孵化後のアフリカツメガエルの

オタマジャシがカエルに変態し、性成熟するまでの間、

下水処理水中で飼育し、オタマジャクシの変態への影

響と生殖腺組織の変化を評価する実験を行った。 

実験方法は以下のとおりである。 

2.1 供試オタマジャクシ 

本実験では、浜松生物教材から購入したアフリカツ

メガエルを、人工的に交尾・産卵させ試験に供するオ
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日、下水処理曝露区で約80日となり、下水処理水曝露

区で変態遅延の傾向が見られた。ただし、図-5で示し

た試験結果のとおり変態ステージの個体差が大きかっ

たこと、対照区はオタマジャクシ期の死亡数が多かっ

たことから、下水処理水がオタマジャクシの変態速度

に与える影響については、再実験による検証が必要と

考えられる。再実験に当たっては、飼育密度の均一化

や各個体の発達ステージが同調する近交系のカエルの

使用など、実験条件の見直しも必要と考えられた。 

3.3 変態後のカエルの雌雄の判定結果 

図-6にPCR試料の電気泳動のバンドの一例を示す。

下水処理水曝露区の試料については、1 つの試料につ

き1つのレーン（1列）にDMRT1遺伝子およびDM-W

遺伝子の2種類のプライマーを用いてPCRを実施した

試料を電気泳動させた（図-6（a））。対照区の試料につ

いては、DMRT1およびDM-Wのバンドが不鮮明であ

ったため、DMRT1 遺伝子のプライマーを用いて PCR

を実施した試料を1つのレーンに、DM-W遺伝子のプ

ライマーを用いてPCRを実施した試料をもう1つのレ

ーンに添加して電気泳動させた（図-6（b））。 

-  

図-6電気泳動した試料のバンドの一例 

その結果、対照区7個体のうち、遺伝的雄は3個体、

遺伝的雌は 4個体で、性比（雄 / 雌）は 0.75、下水

処理水曝露区19個体のうち、遺伝的な雄は11個体、

遺伝的な雌は 8個体で、性比（雄 / 雌）は 1.38 であ

った。各曝露区とも性比に顕著な偏りは見られなかっ

た。 

3.4 生殖腺組織観察の結果 

 対照区と下水処理水曝露区の雄と雌の代表的な生殖

腺の外観およびその組織標本像を図-7,8に示す。 

対照区、下水処理水曝露区とも生殖腺の表現型から

判定した雌雄と、遺伝的な雌雄は、すべての検体にお

いて一致していた。また、精巣における精巣卵や、卵

巣における精巣の構成要素などは確認されなかった。

精巣と卵巣の発達段階についても、対照区と下水処理

水曝露区との間に顕著な差は見られなかった。 

 

4.アフリカツメガエルの長期間曝露試験のまとめ 

下水処理水に曝露したオタマジャクシは変態が始ま

る時期が対照区より早くなった。下水処理水曝露区の

生残個体は全てカエルに変態し、変態停止や顕著な変

態遅延は見られなかった。 

対照区と下水処理水曝露区の変態後のカエルの遺伝

子レベルでの雌雄と、生殖腺観察から判定した雌雄は、

すべての個体において一致し、精巣と卵巣の発達段階

についても、対照区と下水処理水曝露区との間に顕著

な差は見られなかった。 

以上のことから、本実験においては下水処理水がオ

タマジャクシの変態と性成熟に及ぼす悪影響はないも

のと考えられた。 

 

5.下水処理水が野生アマガエルの変態に及ぼす影響 

 カエルのモデル生物であるアフリカツメガエルのオ

タマジャクシの下水処理水への長期間曝露試験から、

下水処理水は変態、性成熟に顕著な悪影響はないと考

えられた。国内の生態保全のためには、日本に生息す

るカエルでも下水処理水がオタマジャクシの変態に与

える影響を確認しておく必要がある。 

 水田に生息している野生のオタマジャクシを採取し、

下水処理水に曝露し変態への影響を調査した。 

5.1 アマガエルのオタマジャクシの変態実験の方法 

 オタマジャクシは、2016年5月中旬につくば市の水

田から採取し、脱塩素水道水で6月 1日まで飼育し、

生残していたオタマジャクシを実験に供した。写真-1

は、実験に用いたオタマジャクシである。 

オタマジャクシの変態試験は、図-1の下水処理実験

装置とオタマジャクシの曝露水槽を用いた。曝露水は、

下水処理水と脱塩素水道水とし、各水槽にオタマジャ

クシを 3匹投入した。オタマジャクシの曝露実験は 6

月1日から開始した。その後、変態状況を毎日観察し

た。 

5.2 アマガエルのオタマジャクシの変態実験の結果 

 写真-2は、オタマジャクシの観察の様子である。下

水処理水と脱塩素水道水に曝露したオタマジャクシは

全てアマガエルに変態した。表-4は、変態が完了した

日付である。両曝露区で変態に要する期間に顕著な違

いは見られなかった。アマガエルのオタマジャクシで

も下水処理水が変態に及ぼす悪影響は観察されなかっ

た。 
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写真-1 アマガエルのオタマジャクシ（5月22日） 

 

写真-2(a) 下水処理水曝露区のオタマジャクシ（6月16日） 

 

写真-2(b) 脱塩素水道水曝露区のオタマジャクシ 

（6月 16日） 

 
写真-2(c) 脱塩素水道水曝露区で変態したアマガエル

（6月 16日） 

表-4 オタマジャクシの変態が完了した日付 
個体番号 脱塩素水道水 下水処理水 

#1 6月13日 6月16日 
#2 6月20日 6月19日 
#3 6月21日 6月27日 

 

6.おわりに 

 健全な水生生態系を維持するためには、下水放流水

が、様々な水生生物に与える影響について現況を把握

し、評価する必要がある。海外ではすでにその影響が

顕在化しているホルモンかく乱影響も、その科学的な

知見の集積が必要な水質問題の一つである。 

本研究では、ホルモンかく乱影響を検出できる優れ

た試験生物であるカエルを対象とし、アフリカツメガ

エルのオタマジャクシがカエルに変態し、性成熟する

までの間、実下水処理水中で飼育し、変態と生殖腺組

織への影響について調査した。さらに、国内に生息し

ている野生のアマガエルのオタマジャクシの変態試験

も行った。いずれも、本研究では、下水処理水がオタ

マジャクシの変態と性成熟に及ぼす顕著な悪影響は見

られなかった。 

下水処理水は塩素消毒され公共用水域に放流されて

いる場合が多い。塩素化合物の中には甲状腺ホルモン

の働きに影響する物質もある 7)ことから、今後は、下

水処理水の塩素消毒水がオタマジャクシの変態に与え

る影響について調査していく予定である。 
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オタマジャクシの変態を指標にした下水処理水の安全性評価 
 

研究予算：科学研究費助成（基盤研究 C） 

研究期間：平 28～平 30 

担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：北村友一 

 

【要旨】 

 下水処理水がオタマジャクシの変態に及ぼす影響を明らかにするため、アフリカツメガエルのオタマジャク

シがカエルに変態するまでの間、二次処理水と総残留塩素濃度 0.07, 0.04, 0.03, 0.02 mg/L の二次処理水の塩

素消毒水で飼育し、オタマジャクシの変態への影響を形体観察から調査した。その結果、総残留塩素濃度

0.07mg/L で、オタマジャクシ期の死亡個体が他の曝露区より多くなる傾向となったが、全ての曝露区で生残

したオタマジャクシはカエルに変態し、変態停止や変態遅延の影響は観察されなかった。 

 

キーワード：アフリカツメガエル、変態、下水処理水 

 

1.はじめに 

流入下水には、女性、男性、甲状腺ホルモンを攪

乱する物質が含まれている可能性があり 1)、下水処

理が不十分な場合、下水処理水放流先の水生生物の

存続に影響が生じる可能性がある。さらに、下水処

理水は塩素消毒後、河川に放流されることが多いが、

塩素消毒剤の中には甲状腺に異常を生じる塩素化合

物 2)が含まれる可能性も指摘されている 3）。 

著者らは、これらの生物影響を評価できる生物と

してカエルに着目している。両生類であるカエルは、

甲状腺のホルモンの分泌によりオタマジャクシから

カエルに変態する。甲状腺ホルモンの分泌に異常が

生じるとカエルに変態できない、または、変態遅延

などの影響が生じる。オタマジャクシの変態と性成

熟後の生殖腺組織の異常を指標とすることで、下水

処理水のホルモン攪乱の影響を評価できると考えら

れる。 

本研究では、下水処理水がオタマジャクシの変態

に及ぼす影響を明らかにするため、活性汚泥二次処

理水とその塩素消毒水中でオタマジャクシがカエル

に変態し、性成熟するまで飼育し、オタマジャクシ

が正常なカエルに変態できるかどうかを、形体と甲

状腺や生殖腺組織観察から調査する。 

本年度は、アフリカツメガエルのオタマジャクシ

がカエルに変態するまでの間、二次処理水と総残留

塩素濃度を数段階に設定した二次処理水の塩素消毒

水で飼育し、オタマジャクシの変態への影響を形体

観察から調査した。 

 

2.実験方法 

2.1 供試オタマジャクシ 

本実験で使用するアフリカツメガエルのオタマジ

ャクシは以下の方法で得た。アフリカツメガエルの

成体の産卵を誘導するため 1ml の注射器でカエルの

背 部 リ ン パ 嚢 に ヒ ト 胎 盤 性 gonadotorophin 

(1,000u/mL)を雄に 250 mL、雌に 500 mLを注射した。

カエルをペアにして一晩置き、翌日、産卵された卵

を脱塩素水道水の流水式水槽に移し、そこで孵化し

た 2日後のオタマジャクシを曝露実験に供した。 

2.2 下水処理実験装置とオタマジャクシ曝露水

槽 

図-1 に下水処理実験装置とオタマジャクシ曝露水

槽の概要を示した。下水処理実験装置は、最初沈殿

池（500L）、生物反応槽（500L×4 槽）、最終沈殿池

（700L）、砂ろ過塔から構成されている。流入下水は、

主に生活排水が流入する下水処理場の生下水を用い

た。生物反応槽は、第 1 槽から第 4 槽まで全面エア

レーションを行う、活性汚泥法による処理を行った。

水理学的滞留時間は、10 時間となるように流入水量

を制御した。二次処理水は SS 分を取り除くため砂ろ

過を行った。砂ろ過水は、接触時間約 20分で次亜塩

素酸ナトリウムにより塩素消毒を行った。塩素混和

池での総残留塩素濃度は約 0.2 mg/L、遊離塩素濃度

は約 0.06 mg/L である。砂ろ過した二次処理水と塩

素消毒水をオタマジャクシの曝露水とした。 

曝露条件は塩素濃度勾配をつけた次の 5条件とし、

二次処理水100％（塩素消毒水0％）、塩素消毒水50％、

塩素消毒水 25％、塩素消毒水 12.5％、塩素消毒水

6.25％とした。塩素消毒水の希釈水は、本来、脱塩

素水道水が望ましいが、脱塩素水道水で飼育したオ

タマジャクシに死亡個体が多数観られたため、二次

処理水で行った。 

オタマジャクシの曝露方式は流水式とし、水槽は

5L、各曝露区 1 水槽、滞留時間 1.4 時間とし、2.1で

記したオタマジャクシを 35 匹投入した。 

2.3 オタマジャクシの飼育と変態の観察 

オタマジャクシの曝露条件は、水温：21℃、明暗

周期：明期 12h，暗期 12h、給餌：1 日 1 回オタマジ

ャクシ用餌（浜松生物教材）を飽食量、給餌した。

オタマジャクシの変態観察は、変態が始まった曝露

後 21 日目から、週 2回 1匹ずつ曝露水槽から取り出

し、P.D.Nieuwkoop and J.Faber の発達ステージ表 4)

と比較し、発達ステージを目視判定し記録した。ま

た、甲状腺組織の観察のため、ステージ 62（写真-1） 
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（影響が懸念される物質のモニタリングと定量的リスク評価手法の構築） 

公共用水域における健康・生態リスクが懸念される化学物質の制御手法に関する研究 
担当チーム：水環境研究グループ（水質） 

研究担当者：南山瑞彦、北村友一、對馬育夫、 

真野浩行、武田文彦、金子陽輔、 

小森行也 

 

【要旨】 

下水処理場は、都市河川で検出される医薬品類の発生源の 1つであり、河川水環境における医薬品類の効率的

な削減対策やリスクの管理を行う上で、河川における医薬品類の量に対する下水処理場の寄与を明らかにするこ

とは重要である。本年度では、多摩川中流域を対象に、河川に流入する負荷量および下水処理場の放流水が流入

する地点における負荷量に対する下水処理場の寄与率を、野外調査に基づいて算出した減衰速度係数と調査地点

での負荷量に基づいて算出することを試みた。 

キーワード：医薬品類、下水処理場、減衰速度係数、都市河川、負荷量 

 

 

1．はじめに 

近年、生活で使用され、下水道を通して河川水中に

流出する医薬品類や化粧品などの微量化学物質によ

る河川水環境への影響が懸念されている。我が国の河

川において、環境リスク初期評価により、一部の化学

物質のリスクが示唆されている 1、2)。そのため、河川

水環境において微量化学物質の効率的な削減対策や

リスクの管理を検討する必要がある。このような背景

のもと、本研究課題は、水生生物およびヒト健康への

影響が懸念される化学物質のモニタリングと定量的

リスク評価手法の構築を目的とする。本研究では、都

市部の河川流域を対象に、モニタリングや文献調査に

よる河川水中化学物質に対する下水道の寄与率を推

定することにより、下水道における対象化学物質の管

理可能性を把握する。また、河川水中の挙動を考慮し

たヒト健康および生態影響評価手法を構築し、下水道

での化学物質の排出削減シナリオに沿った影響評価

を実施する。 

本年度は、都市河川に流入する負荷量や下水処理場

の放流水が流入する地点での負荷量に対する下水処

理場の寄与を把握することを検討した。多摩川中流域

における下水処理場を対象に、水生生物への影響が懸

念される医薬品類について、この流域に流入する医薬

品類の負荷量および下水処理場が流入する地点での

医薬品類の負荷量に対する下水処理場の寄与率を算

出することを試みた。 

 

2．調査方法 

2．1  調査対象の医薬品類 

本研究チームではこれまで、医薬品類等生理活性物

質を対象として、水環境中における実態把握、生態リ

スクの検討などを進めてきた。本研究では、過年度の

研究成果を基に、多摩川において水生生物に対する生

態リスクの懸念が指摘されている医薬品類 5物質 1)を

調査対象に選定した（表1）。 

 

2．2  対象地域 

本研究では、多摩川中流域を対象とした。多摩川は、

山梨県、東京都、神奈川県を流れる多摩川水系の本川

である（流域面積：1240 km2、流域人口：約400万人
3)）。代表的な都市河川であり、高度成長期の急激な流

域の都市化の影響を受けて水質が悪化したが、下水道

整備や河川浄化施設の設置などに伴い改善が進み、近

年では中流域（多摩川原橋）の水質は、BOD 2mg/L程

物質名 主な効用

Azithromycin マクロライド系抗生物質

Clarithromycin マクロライド系抗生物質

Ketoprofen 消炎・鎮痛・解熱剤

Levofloxacin フルオロキノロン系合成菌剤

Triclosan 殺菌剤

表 1 調査対象の医薬品類 
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与率として、最下流地点St. 6を対象に、各下水処理場

の寄与率を以下の式から算出した。 

下水処理放流水
𝑖
の寄与率(％) 

=
負荷量

𝑖
×𝑒減衰速度係数×下水処理場iからSt.6までの流下時間

最下流地点St.6での負荷量
× 100  (2) 

 

寄与率が高い処理場ほど、最下流地点St. 6での負荷量

に対する寄与の度合いが高いことを示す。本研究では、

処理場A～処理場Dおよび下水処理場直下の根川（多

摩川の支川）のSt. 4 における寄与率を算出した。 

3．結果と考察 

 対象とした医薬品類5物質について、調査区間に流

入する各下水処理水の寄与率を図3に示す。処理場A、

処理場B、St.4 の上流に位置する下水処理場は、処理

場C、処理場Dと比べ、対象医薬品類の流入負荷量に

対する高い寄与率を示した。医薬品類5物質の調査区

間における合計流入負荷量に対する処理場A、処理場

B、St. 4の寄与率の平均値の範囲は、それぞれ、22.9～

33.1%、16.4～25.4%、24.4～38.1％であった。 

 調査区間の最下流地点St.6での医薬品類の負荷量に

対する下水処理場の寄与率についてみると、

Ketoprofen以外の医薬品類 4物質では、上流にある処

理場 A と処理場 B において、合計流入負荷量に対す

る寄与率と比較して低い値を示した。これは、St.6ま

での流下距離が長い上流の下水処理場から河川に流

入した医薬品類が、流下過程で減衰するため、これら

の下水処理場の寄与が相対的に低くなったためであ

ると考えられる。一方で、下流側に位置するSt. 4と処

理場Dにおいては、St.6での負荷量に対する下水処理

 

図 3 医薬品5物質の調査区間合計負荷量とSt.4での負荷量に対する下水処理場の寄与率 
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場の寄与率は、合計流入負荷量に対する寄与率と比較

して高い値を示した。また、Ketoprofenについて、St.6

での負荷量に対する下水処理場の寄与率は、合計流入

負荷量に対する寄与率に比べて、上流の処理場A、処

理場B、処理場Cで著しく低い値を示し、St.4と処理

場Dでの寄与率がほとんどを占めた。さらに、処理場 

D において、St.6でのKetoprofenの負荷量に対する寄

与率は、他の医薬品類4物質に比べて、高い値を示し

た。この違いは、Ketoprofen の流下過程での減衰速度

が他の医薬品類に比べて高いために、最下流地点まで

の流下距離の短い下流の下水処理場の寄与率が高く

なったためである。以上の結果のように、多摩川中流

域において、流入負荷量および多摩川本川での負荷量

に対する下水処理場の寄与率を示すことができた。 

 調査地点 St. 6 での医薬品類の負荷量に対する寄与

率が高い下水処理場は、St. 6での医薬品類の生態リス

クへの寄与率が高いと考えられる。過年度の調査研究

で実施した生態リスク初期評価により、調査地点St. 6

において、本研究で対象とした医薬品類のうち

Azithromycin、Clarithromycin、Triclosanの生態リスクが

懸念されている 1、5)。Azithromycin、Levofloxacin、

Triclosanについては、生態リスクに対してSt.4の寄与

率が高く、Clarithromycinについては、生態リスクに対

して処理場A、処理場B、処理場Cの寄与率が高いと

考えられる。そのため、上記の医薬品類について、こ

れらの下水処理場で負荷量の削減対策を実施し、例え

ば、St.4での負荷量の寄与率を下げることにより、調

査地点 St. 6 での生態リスクを効果的に下げることが

できると期待される。今後、下水処理場での医薬品類

の削減対策やリスク管理を検討していくために、生態

リスク初期評価で使用されているハザード比などを

指標として、下水処理場の放流水が流入する調査地点

での負荷量に対して高い寄与率を示す下水処理場か

ら排出される負荷量が低下した時に、下水処理場の放

流水が流入する調査地点で生態リスクがどの程度低

減するのかを検討する必要がある。 

 

4．まとめ 

本研究では、多摩川中流域において、河川中の医薬

品類の物質量に対する下水処理場の寄与を把握する

ことを目的とした。野外調査に基づいて算出した減衰

速度係数と調査地点での負荷量から、調査区間に流入

する負荷量および調査区間の最下流地点での負荷量

に対する下水処理場への寄与率を推計した。その結果、

寄与率の高い下水処理場を把握することができた。今

後、対象の医薬品類による下水処理場の放流水が流入

する地点での生態リスクを考慮して、下水処理場での

医薬品類の削減対策やリスク管理を検討していく予

定である。 
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